
第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○がん検診の重要性を伝えるための普及啓発活動として、府内のイベントで勧奨チラシの配布
（H27：６回、H26：４回、H25：４回）、及びがん対策基金を活用してがん検診受診啓発ティッシュを
作成した（H25～27通算34万個）。
○がん検診事業を実施する市町村への受診率向上策を提案する等の支援を行った。（H27：17
市町村＋１地域、H26：16市町村+１地域、H25：13市町村+１地域）
○検診結果の的確な判定のため、国の推奨するがん検診の推進と精度管理の均てん化等、医
療機関におけるがん検診実施体制の確保のため、がん検診事業を実施する市町村への技術的
支援等を行った。（H27：17市町村＋１地域、H26：16市町村+１地域、H25：13市町村+１地域）
○H27年度からがん予防につながる学習活動の充実支援事業として府内７市８校の中学校でが
ん教育を実施。
○企画提案型公募によるがん対策貢献事業（採択事業数 がん教育H25：１件、H26：２件、H27：
２件・普及啓発H25：２件、H27：２件）

○各がん検診受診率
胃がん27.9％肺がん29.1％大腸がん28.0％子宮がん31.0％乳がん28.5％【出典：
平成25年度国民生活基礎調査】

○各がんの早期診断割合
平成23-24年全部位49.9 ％胃がん54.1％大腸がん56.9％肝がん62.6％肺がん
27.8％乳がん62.7％子宮頸がん78.3 ％
【出典：平成27年度大阪府におけるがん登録第80報】

○がん検診受診率及び早期診断割合は向上しているものの、がん検診受診
率は全国平均と比較すると低い。（がん検診受診率全国平均胃36.7％肺
38.7％大腸35.4％子宮35.4％乳34.8％）【出典：平成25年度国民生活基礎調査】

○がん診療連携拠点病院を整備し、地域におけるがん医療の水準向上をはかった。
○がん診療拠点病院を中心とした医療機関の連携・協力体制の整備をはかった。
○がん診療拠点病院を中心とした市町村・保健所との連携・協力体制の整備をはかった。
○がん患者や患者家族に対する、緩和ケアや相談支援体制等の充実により、すべてのがん患
者およびその家族の苦痛の軽減をはかった。
○地域の実情に応じた地域連携クリティカルパスの普及をはかった。

○がん診療連携拠点病院が17カ所、大阪府がん診療拠点病院が46カ所の計63カ
所（小児がん含めると64カ所）に拠点病院を拡充した。
○二次医療圏毎に国指定がん診療連携拠点病院を中心とした、医師会、市町村
で構成されるネットワーク協議会を設置。
○拠点病院における緩和ケアチームの新規症例数は平成27年度に7,592件と平
成24年度比較で1,000件以上増加している。
○大阪府がん診療連携協議会による相談支援センター相談員向けの研修会を実
施するなど相談支援体制の充実を図った。
○がん診療連携協議会地域連携クリティカルパス部会において、パスの改訂等の
整備を進め、導入率が計画開始当初77％から85.9％に改善した。

○病病連携・病診連携は進んできているものの、引き続き連携・協力体制の整
備を図る必要がある。
○がん相談支援センターの認知度が低く、より一層がん患者やその家族への
広報を進めていく必要がある。
○就労に対する相談支援が求められてきている中、より一層の相談支援機能
の充実を図る必要がある。
○地域連携クリティカルパスの導入率が100％ではない。

○肝炎ウイルス感染の早期発見と治療肝がん予防の推進のため、12保健所及び約3600の医療
機関等における肝炎ウイルス検査事業の実施および、感染が疑われるものと判断されたものに
対する肝疾患専門医療機関への受診勧奨等を実施した。
○『肝炎治療特別促進事業実施要綱』に基づき、国内最大の感染症であるＢ型・Ｃ型肝炎の治
療について、医療費を助成することにより、患者の負担軽減を図るとともに、効果的な医療の普
及を推進した。
○ 一般府民及び関係機関対象に「肝炎・肝がん講演会」を開催。
H25年度(参加者２４名)開催地：和泉市
H26年度(参加者３７名)開催地：阪南市
H27年度（参加者３０名）開催地：岸和田市
○「泉州がん診療連携（ネットワーク）協議会」の肝炎肝がん対策部会（第１回）が、リーダー病院
（市立貝塚病院、和泉市立病院）を事務局として、市町・保健所対象に開催され（１回）、肝炎ウイ
ルス検診にかかる情報交換・意見交換が行われた。
○・肝臓病予防・治療、肝炎検査啓発のため関西医科大学総合医療センター主催の市民公開
講座を後援した。【肝炎肝がん普及啓発事業、後援：守口保健所平成26・27年、寝屋川保健所・
四條畷保健所・枚方市平成27年】

肝炎ウィルス検査受診者数は、H25年度から延べ31,525人
・ネットワーク協議会で情報交換・意見交換がされたことにより、他機関の取組に
ついて理解が深まった。

○肝炎検査受診者の減少。
感染が疑われるものと判断された人達の肝疾患専門医療機関への受診。

○平成26年度肝炎ウイルス検査実施状況
 全国B型ウイルス検査受診数 1,201,633人
     C型ウイルス検査受診数 1,191,633人
 大阪B型ウイルス検査受診数   63,777人
     C型ウイルス検査受診数   56,695人

○実態の把握
肝炎ウィルス検査は市や保健所以外で実施しているものもあり実態がわかり
にくい。
肝炎に関する啓発ウィルス検査の受検勧奨の継続が必要。
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○がんによる死亡者数が24,563人で全死亡者数（76,556人）の32％を
占めている。
75歳未満年齢調整死亡率が平成15年までは全国ワースト１位で平成
16年以降も２～６位の間で推移している。
○全がん患者の臨床進行度別5年相対生存率では、「限局」における
胃・大腸・乳房・子宮頚部・子宮体部・前立腺で90.8％～100％と高く、
「領域」では50.5％と中程度の生存率であったが、「遠隔」では全部位で
12.2％と低い生存率にとどまっている。
【出典：平成24年度大阪府におけるがん登録第75報】
○大阪府は５大がんのうち、胃がん、肝がん、肺がんの死亡率が全国
と比べて高く、大阪のがん死亡率が全国より高い三大要因となってい
る。
○大阪府における肝がん死亡者数は部位別にみると肺、胃についで多
く、ウイルス性肝炎の推計患者数は、全国で最も多い状況である。

○75歳未満年齢調整死亡率は、平成17年101.8、平成18年98.9、 平成19年
97.3、平成20年95.9、平成21年93.8、平成22年90.3、平成23年91.0、平成24年
87.2、平成25年86.3、平成26年83.8と、年々改善されているが、更なる改善が望
まれる。【出典：国立がん研究センター統計75歳未満年齢調整死亡率（10万人
対）：データソース人口動態統計（厚生労働省大臣官房統計情報部）】
○全体的に5年相対生存率は向上しているものの、「遠隔」での全部位で
15.0％と依然低い生存率にとどまっている。
【出典：平成27年度大阪府におけるがん登録第80報】
○肝がんによる75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）は年々減少傾向H18
年13.0（9.8）⇒H26年6.5(5.6)()内は国平均

概ね計画どおり

○大阪府のがん検診受診率は、胃がん21.5％肺がん14.9％大腸がん18.9％
子宮がん28.3％乳がん26.8％で、全国平均（胃30.1％肺23.0％大腸24.8％子
宮32.0％乳31.4％）と比べ低くなっている。【出典：平成22年度国民生活基礎
調査】
○早期診断割合は、平成17-19年で全部位40.1 ％胃がん42.0％大腸がん
45.7％肝がん50.2％肺がん20.7％乳がん57.9％子宮頸がん66.5％と低い割
合となっている。【出典：大阪府におけるがん登録】

○14カ所のがん診療連携拠点病院と46カ所の大阪府がん診療拠点病院を
中心に、地域事情に応じた質の高いがん医療を提供することのできる体制
を構築する必要がある。

○平成26年度肝炎ウイルス検査実施状況
 全国B型ウイルス検査受診数 1,201,633人
     C型ウイルス検査受診数 1,191,633人
 大阪B型ウイルス検査受診数   63,777人
     C型ウイルス検査受診数   56,695人

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（１）５疾病４事業及び在宅医療の対策 がん            

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

 脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病については、共通する危険因子を取り除く
ことで予防可能となる疾患であることから、第2次大阪府健康増進計画と同
じく、NCD対策として、高血圧とたばこ対策を中心に総合的な取り組みをす
すめた。
○健康増進事業
 NCD対策としての健康づくりは市町村の事業が多いため、大阪府としては
市町村が行う健康増進事業に対して補助

○行動変容推進事業
 医療費及び特定健診データを分析し、市町村、協会けんぽに提供。市町
村へ特定健診等に関する実態調査を実施。その結果や「禁煙・高血圧・血
糖高値者への健診・保健指導のプログラムについて」「非肥満者への指導
について」等市町村（国保、健康増進担当課）を対象にした研修会を開催。
  【研修会開催実績】平成25年度２回 平成26年度２回 平成27年度２回

○行動変容プログラムの推進および非肥満高血圧者受診勧奨事業(都道府
県財政調整交付金)
 行動変容プログラムを活用する市町村や非肥満高血圧者への受診勧奨
を行う市町村へ補助。（都道府県特別調整交付金を活用）

○特定健診受診率は増加した。
（平成２２年度：３９．０％⇒平成２６年度：４１．５％）

○特定健診・特定保健指導の行動変容プログラム(禁煙、高血圧、高血糖)を活用して、取組ん
でいる市町村が増加した。
 ・高血圧者指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１０市町村⇒平成２６年度：２６市町村）
 ・禁煙指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１７市町村⇒平成２６年度：２８市町村）
 ・高血糖者指導を実施している市町村
 （平成２７年度：２７市町村）
 【出典：市町村アンケート（大阪府がん循環器病予防センターまとめ）】

○特定健診・保健指導で対象にならない非肥満者への保健指導に取り組む市町村が増加し
た。
 （平成２６年度：２４市町村⇒平成２７年度：２７市町村）
 【出典：大阪府国民健康保険特別調整交付金にかかる交付額等実績】

○特定健診受診率41.5％(全国48.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率
13.2％(全国21.7％)、積極的支援終了率9.1％(全国14.2％)と全国平均を下
まわっている。今後とも、特定健診、特定保健指導の実施率の向上および
特定保健指導の対象とならない非肥満のハイリスク者とも含めた保健指導
の充実が必要
 【出典：H２６年度特定健康診査・特定保健指導に関するデータ】

○市町村健康づくり推進事業
 ・健康づくりを推進する健康マイレージ事業に取り組む市町村へ補助。

○たばこ対策推進事業
 大阪府受動喫煙防止に関するガイドラインのリーフレット及び表示用ステッ
カーを作成し、公共機関等での表示を推進。世界禁煙デー等のイベントで啓
発を実施。

（※）NCD（Non Communicable Diseases）：がん、循環器疾患、慢性呼吸器
疾患および糖尿病を中心とする非感染性疾患のこと

(※)健康マイレージ事業：住民の健康づくりに対する意識醸成と実践を促進
するため、市町村が、特定健診・がん検診の受診や市町村指定の健康づく
りに関する取組みに参加した住民に対し、ポイントを付与し、集まったポイン
ト数に応じて、記念品や特産品などの特典を贈呈する事業

○健康マイレージ事業に取り組む市町村は増加した。
（平成２７年度：９市町村⇒平成２８年度：１９市町村）

○全面禁煙実施の私立学校、大学については平成２８年度に調査。
 （平成２４年度：私立学校82.1％、大学89.9％）

○食塩摂取量（男性10.2g、女性8.5g）と男女とも減少傾向であるが、食事摂
取基準量（男性８g女性７g）と比較して高い。また、日常生活における歩数
（男性7,584歩 女性6,616歩）は増加傾向にあるが、依然として目標を達成し
ていない。さらに、喫煙率は、男性は減少傾向だが、女性は増加している
（男性33.1%、女性12.9%）。また、全国値（男性33.7%、女性10.7%）と比較して
男性は低いが、女性は高く、いずれも依然として目標を達成していない。引
き続き、高血圧対策やたばこ対策など、生活習慣病の予防の取組みが必
要。

 【出典：H25大阪府民の健康・栄養状況（Ｈ24～26年国民健康栄養調査(3
か年の平均)）】
 【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2015年版)】
 【出典：H２５年国民生活基礎調査】

【地域連携クリティカルパス会議】
府内各二次医療圏において、地域連携クリティカルパスをツールとした脳卒
中の地域連携をすすめるため、地域の医療機関、医師会等とクリティカルパ
ス検討会を行った。

H27年度会議開催数：豊能 5回/北河内 3回/中河内8回/南河内7回/泉州
/7回

各医療圏において、会議を通じた顔の見える関係の構築、医療機関や医師会が中心となった
医療連携会議等の実施等が進みつつある。

○脳卒中の治療実績のある医療機関の内、脳卒中地域連携クリティカルパ
スを導入している施設の割合は平成27年度78％まで増加し、クリティカルパ
ス導入率の向上が図られた。【出典：大阪府医療機関機能調査】

○入院から退院後まで一貫した治療と指導が必要であるため、病院、かか
りつけ医、かかりつけ歯科医やかかりつけ薬局、訪問看護ステーション、生
活に必要な介護サービスを提供する介護・福祉施設等の連携が求められて
いる。

○脳卒中については、引き続き、地域の実情に応じた医療連携の推進が必
要。
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○脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口10万対）は、男性43.9、女性21.5と全
国男性49.5、女性26.9と比較して下回っている。
【出典：平成22年人口動態調査】

○メタボリックシンドローム該当者数は、1,093千人とメタボリックシンドローム
予備軍者数 350千人となっている。
【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】

○脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口10万対）の最新値（平成27年人口動
態調査）は公表待ち

○メタボリックシンドローム該当者数は751千人と減少傾向にあるが、メタボ
リックシンドローム予備軍者数 594千人は増加傾向にある。また、該当者と
予備群の合計者数は、減少傾向にある。
【出典：H24-26年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】

イ．脳卒中の医療
（ウ）地域連携クリティカルパス
○脳卒中の治療を医療機関の内、脳卒中地域連携クリティカルパスを導入して
いる施設の割合は、平成24年度74％となっており、地域での医療機関の役割分
担を進め、クリティカルパス導入率の向上が必要。
【出典：大阪府医療機関機能調査】

○食塩摂取量（男性10.9g、女性9.1g）となっており、食事摂取基準量（男性9g、女
性7.5g）と比べて高い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2010年版)】

○日常生活における歩数（男性7,359歩 女性6,432歩）は、全国値（男性7,841
歩、女性6,883歩 ただし20歳から64歳）と比較して低い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（全国値）：平成22年国民健康栄養調査】

○喫煙率（男性33.6%、女性12.3%）は全国値（男性33.1%、女性10.4%）と比較して
高い。
     【出典：平成22年国民生活基礎調査】

ア．脳卒中の予防
○特定健診受診率39.0％(全国42.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率
12.9％(全国17.2％)、積極的支援終了率7.5％(全国9.8％)が全国平均を下回って
おり、 特定健診、特定保健指導の実施率の向上および特定保健指導の対象と
ならないハイリスク者も含めた保健指導の充実が必要
     【出典：H22年度 厚生労働省公表】

概ね計画どおり

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（２） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 脳卒中            

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

 脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病については、共通する危険因子を取り除
くことで予防可能となる疾患であることから、第2次大阪府健康増進計画と
同じく、NCD対策として、高血圧とたばこ対策を中心に総合的な取り組みを
すすめた。
○健康増進事業
 NCD対策としての健康づくりは市町村の事業が多いため、大阪府として
は市町村が行う健康増進事業に対して補助

○行動変容推進事業
 医療費及び特定健診データを分析し、市町村、協会けんぽに提供。市町
村へ特定健診等に関する実態調査を実施。その結果や「禁煙・高血圧・血
糖高値者への健診・保健指導のプログラムについて」「非肥満者への指導
について」等市町村（国保、健康増進担当課）を対象にした研修会を開催。
  【研修会開催実績】平成25年度２回 平成26年度２回 平成27年度２回

○行動変容プログラムの推進および非肥満高血圧者受診勧奨事業(都道
府県財政調整交付金)
 行動変容プログラムを活用する市町村や非肥満高血圧者への受診勧奨
を行う市町村へ補助。（都道府県特別調整交付金を活用）

○特定健診受診率は増加した。
（平成２２年度：３９．０％⇒平成２６年度：４１．５％）

○特定健診・特定保健指導の行動変容プログラム(禁煙、高血圧、高血糖)
を活用して、取組んでいる市町村が増加した。
 ・高血圧者指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１０市町村⇒平成２６年度：２６市町村）
 ・禁煙指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１７市町村⇒平成２６年度：２８市町村）
 ・高血糖者指導を実施している市町村
 （平成２７年度：２７市町村）
 【出典：市町村アンケート（大阪府がん循環器病予防センターまとめ）】

○特定健診・保健指導で対象にならない非肥満者への保健指導に取り組
む市町村が増加した。
 （平成２６年度：２４市町村⇒平成２７年度：２７市町村）
 【出典：大阪府国民健康保険特別調整交付金にかかる交付額等実績】

○特定健診受診率41.5％(全国48.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率13.2％(全国
21.7％)、積極的支援終了率9.1％(全国14.2％)と全国平均を下まわっている。今後とも、特
定健診、特定保健指導の実施率の向上および特定保健指導の対象とならない非肥満のハ
イリスク者とも含めた保健指導の充実が必要
 【出典：H２６年度特定健康診査・特定保健指導に関するデータ】

○市町村健康づくり推進事業
 ・健康づくりを推進する健康マイレージ事業に取り組む市町村へ補助。

○たばこ対策推進事業
 大阪府受動喫煙防止に関するガイドラインのリーフレット及び表示用ス
テッカーを作成し、公共機関等での表示を推進。世界禁煙デー等のイベン
トで啓発を実施。

（※）NCD（Non Communicable Diseases）：がん、循環器疾患、慢性呼吸器
疾患および糖尿病を中心とする非感染性疾患のこと

(※)健康マイレージ事業：住民の健康づくりに対する意識醸成と実践を促進
するため、市町村が、特定健診・がん検診の受診や市町村指定の健康づく
りに関する取組みに参加した住民に対し、ポイントを付与し、集まったポイ
ント数に応じて、記念品や特産品などの特典を贈呈する事業

○健康マイレージ事業に取り組む市町村は増加した。
（平成２７年度：９市町村⇒平成２８年度：１９市町村）

○全面禁煙実施の私立学校、大学については平成２８年度に調査。
 （平成２４年度：私立学校82.1％、大学89.9％）

○食塩摂取量（男性10.2g、女性8.5g）と男女とも減少傾向であるが、食事摂取基準量（男性
８g女性７g）と比較して高い。また、日常生活における歩数（男性7,584歩 女性6,616歩）は
増加傾向にあるが、依然として目標を達成していない。さらに、喫煙率は、男性は減少傾向
だが、女性は増加している（男性33.1%、女性12.9%）。また、全国値（男性33.7%、女性10.7%）
と比較して男性は低いが、女性は高く、いずれも依然として目標を達成していない。引き続
き、高血圧対策やたばこ対策など、生活習慣病の予防の取組みが必要。

 【出典：H25大阪府民の健康・栄養状況（Ｈ24～26年国民健康栄養調査(3か年の平均)）】
 【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2015年版)】
 【出典：H２５年国民生活基礎調査】

【地域連携クリティカルパス会議】
府内各二次医療圏において、地域連携クリティカルパスをツールとした急
性心筋梗塞の地域連携をすすめるため、地域の医療機関、医師会等とクリ
ティカルパス検討会やセミナーなどを行った。

H27年度 会議開催数：豊能 5回/北河内 3回/南河内 3回/泉州 3回

各医療圏において、急性心筋梗塞の連携に関するセミナーや研修会を開
催。患者指導ツールを作成するなど、多職種の理解を深めた。

○急性心筋梗塞の治療実績のある医療機関の内、急性心筋梗塞地域連携クリティカルパ
スを導入している施設の割合は、平成27年度29％でほぼ横ばいの状況である。
【出典：大阪府医療機関機能調査】

○入院から退院後まで一貫した治療と指導が必要であるため、病院、かかりつけ医、かか
りつけ歯科医やかかりつけ薬局、訪問看護ステーション等の連携が求められている。

○急性心筋梗塞については、引き続き地域の実情に応じた医療連携の推進が必要。
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○急性心筋梗塞の年齢調整死亡率(人口10万対)は男性15.9、女性6.7と全
国男性36.9、女性15.3と比較して下回っている。
【出典：平成22年人口動態調査】

○メタボリックシンドローム該当者数は、1,093千人とメタボリックシンドロー
ム予備群者数 350千人となっている。
【出典：H21-23年度国民健康栄養調査（３か年の平均値）】

○急性心筋梗塞の年齢調整死亡率(人口10万対)の最新値(平成27年人口動態調査)は公
表待ち。

○メタボリックシンドローム該当者数は751千人と減少傾向にあるが、メタボリックシンドロー
ム予備群者数 594千人は増加傾向にある。また、該当者と予備群の合計者数は、減少傾
向にある。
【出典：Ｈ24～26年国民健康栄養調査(3か年の平均)】

概ね計画どおり

ア．急性心筋梗塞の予防
○特定健診受診率39.0％(全国42.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率
12.9％(全国17.2％)、積極的支援終了率7.5％(全国9.8％)が全国平均を下回っ
ており、 特定健診、特定保健指導の実施率の向上および特定保健指導の対
象とならないハイリスク者も含めた保健指導の充実が必要
     【出典：H22年度 厚生労働省公表】

○食塩摂取量（男性10.9g、女性9.1g）となっており、食事摂取基準量（男性9g、
女性7.5g）と比べて高い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2010年版)】

○日常生活における歩数（男性7,359歩 女性6,432歩）は、全国値（男性7,841
歩、女性6,883歩 ただし20歳から64歳）と比較して低い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（全国値）：平成22年国民健康栄養調査】

○喫煙率（男性33.6%、女性12.3%）は全国値（男性33.1%、女性10.4%）と比較して
高い。
     【出典：平成22年国民生活基礎調査】

イ．急性心筋梗塞の医療
（ウ）地域連携クリティカルパス
○急性心筋梗塞の治療を実施している医療機関の内、急性心筋梗塞地域連携
クリティカルパスを導入している施設の割合は、平成24年度23％となっており、
地域での医療機関の役割分担を進め、クリティカルパス導入率の向上が必要。
【出典：大阪府医療機関機能調査】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（３） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 急性心筋梗塞     

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果  現状と課題 評価

 脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病については、共通する危険因子を取り除くこ
とで予防可能となる疾患であることから、第2次大阪府健康増進計画と同じく、
NCD対策として、高血圧とたばこ対策を中心に総合的な取り組みをすすめた。
○健康増進事業
 NCD対策としての健康づくりは市町村の事業が多いため、大阪府としては市
町村が行う健康増進事業に対して補助

○行動変容推進事業
 医療費及び特定健診データを分析し、市町村、協会けんぽに提供。市町村
へ特定健診等に関する実態調査を実施。その結果や「禁煙・高血圧・血糖高
値者への健診・保健指導のプログラムについて」「非肥満者への指導につい
て」等市町村（国保、健康増進担当課）を対象にした研修会を開催。
  【研修会開催実績】平成25年度２回 平成26年度２回 平成27年度２回

○行動変容プログラムの推進および非肥満高血圧者受診勧奨事業(都道府県
財政調整交付金)
 行動変容プログラムを活用する市町村や非肥満高血圧者への受診勧奨を
行う市町村へ補助。（都道府県特別調整交付金を活用）

○特定健診受診率は増加した。
（平成２２年度：３９．０％⇒平成２６年度：４１．５％）

○特定健診・特定保健指導の行動変容プログラム(禁煙、高血圧、高血糖)を
活用して、取組んでいる市町村が増加した。
 ・高血圧者指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１０市町村⇒平成２６年度：２６市町村）
 ・禁煙指導を実施している市町村
 （平成２４年度：１７市町村⇒平成２６年度：２８市町村）
 ・高血糖者指導を実施している市町村
 （平成２７年度：２７市町村）
 【出典：市町村アンケート（大阪府がん循環器病予防センターまとめ）】

○特定健診・保健指導で対象にならない非肥満者への保健指導に取り組む
市町村が増加した。
 （平成２６年度：２４市町村⇒平成２７年度：２７市町村）
 【出典：大阪府国民健康保険特別調整交付金にかかる交付額等実績】

○特定健診受診率41.5％(全国48.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率
13.2％(全国21.7％)、積極的支援終了率9.1％(全国14.2％)と全国平均を下ま
わっている。今後とも、特定健診、特定保健指導の実施率の向上および特定
保健指導の対象とならない非肥満のハイリスク者とも含めた保健指導の充実
が必要
 【出典：H２６年度特定健康診査・特定保健指導に関するデータ】

○市町村健康づくり推進事業
 ・健康づくりを推進する健康マイレージ事業に取り組む市町村へ補助。

○たばこ対策推進事業
 大阪府受動喫煙防止に関するガイドラインのリーフレット及び表示用ステッ
カーを作成し、公共機関等での表示を推進。世界禁煙デー等のイベントで啓
発を実施。

（※）NCD（Non Communicable Diseases）：がん、循環器疾患、慢性呼吸器疾
患および糖尿病を中心とする非感染性疾患のこと

(※)健康マイレージ事業：住民の健康づくりに対する意識醸成と実践を促進す
るため、市町村が、特定健診・がん検診の受診や市町村指定の健康づくりに
関する取組みに参加した住民に対し、ポイントを付与し、集まったポイント数に
応じて、記念品や特産品などの特典を贈呈する事業

○健康マイレージ事業に取り組む市町村は増加した。
（平成２７年度：９市町村⇒平成２８年度：１９市町村）

○全面禁煙実施の私立学校、大学については平成２８年度に調査。
 （平成２４年度：私立学校82.1％、大学89.9％）

○食塩摂取量（男性10.2g、女性8.5g）と男女とも減少傾向であるが、食事摂取
基準量（男性８g女性７g）と比較して高い。また、日常生活における歩数（男性
7,584歩 女性6,616歩）は増加傾向にあるが、依然として目標を達成していな
い。さらに、喫煙率は、男性は減少傾向だが、女性は増加している（男性
33.1%、女性12.9%）。また、全国値（男性33.7%、女性10.7%）と比較して男性は低
いが、女性は高く、いずれも依然として目標を達成していない。引き続き、高血
圧対策やたばこ対策など、生活習慣病の予防の取組みが必要。

 【出典：H25大阪府民の健康・栄養状況（Ｈ24～26年国民健康栄養調査(3か
年の平均)）】
 【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2015年版)】
 【出典：H２５年国民生活基礎調査】

【地域連携クリティカルパス会議】
府内各二次医療圏において、地域連携クリティカルパスをツールとした糖尿病
の地域連携をすすめるため、地域の医療機関、医師会等とクリティカルパス検
討会やセミナーなどを行った。

H27年度 会議開催数：豊能 5回/北河内 3回/中河内８回/南河内７回/泉州
７回

各医療圏域において、医師、歯科医師、薬剤師等に手帳の周知や連携協力
医院のリストの作成、リーフレットの作成などを実施し連携の意識を深めた。

○糖尿病の治療実績のある医療機関の内、糖尿病地域連携クリティカルパス
を導入している施設の割合は、平成27年度23％でほぼ横ばいの状況である。
【出典：大阪府医療機関機能調査】

○患者教育が治療上重要な疾病であり、かかりつけ医と、糖尿病専門医、眼
科、腎臓内科、神経内科、歯科等関係専門医との連携が必要である。

○糖尿病については、引き続き地域の実情に合わせた医療連携の推進が必
要。
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○糖尿病による新規人工透析導入数の減少 H22 1,136人 (日本透析医学
会)

○メタボリックシンドローム該当者数は、1,093千人とメタボリックシンドローム
予備群者数 350千人となっている。
【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】

○糖尿病による新規人工透析導入数は H26 1,096人 (日本透析医学会)で
減少している。

○メタボリックシンドローム該当者数は751千人と減少傾向にあるが、メタボ
リックシンドローム予備群者数 594千人は増加傾向にある。また、該当者と予
備群の合計者数は、減少傾向にある。
【出典：Ｈ24～26年国民健康栄養調査(3か年の平均)】

ア．糖尿病の予防
○特定健診受診率39.0％(全国42.6％)、特定保健指導動機づけ支援終了率12.9％
(全国17.2％)、積極的支援終了率7.5％(全国9.8％)が全国平均を下回っており、
特定健診、特定保健指導の実施率の向上および特定保健指導の対象とならない
ハイリスク者も含めた保健指導の充実が必要
     【出典：H22年度 厚生労働省公表】

○食塩摂取量（男性10.9g、女性9.1g）となっており、食事摂取基準量（男性9g、女性
7.5g）と比べて高い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（基準量）：日本人の食事摂取基準(2010年版)】

○日常生活における歩数（男性7,359歩 女性6,432歩）は、全国値（男性7,841歩、
女性6,883歩 ただし20歳から64歳）と比較して低い。
     【出典：H21-23年国民健康栄養調査（３か年の平均値）】
     【出典（全国値）：平成22年国民健康栄養調査】

○喫煙率（男性33.6%、女性12.3%）は全国値（男性33.1%、女性10.4%）と比較して高
い。
     【出典：平成22年国民生活基礎調査】

イ．糖尿病の医療
（ウ）地域連携クリティカルパス
○糖尿病の治療を実施している医療機関の内、糖尿病地域連携クリティカルパス
を導入している施設の割合は、平成24年度22％となっており、地域での医療機関
の役割分担を進め、クリティカルパス導入率の向上が必要。
【出典：大阪府医療機関機能調査】

概ね計画どおり

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（４） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 糖尿病            

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

＜精神科緊急・救急医療体制の整備＞
・精神疾患のある患者が身体合併症を併発して救急搬送された場合に、精神科と
身体科の病院の連携が不十分で、特に夜間・休日のシステムがない。
・精神科救急体制において、診療所に通院をしている患者が救急で病院を受診し
た際に、夜間・休日にかかりつけ医が対応できる診療所数は府内360 ヶ所うち
100ヶ所（28％）と十分ではない。
【平成２４年度大阪府調査】

・精神疾患のある患者が身体合併症を併発して夜間休日に救急病院
に運ばれた際、精神科のコンサルを受けることができ、身体科の処置
が終わった後は精神科への転院ができるシステムを立ち上げた。
【事業名：夜間休日合併症支援システム、事業実施機関：平成27年
度、事業実績：平成27年度利用者平成27年8月17日～28年3月31日
109人】
・精神科救急体制において、診療所に通院をしている患者が救急で
病院を受診した際に、夜間・休日にかかりつけ医が対応できる診療所
数の増加を目指した。
【事業名：精神科ミクロ救急、事業実施機関：平成25年度～27年度、
事業実績25年度112ヶ所、26年度122ヶ所、27年度141ヶ所】

精神疾患のある患者が身体合併症を併発して夜間休日に救急病
院に運ばれた際の支援システムの利用者が8カ月で109人となり、
連携体制が構築された。
・精神科救急体制において、診療所に通院をしている患者が救急
で病院を受診した際に、夜間・休日にかかりつけ医が対応できる
診療所数が141ヶ所となった。

・精神科救急医療システムの中に合併症支援体制の構築
したことにより、精神疾患のある患者が身体合併症を併発
して夜間休日に救急病院に運ばれた際の利用者が109人と
なるなど、支援体制の構築により、,患者中心の医療サービ
スの提供が可能となった。
・しかし、合併症支援病院が18か所と充分でないために、当
番病院が南に偏り、北にある救急病院が利用しにくいと
いった課題がある。
・ 精神科救急システムの受付から受け入れ病院決定まで
時間がかかりすぎる、緊急措置システム・精神科救急など
の窓口が複雑といった課題がある。

＜認知症治療のための医療と介護の連携＞
認知症のための医療と介護の連携について関係者が定例的に意見交換する場が
なく、住み慣れた地域で、必要な支援やサービスを総合的に受けられる体制が
整っていない。

・地域における包括的支援体制の充実の為、ネットワークの構築、訪
問チームの編成等をモデル的に実施した。
【事業名：認知症早期医療支援モデル事業・一般科・精神科等地域医
療機関連携モデル事業、事業実施機関：平成26年度～27年度、事業
実績：平成26年度：ネットワーク会議3回・事例検討会7回・研修会１
回、・平成27年度：ネットワーク会議13回・事例検討会12回・研修会9
回】

・一般医対象の認知症治療研修会、ネットワーク会議,事例検討会
が開かれるなど、地域における包括的支援体制の充実が図れ
た。
・3市において、認知症版地域医療連携クリティカルパスが作成さ
れた。
【事業名：認知症早期医療支援モデル事業・一般科・精神科等地
域医療機関連携モデル事業、事業実施機関：平成26年度～27年
度、事業実績：平成26年度：ネットワーク会議93人参加・事例検討
会165人参加、研修会27人参加・平成27年度：ネットワーク会議
258人参加・事例検討会253人参加・研修会574人参加】

・高齢化の進展に伴い、今後高齢者の約4人1人が認知症
あるいはその予備軍になると推計されており、認知症の人
やその家族を地域で支えるためには、医療サービスと介護
サービスが相互に連携し合いながら、切れ目なく提供され
る必要があるが、従来、医療施策を担当してこなかった市
町村にとっては、特に、専門医療機関や急性期病院などと
の連携はできていない。
・医療機関での早期診断・早期対応から退院後の在宅対応
に至るまでの適時・適切な医療・介護等の提供に向けた体
制整備はまだまだ不十分であり、 認知症疾患医療センター
や認知症に対応する医療機関、急性期病院などから在宅
を円滑に結ぶ市町村域を超えた広域的な医療と介護の連
携が求められている

＜地域におけるかかりつけ医と専門医療機関の連携＞
・地域において医療連携のための協議の場がない。

・保健所等における精神科保健医療にかかる連携・協議の場を設置
【事業実施機関：平成25年度～27年度、事業実績：18圏域すべてで実
施】

・保健所等における精神科保健医療にかかる連携・協議の場が
18圏域すべてで整備され、自殺対策を中心に地域の課題を検討
するなど連携体制の構築を図った。

・協議の場の体制は構築されたが、各圏域における課題、
特に病院・病院間連携および病院・診療所間連携について
十分協議されるまでは至っていない。

＜こころの健康に関する相談支援の充実＞
・保健所におけるこころの健康相談は、実数が、21年度4,147件、22年度4204件、
23年度4204件、24年度4,237件（大阪市・堺市・東大阪市・高槻市を除く）と、ほぼ
横ばいで、一定のニーズがある。

・大阪府保健所において、計画策定時と同様の人員体制により、ここ
ろの健康に関する相談・訪問を実施
【事業名：こころの健康相談事業、事業実施機関：平成25年度～27年
度、実施保健所：平成25年度13保健所、平成26・27年度12保健所】
・こころの健康総合センターのホームページの府民向け医療機関情
報において、「リワークプログラム」「夜間18：00以降の診療」「認知症
の鑑別診断」「重度認知症患者デイ・ケア」「通所リハビリテーション」
「認知症高齢者への訪問診療」「認知症治療病棟」「認知症疾患療養
病棟」の項目を増やした。

・保健所においてこころの健康に関する相談・訪問を実施。25年
度～27年度に平均実数4,253人の相談に応じた。
【事業名：こころの健康相談事業、事業実施機関：平成25年度～
27年度、事業実績：相談実数：25年度4,491件、26年度4,212件、27
年度、4,058件】
・こころの健康総合センターのホームページの府民向け医療機関
情報において、項目を増やした結果、病院検索がよりしやすくな
り、精神科医療情報公開の更なる推進ができた。

・保健所における相談実績は若干減少傾向にあるが、相談
が多様化している現状において、現在の相談体制では今後
増加すると考えられる高度専門化したニーズに応じること
が困難。

＜アウトリーチ支援の充実＞
・精神科病院における訪問看護ステーション数が22か所
・保健所におけるアウトリーチの手引き書がない。

・精神科病院における訪問看護ステーションの新設・機能強化を実
施。
【事業名：精神科病院における訪問看護ステーション整備事業、事業
実施機関：平成26年度、事業実績：新設2か所、機能強化4か所】
・手引書作成のためのモデル事業を実施。
【事業名：アウトリーチ支援体制整備事業、事業実施機関：平成27年
度～28年度、事業実績：モデル対象者7人】

・精神科病院における訪問看護ステーション数が24件と2件増加し
た。
・モデル事業を実施し、28年度に手引書を作成することで、保健所
におけるアウトリーチの均てん化が図れる。

・地域で生活をする未治療者や治療中断者へのアウトリー
チを実施する場合には、在宅医療や福祉を提供するため
の、医療機関や福祉サービス事業所の協力や、行政機関
との連携体制の構築が欠かせないが、この課題について
十分に議論されるには至っていない。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（５） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 精神疾患            

概ね計画どおり



＜地域移行支援＞
・入院医療から地域生活中心へという国の方針のもと、府の最重点課題として地
域移行・地域定着を推進している
平成24年度から、地域相談支援が個別給付化され、サービス提供主体は、市町
村に一元化された。
・平成12年～平成23年 大阪府退院促進支援事業
・平成24年～地域体制整備コーディネーターを政令市を除く16保健所圏域に置く

・平成25年度及び26年度「地域相談支援マネージャー（地域体制整備
コーディネーター）」を配置。平成27年度から国のモデル事業「長期入
院精神障がい者地域移行総合的推進体制検証事業」を実施。16保
健所圏域に精神障がい者地域移行アドバイザー（地域体制整備コー
ディネーター）」を配置。これまでの精神障がい者の地域移行の取り
組みを総合的に実施し、府障がい者自立支援協議会地域支援推進
部会精神障がい者地域移行推進WGで検証中。

・府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会精神障がい者地
域移行推進ワーキンググループでの検証を継続し、28年度に精
神障がい者の地域移行に関わる関係機関（府・市町村・保健所・
精神科病院等）の役割分担について整理、国への提言を取りまと
める予定。

・精神障がい者の地域移行を推進するためには、福祉サー
ビスの充実はもとより、退院後の地域生活を支えるための
医療サービスの確保も重要。WG報告書を基に、府の支援
策の検討及び国に対する制度改善要望を行い、精神障が
い者地域移行に関する保健医療福祉のネットワーク構築を
目指す。

＜依存症対策の充実＞ ・アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症は、適切な治療
や支援により、回復が 可能な病気であるが、病気に対す
る理解不足や偏見により、治療にむすびつきにくい、治療を
担う医療機関等が少ない、治療や相談支援に関わる機関
の支援スキルや相互連携体制が不足しているなどの課題
により、充分な支援が行われていない。
・アルコール依存症者は全国で109万人と言われているが、
そのうち専門医療を受けているアルコール依存症者数は
4.4千人であり、依存症者推定数の4％にすぎない。
【2013年厚労省研究班の推定値・平成23年患者調査】

＜難治性精神疾患への治療の充実＞ ・国が地域包括ケアへの取り組みを政策（「病院中心の治
療」から「地域でのケア」へ）として打ち出す中、これまで以
上に退院促進をどのように進めるのかが問われている。
・地域移行が極めて困難な難治性患者について、専門的な
治療手段（薬物療法等）を組み合わせることによって、精神
症状を軽減・消失させ、地域での生活を実現できるケース
が少なくないとされているが、専門的な治療手段をすべて
効果的、効率的に実施している医療機関は少ないのが現
状である。（大阪府で治療ができる医療機関 18ヶ所【大阪
府地域保健課調査】）



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

（１）救急医療機関の充実
 ＜初期救急医療体制＞
 市町村が地区医師会等の協力を得て、休日・夜間急病診療所等
の体制が整えられた。

 ＜二次救急医療体制＞
  一般病床を持たない医療機関でも救急告示医療機関として認
定が可能となるよう救急告示医療機関の認定要件を見直し、また
救急告示医療機関の受入実績を評価するための要件を追加し、救
急告示医療機関の質の担保を図った。

 ＜三次救急医療体制＞
 地域医療再生基金を活用し、市立堺病院に救命救急センターを
整備した。
 【事業名：救命救急センター整備事業】
 【総事業費：2,341,701千円】

（１）救急医療機関の充実
 ＜初期救急医療体制＞
  府内に休日・夜間急病診療所等を7病院、40診療所を確保し、
初期救急医療体制の充実が図られた。
【出典：救急医療体制の現況調査】

 ＜二次救急医療体制＞
  第６次計画策定時の目標である「救急告示医療機関数276ヶ所
の維持」を上回る287ヶ所となり、目標を達成した。
【出典：第49回救急医療対策審議会】

 ＜三次救急医療体制＞
 堺市二次医療圏に救命救急センターである「堺市立総合医療セ
ンター」が整備され、目標を達成した。
（平成27年7月～開院）
【出典：第49会救急医療対策審議会】

（１）救急医療機関の充実
 初期・二次救急医療体制の確保・充実が図られ、さらに全ての二
次医療圏に救命救急センターが整備されたが、年々救急搬送患者
が増加しているため（平成25年463,291人、平成26年469,107人、平
成27年476,330人）、メディカルコントロールを通じて、引き続き救急
告示医療機関の質を担保しつつ、救急医療体制の確保をすること
が課題。

（１）消防改正に伴う救急医療体制の充実
 平成２２年度に各圏域で実施基準を策定し運用していたが、圏域
を超える救急搬送もあることから、平成26年11月に府内統一の実
施基準を定めた。
 また、実施基準の検証について、ＩＣＴを活用した情報収集・分析・
検証ができるよう「大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析シス
テム（ORION）」を構築し、平成28年4月に府内全圏域の消防機関
で導入が完了した。
（医療機関については、平成26年10月に全救急告示医療機関（精
神単科除く）にORIONの導入が完了した。）
【事業名：救急医療情報システム整備運営事業】
【実施期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日】
【実績：】リンク率：平成26年10月 55.3％、平成27年4月 78.2％、
平成27年10月 86.8％、平成28年4月 93.6％、平成28年10月
96.9％

（１）消防改正に伴う救急医療体制の充実
 大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ORION）に
おいて、リンク率が９割を超えたことにより、実施基準検証のため
の基盤が整えられた。

（１）消防改正に伴う救急医療体制の充実
 高齢者の救急搬送の増加等に対応するため、収集したデータの
検証・分析を行い、実施基準へ反映することで救急医療体制の充
実を図る。

（２）効果的・効率的なドクターヘリの配置・運航
 大阪府ドクターヘリを関西広域連合へ事業移管をし、関西全体で
の広域救急医療連携の充実を図った。３府県ヘリ（京都・兵庫・鳥
取）、大阪ヘリ、徳島ヘリ、兵庫ヘリ、和歌山ヘリ、京滋ヘリの６機
体制による運営を開始し、相互補完体制を整備した。
【事業名：ドクターヘリ運営事業（予算：地域主権課）】
【実施期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日】
【運航実績：422件】

（２）効果的・効率的なドクターヘリの配置・運航
 平成25年4月に関西広域連合へ事業を移管し、大阪府のみなら
ず関西全体での救急医療の連携を図り、救命効果が高い「30分以
内」に初期治療を行える救急医療体制の構築が図られた。

（２）効果的・効率的なドクターヘリの配置・運航
 大阪大学医学部附属病院を基地病院として、土・日・休日を含む
365日、午前8時30分～日没まで運用しており、京都府、和歌山県、
奈良県、滋賀県への広域運用も行っており、運行実績を積んでい
る。今後は、岐阜県や三重県といった関西広域連合の近隣県との
相互応援体制を構築するための、近隣県のドクターヘリとの連携を
進めることが課題。

（２）効果的・効率的なドクターヘリの配置・運航
 和歌山県、奈良県、滋賀県への広域運用を行っているが、
大阪府ドクターヘリを関西広域連合へ事業移管することを検
討し、関西全体での広域救急医療連携の充実を図る。
【出典：関西広域救急医療連携計画（H24.3月策定）】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（６） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 救急医療           

第６次計画策定時の現状と課題

○救急医療体制の確保・充実
（１）救急医療機関の充実
 ＜初期救急医療体制＞
  市町村を主体として休日・夜間急病診療所等を整備してい
るが、平日・夜間も含めて診療提供できる診療所等が限られ
ている状況である。

 ＜二次救急医療体制＞
  救急搬送患者を積極的に受け入れる一方で医療機関数
の減少や疲弊など厳しい状況にあるため、救急告示医療機
関数を増加させ、二次救急医療体制の確保・充実が必要であ
る。

 ＜三次救急医療体制＞
  各二次医療圏に最低１ケ所を目標としているが、堺市二次
医療圏においては未だ整備が進められていない状況である。

計画どおり
○救急医療のさらなる質的向上
（１）消防改正法に伴う救急医療体制の充実
 実施基準の策定と運用が義務付けられたことにより、処置
だけでなく搬送まで含めた救急全体の質の向上をはかるため
の枠組みが整いつつあるが、さらなる救急業務の高度化をは
かる必要がある。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

１（６） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 救急医療           

第６次計画策定時の現状と課題

（３）府民への情報提供・啓発活動
 ＜府民への情報提供＞
  府民に対してオペレーターが２４時間対応で受診可能な医療機
関の案内を行った。また、府民向けの医療機関検索ページ（大阪
府医療情報システム）のリニューアルも行った。
【事業名：救急医療情報システム整備運営事業】
【実施期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日】
【実績：救急医療情報センター照会件数：H25年92,813件、H26年
87,924件、H27年87,213件】
 ＜府民への啓発活動＞
  救急医療の望ましい利用のあり方について、府民の理解を深
めるため、予防救急ハンドブックや各相談窓口啓発カードを作成
し、普及啓発を図った。
【事業名：救急医療の利用のあり方啓発事業】
【実施期間：平成25年4月1日～平成27年3月31日】
【実績】平成25年度：高齢者施設の職員向け予防救急冊子
         ３万部、高齢者向け予防救急カレンダー7.8万部
    平成26年度：府民向け予防救急冊子7.8万部、
         相談窓口啓発カード11.6万部

（３）府民への情報提供・啓発活動
 ＜府民への情報提供＞
  府民に対して受診可能な医療機関の案内を行うことで、府民の
適切な医療機関受診の実現に貢献した。年間約9万件程度の救急
医療情報センター照会件数があった。（平成25年度92,813件、平成
26年度87,924件、平成27年度87,213件）
また、府民による当該インターネットへのアクセス数も年間約100万
件前後となっている。（平成25年度1,072,176件、平成26年度
1,128,276件、平成27年度,937,787件）

 ＜府民への啓発活動＞
  救急医療の利用のあり方啓発事業を通し、救急医療の適正利
用を呼びかけた結果、救急搬送人員に占める軽症者の割合が減
少傾向となっている。
【実績】救急搬送人員に占める軽症者の割合：平成25年 62.7％、
平成26年 62.5％、平成27年 61.5％

（３）府民への情報提供・啓発活動
 現在も救急搬送人員や出動件数が増加しているため（搬送人員：
平成25年463,291人、平成26年469,107人、平成27年476,330人、出
動件数：平成25年540,127件、平成26年543,127人、平成27年
550,073人）、引き続き府民に対する救急医療の適正利用、適切な
医療機関への受診を啓発していくことが課題。

（４）救急医療関係者の質的向上
 救急告示医療機関だけでなく、診療所・救急告示を受けていない
病院にも研修の通知をし、受講人数を増やした。
【事業名：大阪府救急医療機能高度化促進事業】
【実施期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日】
【実績】コース開催平成23年度2回 平成24年度6回 平成25年度6
回 平成26年度6回 平成27年度6回  計26回 受講人数平成24
年度198人 平成25年度210人 平成26年度241人 平成27年度
199人 計848人

（４）救急医療関係者の質的向上
 外傷初期診療を行うことができる医療従事者が増加した。そのう
ち、診療所・救急告示を受けていない病院のスタッフの受講人数も
年々増加した。(受講人数 平成24年度198人 平成25年度210人
平成26年度241人 平成27年度199人 計848人 そのうち診療所・
救急告示を受けていない病院における受講人数 平成24年度21
人 平成25年度28人 平成26年度46人 平成27年度48人 計143
人)

（４）救急医療関係者の質的向上
 平成27年度で本事業は終了した。

（１）救急搬送困難患者の受入体制の確保・充実
 搬送困難症例の患者を受入れた二次救急医療機関に対し、受入
件数に応じて経費の一部を補助した。
 また、「二次まもってネット」を使用しても、なお、搬送先が決まら
ない事案を救命救急センターが自院での受け入れもしくは搬送調
整を行い、救急医療のセーフティネットの役割を担えるよう支援を
行った。
【事業名：大阪府救急搬送患者受入促進事業】
【実施期間：平成27年1月1日～平成28年3月31日】
【事業名：三次ネットワークコーディネート事業】
【実施期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日】

（１）救急搬送困難患者の受入体制の確保・充実
救急搬送患者受入促進事業及び三次ネットワークコーディネート
事業により救急隊が搬送先選定に難渋する事案が減少した。
【実績】
重症患者搬送件数における現場滞在時間が30分以上要した件数
の割合：平成25年 6.2％、平成26年 5.6％、平成27年 5.1％
重症患者搬送件数における受入要請医療機関4機関以上の件数
割合：平成25年 8.9％、平成26年 7.2％、平成27年 6.1％
病院収容までに要した時間が60分以上の件数：平成25年 29,579
件、平成26年 28,863件、平成27年 28,160件
【出典】救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査（総務
省 消防庁）、救急救助の現況（総務省 消防庁）

（１）救急搬送困難患者の受入体制の確保・充実
救急隊が搬送先選定に難渋する事案は減少傾向にあるが、それ
でもなお発生している。引き続き、救急隊が適切な搬送を行えるよ
う、事案を分析し、対策を行う必要がある。

健
康
指
標

心肺機能停止患者の１ヶ月後の予後
 平成24年度大阪府内における１ヶ月後の生存率：
40.9％

心肺機能停止患者の１ヶ月後の予後
平成26年度大阪府内における１ヶ月後の生存率：38.0％

（３）府民への情報提供・啓発活動
 ＜府民への情報提供＞
  オペレーターが２４時間対応で府民等へ症状に合わせて
大阪府内の全ての医療機関を案内する大阪府救急医療情報
センターを設置し運営しているが、関係機関や関係市町村と
の連携・役割分担により、効率的で府民にとってよりわかりや
すく利用しやすい情報提供を図る必要がある。

 ＜府民への啓発活動＞
  救急搬送人員に占める軽症患者の割合が増加していたた
め、府民に対する救急医療の適正利用に向けた啓発が必要
である。
（救急搬送人員に占める軽症者の割合：全国49.4％、大阪府
62.8％）
【出典：総務省消防庁「救急・救助の現況」】

（４）救急医療関係者の資質向上
 大阪府医師会に委託し、「外傷初期診療研修(避けられた外
傷死を防ぐための「ABCDEアプローチ」を学ぶことができる、
講義と実技からなるコース)」を行っている。(平成23年度より)
研修を行うことで、救急医療に必須の外傷初期診療を行うこ
とができる医療従事者が増加した。(受講人数848人)しかし、
診療所・救急告示を受けていない病院における医療スタッフ
の養成人数は、まだ不足している。

○社会の変化等に伴う様々な課題への対応
（１）救急搬送困難患者の受入体制の確保・充実
 ・救急隊が搬送先病院の選定に難渋する事案が多数発生
しており、これらの事案の多くは必ずしも緊急度の高くないも
のではあるが、緊急度・重症度の高い救急患者であった場合
の診断・治療の遅れというリスクがある。また、様々な背景因
子が絡んでいるため、受け入れた医療機関の負担や疲弊を
増大させている。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○災害医療体制の充実
（１）医療機関における災害対応機能の整備
災害医療協力病院に対し、説明会などの機会を活用し、災害マニュアルを整備するよう
要請した。
また、災害医療協力病院以外の医療機関に対しても、災害への備えを促すため、府内保
健所と協力し、立入検査前説明会等の機会を用い、災害マニュアルの策定及び見直しを
行うよう周知した。
＜広域医療搬送体制＞
 府内3空港において、SCU協議会を実施し、災害時におけるSCUの設置場所や手順等
の検討を行った。
 また、府内3空港において災害時を想定した訓練を行った。
【事業名：災害医療推進事業、広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）整備事業】
【事業実施期間：平成25年～平成27年】
【実績】各空港ごとにSCU協議会の開催／各空港ごとにＳＣＵ訓練を実施（H25:八尾
SCU、H26：関空、H27：伊丹）

○災害医療体制の充実
（１）医療機関における災害対応機能の整備
府内病院における院内災害マニュアルの整備が358/530か所

【出典：平成２７年度病院の耐震改修状況等調査】

＜広域医療搬送体制＞
 府内3空港において災害時を想定した訓練を実施したことで、災
害発生時の各機関との連携体制の構築やＤＭＡＴの現場活動能
力の向上に寄与した。

○災害医療体制の充実
（１）医療機関における災害対応機能の整備
取組の結果、災害医療協力病院のマニュアル策定数は増加。（現
状）
院内災害マニュアルの整備については、一般病院の未整備が多
い状況となっている。（課題）
【実績：211/286か所（災害医療協力病院）
    147/244か所（一般病院）いずれも27年度】
【出典：平成２７年度病院の耐震改修状況等調査】
＜広域医療搬送体制＞
 関西国際空港及び伊丹空港におけるＳＣＵ設置場所が決まって
いない。

（２）ＤＭＡＴの養成
各災害拠点病院に対し、DMATの養成研修を行った。
また、日本DMATの養成に関してはチーム少ないところを中心に受講を促し、保有チーム
数の増加に努めた。
【事業名：大阪ＤＭＡＴ整備事業】
【事業実施期間：平成25年～平成27年】
【実績：年1回、211名受講】
【参考実績：日本DMAT研修 3年間で約100名受講】

（２）ＤＭＡＴの養成
大阪府内の災害拠点病院で3チーム以上保有している病院は
18/18となっておりすべての病院で複数以上のDMATを保有してい
る。
また、災害医療協力病院（二次救急告示医療機関）に対しても大
阪DMATを養成した。（6医療機関、32名）
＜ＤＭＡＴ隊員数＞
医師：167人／看護師：243人／ロジ：149人（計559人）
【出典：府ＤＭＡＴ現況調べ】
【出典：大阪府におけるDMAT登録状況】（H28.1.1現在）

（２）ＤＭＡＴの養成
新たに災害拠点病院を指定したことにより、3チーム以上保有して
いる病院が18/19となっている。
また、特定の職種のみDMAT隊員が少ない状況となっている。
＜ＤＭＡＴ隊員数＞
医師：167人／看護師：243人／ロジ：149人（計559人）
【出典：府ＤＭＡＴ現況調べ】
【出典：大阪府におけるDMAT登録状況】（H28.8.4現在）

（３）災害拠点病院等の機能強化
＜耐震整備＞
 災害拠点病院を中心に、医療施設耐震化臨時特例基金等を活用し、耐震性のない施
設の補強及び建替えを実施し、耐震整備を行った。
【事業名：医療施設耐震化臨時特例基金事業】
【事業実施期間：平成25年～平成27年】
【実績：15機関に対し補助を実施（災害拠点病院3病院含む）】

＜施設・設備等の整備＞
 災害拠点病院を中心に、地域医療再生基金等を活用し、災害時に必要となる通信手段
やNBC災害（核、生物、化学物質による特殊災害）用の資機材等の整備を行った。
【事業名：災害医療体制整備事業等】
【事業実施期間：平成25年～平成27年】
【実績】災害医療コントロールセンターの設置／SCU展開のための資機材等の購入／
NBC災害用の資機材の購入

（３）災害拠点病院等の機能強化
＜耐震整備＞
 災害医療協力病院等１５ヵ所の耐震整備を実施した。
 （災害拠点病院３病院含む）

＜施設・設備等の整備＞
 大阪府急性期総合医療センターに災害医療コントロールセン
ターを設置することで府内病院の被災状況や患者の受入及び搬
送調整等を一元的に実施できるようになった。
 八尾ＳＣＵ直近の災害拠点病院である東大阪市立総合病院及
び中河内救命救急センターにおける資器材等の備蓄を整備する
ことで、重症患者の広域医療搬送機能の充実が図れた。
 急性期総合医療センター及び国立大阪医療センターにおけるＮ
ＢＣ災害用の資機材を整備することで、テロ発生時の医療活動機
能の充実が図れた。

（３）災害拠点病院等の機能強化
＜耐震整備＞
 全１９ヶ所の災害拠点病院のうち、１８ヵ所が耐震性を有してい
る。（予定も含む）
 災害医療協力病院などの医療機関の中には耐震性を有してい
ない医療機関が多く残っている。
【平成27年度時点：１５９ヵ所/２６８ヵ所】
【出典：病院の地震対策に関する耐震改修状況調査】

＜施設・設備等の整備＞
 災害拠点病院の中ではNBC災害用の資機材を所持していない
ところや、所持はしているものの耐用年数の経過や部品交換がで
きておらず、老朽化が進んでいる。また、NBC災害用の資機材
は、通常の救急診療などで活用できるものではなく、その用途が
限定的であることから、医療機関による自主的な整備は見込めな
い。

（４）情報提供体制の充実
すべての災害拠点病院に収集・伝達手段を確保するため、未整備であった災害拠点病
院に対し、防災行政無線の設置を行った。
【事業名：災害拠点病院衛星無線設備運営事業】
【事業実施期間：平成26年～平成27年】
【実績：多根総合病院に防災行政無線を設置】
大阪府救急・災害医療情報システムを国で整備されている「広域災害・救急医療情報シ
ステム（ＥＭＩＳ）」の改修に合わせ改修を行った。
【目標：システム入力率100％】
【事業実地機関：平成27年度】

（４）情報提供体制の充実
府内災害拠点病院の防災行政の無線設置数が18/18となり、全て
の災害拠点病院に整備した。
また、大阪府救急・災害医療情報システムの改修に伴い、ライフラ
インや医薬品の供給状況及び医療機関のスタッフの体制などの
項目を入力できるよう整備し、災害時における情報提供体制の充
実が図れた。

（４）情報提供体制の充実
防災行政無線だけではなく、救急・災害医療情報システムを活用
し、院内の被災情報を入力していただくための操作研修や入力内
容の定義を統一する必要がある。（現状・課題）
【実績：システム入力率97.2％】

○東日本大震災の経験を踏まえた災害医療体制の充実
（１）中長期における医療提供体制の整備
各災害拠点病院の責任者や医師会等の関係者を集め、災害時の体制における意見交
換会を実施し、府内災害医療体制の方針を定めた。
また、府内3空港において、SCU協議会を実施し、災害時におけるSCUの設置場所や手
順等を検討を行った。
【事業名：災害医療推進事業、広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）整備事業】
【事業実施期間：平成25年～平成28年】
【実績：各空港ごとにSCU協議会の開催、災害医療推進協議会の開催】

○東日本大震災の経験を踏まえた災害医療体制の充実
（１）中長期における医療提供体制の整備
各圏域ごとに災害拠点病院及び災害医療協力病院が連携できる
ように体制を構築した。
また、府内3空港においてSCUを設置した訓練を実施した。

○東日本大震災の経験を踏まえた災害医療体制の充実
（１）中長期における医療提供体制の整備
計画時よりこれまでの間に災害発生した場合に関係する機関や
多くなっており、それらの機関と連携する体制が構築されていな
い。（現状）
今後は、圏域ごとに医療機関だけではない災害医療体制の構築
を図る必要がある。（課題）

（２）医療チームの受入・派遣調整などコーディネート機能の強化
各災害拠点病院及び大阪府医師会や日本赤十字社に対し、災害医療コーディネーター
の委嘱を行った。
【事業実施期間：平成25年～平成28年】
【実績：災害拠点病院18人 医師会2人】

（２）医療チームの受入・派遣調整などコーディネート機能の強化
府内の災害医療コーディネーターが厚生労働省の実施する全国
都道府県災害医療コーディネーター研修を受講した。
【実績：災害拠点病院2人 医師会2人 日本赤十字社2人】

（２）医療チームの受入・派遣調整などコーディネート機能の強化
取組の結果、医師における災害医療コーディネーターは各災害拠
点病院に1人は養成することができた。（現状）
今後は、急性期のみならず医師以外の他職種・他機関のコーディ
ネーターの養成が必要。（課題）

（２）医療チームの受入・派遣調整などコーディネート機能の強化
東日本大震災において、発災時に膨大な医療ニーズが発生し、現
場での混乱が多く見られたため、情報の一元化を行う体制や他職
種とのコーディネート機能の重要性が高まっているが、コーディ
ネーターの人選ができていない。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（７） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 災害医療      

第６次計画策定時の現状と課題

○災害医療体制の充実
（１）医療機関における災害対応機能の整備
府内病院における院内災害マニュアルの整備が348/537か所と
なっており、府内の約半数程度の医療機関しか災害マニュアルを
整備できていない。
【出典：平成24年度災害マニュアル及び災害医療訓練にかかるア
ンケート調査】
＜広域医療搬送体制＞
大規模な地震に備え、空港等に設置するSCU（広域搬送医療拠
点）機能の体制が図られていない。

概ね計画どおり

（２）ＤＭＡＴの養成
災害時にはすべての災害拠点病院からＤＭＡＴ（災害派遣医療
チーム）を派遣し現場活動を担っていただくことになっているが、東
日本大震災のように長期化した災害対応を行うには複数チームの
保有が必要となっており、現状大阪府内の災害拠点病院で3チー
ム以上のＤＭＡＴを保有している医療機関は11/19か所となってい
る。
＜ＤＭＡＴ隊員数＞
医師：131人／看護師：184人／ロジ：93人（計４０８人）
【出典：府ＤＭＡＴ現況調べ】
【出典：大阪府におけるDMAT登録状況】（H24.12.1現在）

（３）災害拠点病院等の機能強化
＜耐震整備＞
 大規模地震等に備え、災害時に重要な役割を果たす災害拠点
病院の耐震整備が14/19となっており、耐震整備ができていない災
害拠点病院がある。
【出典：厚生労働省 病院の地震対策に関する耐震改修状況調
査】

＜施設・設備等の整備＞
 災害拠点病院が災害時にその役割を果たすための通信手段や
その他必要となる資機材等の整備が十分にできていない。

（４）情報提供体制の充実
災害時における医療情報の収集・伝達手段を確保するため府内
災害拠点病院に対し防災行政無線を設置し通信手段を確保する
必要があるが府内災害拠点病院の設置数が18/19となっている。
また、災害時における医療機関の被災情報の収集ツールとして大
阪府救急・災害医療情報システムが整備されているが、医薬品等
の不足状況や医療スタッフの体制などの項目を共有することがで
きていない。

○東日本大震災の経験を踏まえた災害医療体制の充実
（１）中長期における医療提供体制の整備
ＪＭＡＴとＤＭＡＴの連携など災害発生時における関係機関の役割
など、災害発災後の時系列に応じた体制整備ができていない。
また、大規模な地震に備え、空港等に設置するSCU機能の体制が
図られていない。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

周産期母子医療センターの指定（認定）基準改定を行っ
た。
総合周産期（指定基準）の主な改正点
・受入すべき高度な周産期医療の対象を明確化（妊娠28
週未満、出生体重1,000g未満、重篤な母体合併）
・NICU複数当直体制
・周産期専門医、認定看護師、臨床遺伝専門医等の配置
を推奨
地域周産期C（認定基準）の主な改正点
・受入すべき比較的高度な周産期医療の対象を明確化
（妊娠33週未満、出生体重1,500g未満、母体合併症）
・MFICUを整備する場合の複数当直体制

既指定（認定）医療機関においては、2年間（平成25年度
から26年度）の経過措置を設けたが、経過措置終了後、
すべての周産期母子医療センター（２４箇所）において基
準を充足した。【周産期母子医療センターの評価 平成
27年度】

・周産期医療ネットワーク整備のほか周産期医療関係者
に対する研修等を実施し、医療機能の向上を図った。【周
産期緊急医療体制整備事業】
・周産期医療情報システムが効率的・効果的に機能する
よう医療機関に体制確保への協力を求めた【周産期緊急
医療体制確保事業】
・休日・夜間において産婦人科の救急患者を受入れる病
院を当番制により確保した。【産婦人科救急搬送体制確
保事業】
・夜間・休日に非常勤のコーディネーターを配置し、搬送
先調整業務を行った。【周産期緊急医療体制子コーディ
ネーター設置事業】

・NMCS,OGCS搬送受入件数（H24 3,395件⇒H27 3,488
件）【周産期緊急医療体制確保事業】
・救急搬送受入件数（H24 1,118件⇒H27 1,196件）【産
婦人科救急班搬送体制確保事業】
・夜間及び休日ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ件数（H24 110件⇒H27 139
件）【周産期緊急医療体制子コーディネーター設置事業】

引き続き、大阪府立母子保健総合医療センター望まない
妊娠についての相談窓口となる「にんしんＳＯＳ」委託しを
設置し、望まない妊娠等に悩む人が妊娠早期から相談で
きる体制を整備し、孤立することなく正確な情報を知り必
要な支援を受けることにより児童虐待を予防した。
【妊娠等に悩む人への相談窓口業務委託事業】

・インターネットHP「にんしんSOS」の相談実績。
・電話、メールによる相談件数（H24 828件⇒H27 1,345
件）
 うち、関係機関との連携が必要と判断した事例は速や
かに連絡した。

保健師研修会において、要養育支援者情報提供票（医
療機関が保健機関において早期からの養育支援を行な
うことが特に必要であると判断した事例を市町村に情報
提供するためのツール）を活用した取り組みを要請した。
（対象：市町村・大阪府保健所に勤務する保健師、開催
実績：平成25年度：４回、平成26年度２回、平成27年度３
回開催）

要養育支援者情報提供票による医療機関から市町村へ
の連絡実績（H22  1,646件⇒H27 5,099件）

・身体障がいのある児及び慢性疾患児に対して、療育相
談事業等を実施した。
・長期療養児（重度 重要難病児等）の在宅支援事業を実
施した。
・府保健所において、「小児在宅生活支援地域連携シー
ト」を活用した。
（平成25年度：大阪府１３保健所、平成26、27年度大阪府
１２保健所）
【事業名：障がい・難病児等療育支援体制整備事業（府
保健所）】

・身体障がいのある児や慢性疾患児が、療育相談や訪
問・面接等により適切な医療・療育を確保できた。（医療
的ケア児支援数 H25 531人、H26 524人、H27 475
人）
・「小児在宅生活支援地域連携シート」を活用し、カンファ
レンス等を実施することで、地域関係機関の支援ネット
ワークづくりの一助になった。（H25 67人 H26 60人、
H27 50人）
【出典：府保健所母子保健関係業務報告】

健
康
指
標

周産期死亡率  4.1（千対）は全国平均以下であり、引き
続き全国平均以下を目指す。
【出典：人口動態平成23年】

周産期死亡率  3.5（千対）と全国平均3.7以下である。
【出典：人口動態平成26年】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（８） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 周産期医療            

第６次計画策定時の現状と課題

①  周産期医療の現状
・分娩医療機関は減少傾向（H22 160か所⇒H27 150か所）
・出生数は減少傾向（H22 75,080人⇒H27 70,596人）
・晩産化進行（出産時の母の年齢35歳以上の割合 H22
23.85％⇒H27 28.51％）。
・周産期母子医療センター、周産期専用病床については国の
指針に基づく量は充足しているものの、精神科合併妊産婦など
の医療ニーズに応じた体制整備が必要。

② 搬送体制・連携
・未受診飛び込み出産実態調査では、減少傾向（H24 307件
⇒H26 262件）であるが、産婦人科救急搬送体制確保事業の
未受診妊婦分娩は27件／1,196件（H27）であり例年同程度で
推移している。
・NMCS、OGCSによる緊急搬送件数は増加傾向(H24 3,395件
⇒H27 3,488件)
・最重症合併症妊産婦の発生割合は増加傾向（H22 １/190⇒
H26 １/172人）。

③児童虐待発生予防対策
・厚生労働省「子ども虐待による死亡事例等の検証結果（第12
次報告）」において、0歳児の死亡は全国で27例（府3例）で心
中以外の虐待死事例の61.4％と最も高く、その中でも0日死亡
は15例（府1例）と55.6%を占めることから、妊娠期からの児童虐
待発生予防対策が必要とされている。
・望まない妊娠相談窓口への相談件数は1,345件であり望まな
い妊娠についての相談窓口の需要がある。
・医療機関から連絡があった虐待発生リスクの高いケースに対
する保健機関の支援割合 97％（支援件数4,935件/5,099件）
であり、計画当初より増加した。

④災害対策（新規）
・東日本大震災で小児周産期医療ニーズへの対応や災害医療
との連携が不十分であったことから災害時における小児・周産
期医療体制の強化が必要として医療計画指針に追記される予
定。

.計画どおり

・小児慢性特定疾患児のうち、訪問看護を必要とする重度の
難病児の増加
（訪問看護件数 H17 633件⇒H22 2,799件）
【出典：小児慢性特定疾患医療費支給実績】
（在宅人工呼吸器装着児 H17 26人⇒H22 82人）
【出典：府保健所母子保健業務報告】

医療機関から連絡があった虐待発生リスクの高いケースに対
する保健機関の支援割合 95％（2,301件数/2,403件数）であ
るが、100％を目指す。【出典：母子保健事業報告 平成22年
度】

望まない妊娠相談窓口への相談件数は、828件(平成24年度）
であり望まない妊娠についての相談窓口の需要がある。ま
た、地域支援機関への連絡・照会件数は55件、照会率98％で
あるので、100％を目指す。（平成23年度）
【出典：にんしんSOS委託事業報告】

・分娩医療機関は減少傾向（H17 175⇒H22 160）
・晩産化進行（母の年齢35歳以上の割合 H17 16.36％⇒
H22 23.85％）
・低出生体重児増加傾向（H17 9.4％ ⇒H22 9.7％）
・出生数は減少傾向であり、NICU等専用病床の量的な整備
は充足していることから質の向上を目指す。
【出典：人口動態調査】



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○小児救急医療体制
（１）小児救急電話相談事業
・対応体制：365日、20時から翌8時
 平成25年9月～：3回線
 （20時から23時及び年末年始等の繁忙期）

○小児救急医療体制
（１）小児救急電話相談事業
・回線の増設（平成25年9月まで2回線、平成25年10月以
降3回線(20時～２３時及び年末年始等)）や広報等によ
り、平成24年度に比べ30％以上の相談件数に対応でき
た。
「相談件数」
平成25年度：40,160件、平成26年度：45,167件、平成27年
度：49,632件
【出典：平成25年度～平成27年度小児救急電話相談実
績報告書】

○小児救急医療体制
（１）小児救急電話相談事業
・平成25年9月に2回線から3回線（20時～23時及び年末
年始等）に増設し、混雑が解消したが、相談件数は毎年
増加傾向にあり、時間によってはすべての電話回線が通
話中となることがあったため、平成29年4月に20時～23時
の回線数をさらに増設し、4回線とした。将来の相談件数
等をふまえながら、今後の体制を検討する必要がある。

○小児救急医療支援事業
・小児救急患者を受け入れる二次救急病院に対する運
営費助成を各二次医療圏（6医療圏＋大阪市4基本医療
圏）において実施しており、平成25年度は府内全域、平
成26年度・平成27年度は南河内地域を除く府内全域で
小児救急医療体制を確保するための補助を実施してい
る。（※平成26年度以降の南河内地域は、小児科非告示
の3病院での輪番体制あり。非告示のため国の小児救急
医療支援事業の対象外だが、実質上体制を確保）

○小児救急医療支援事業
・平成27年度においては、各医療圏における輪番制等
（府内37病院参加）により、休日急病診療所等では対応
できない小児救急患者を100,998人受け入れた。
【出典：平成27年度小児救急医療支援事業実績報告書】

○小児救急医療支援事業
・すべての二次医療圏において、休日・夜間急病診療所
などの小児初期救急医療体制が整えられている。休日・
夜間急病診療所などでは対応できない小児救急患者の
受入体制を整えるため、各二次医療圏において輪番制
（府内37病院参加）等により、小児救急二次医療体制を
確保している。

○重篤小児患者受入ネットワーク構築支援事業
・平成25年度に「大阪府重篤小児患者受入ネットワーク
運営準備会」を設置し、重篤小児患者を適切な医療機関
へ搬送するためのネットワーク構築に向けた検討を実施
した。
・平成25年度から計4回の運営準備会を実施した上で、
平成27年5月から7月にかけて、ネットワーク試行実施。

○重篤小児患者受入ネットワーク構築支援事業
・試行実施には、府立母子保健総合医療センターと大阪
市立総合医療センターを拠点病院とし、64医療機関が参
画し、15名の重篤小児患者の受入れに利用されました。
１回目は事例が少なかったため、平成29年１月から行っ
ている２回目の試行運用結果を踏まえ、今後の対応検討
が必要となります。

○重篤小児患者受入ネットワーク構築支援事業
・府内における重篤小児患者の転院に難渋した案件など
が試行実施から見てとれたため、本ネットワークの有用
性をさらに検証すべく、試行運用を6カ月延長（H.29.1～）
・延長に際しては、試行実施時の課題となった
 ・・依頼方法の簡素化（拠点病院のホットラインを使用し
たもの全てをネットワーク対象に）
 ・・アンケート項目等の修正（重篤小児患者の転送・受
入状況を収集できる項目に整備）
 ・・周知方法の見直し（関係団体を通じて、府内医療機
関に本ネットワークを周知）
などに対応。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（９） ５疾病４事業及び在宅医療の対策  小児救急を含む小児医療    

第６次計画策定時の現状と課題

○小児救急医療体制
・軽症の急病患者が受診することによる2次救急病院の負担
となっており、小児救急電話相談事業などを活用し、小児の夜
間急病時の保護者の不安を解消し、妥当な受診行動を促進
する必要がある。
・相談件数の増加により、電話回線が混雑し、つながりにくい
状況が発生している。
（平成24年度相談件数：37,680件）
【出典：平成24年度小児救急電話相談実績報告書】

概ね計画どおり

○小児救急医療支援事業
・休日・夜間における入院治療が必要な重症救急患者の受入
体制（二次救急医療体制）を確保する必要がある。
・小児科を協力診療科目として固定・通年制で救急医療を提
供する二次救急告示医療機関（平成24年12月現在11か所）
に加えて、1日単位で特定の曜日等の24時間体制またはこれ
に準じる体制に救急医療を提供する医療機関（平成24年12月
現在28か所）の協力も得て輪番制により、二次医療圏ごとに
入院を要する小児救急患者の受入れ体制を確保している。
【出典：平成24年度小児救急医療支援事業実績報告書】

○重篤小児患者受入ネットワーク構築支援事業
・府内における集中管理が必要な重篤小児患者への医療体
制については、より質の高い医療を提供するとともに、救命救
急センターや一般小児病院等の医療従事者の負担軽減を図
るため、重篤患者を365日24時間体制で他の医療機関からの
受入要請に対応するための重篤小児患者拠点病院を整備
し、拠点病院、救命救急センター、大学病院、一般小児病院
等の関係医療機関からなる緊密な連携体制（ネットワーク）の
構築を図ることが必要である。
・現状では拠点病院に該当する施設は存在しないものの、大
阪府立母子保健総合医療センターと大阪市立総合医療セン
ターの2つは今後拠点病院としての役割を果たすことを期待し
ている。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

１（９） ５疾病４事業及び在宅医療の対策  小児救急を含む小児医療    

第６次計画策定時の現状と課題

・小児慢性特定疾病にり患している児童等に対して、医
療費等の助成を行った。【事業名：小児慢性特定疾病医
療費助成制度】

・小児慢性特定疾病児の保護者等の経済的負担の軽
減。
H25年～27年度、実績：交付件数H25 5,693件⇒H27
6,473件 】

小児慢性特定疾病児及び保護者等に対して、小児慢性
特定疾病児養育者が日常生活での相談・助言を行うピア
カウンセリング・ピアサポート事業をＮＰＯ法人大阪難病
連に委託し実施した。【事業名：難病児等ピアカウンセリ
ング事業】

・小児慢性特定疾病児養育者による日常生活での相談・
助言を実施し、保護者の不安の軽減を図った。
【難病児等ピアカウンセリング事業】
 ・相談：H25 電話48、面接102、派遣5回101人、H26 電
話67、面接74、派遣2回35人、H27 電話98、面接30、派
遣2回9人
 ・ピアサポート：H25 26件、延702人、H26 28件、延623
人、H27 25件、延558人

・身体障がいのある児及び慢性疾患児に対して、療育相
談事業等を実施した。
・長期療養児（重度難病児等）の在宅支援事業を実施し
た。
・府保健所において、「小児在宅生活支援地域連携シー
ト」を活用した。
（平成25年度：大阪府１３保健所、平成26、27年度大阪府
１２保健所）
【事業名：障がい・難病児等療育支援体制整備事業（府
保健所）】

・身体障がいのある児や慢性疾患児が、療育相談や訪
問・面接等により適切な医療・療育を確保できた。（医療
的ケア児支援数 H25 531人、H26 524人、H27 475人）
・「小児在宅生活支援地域連携シート」を活用し、カンファ
レンス等を実施することで、地域関係機関の支援ネット
ワークづくりの一助になった。（H25 67人 H26 60人、
H27 50人）
【出典：府保健所母子保健関係業務報告】

健
康
指
標

・平成22年小児（1～14歳）死亡率は10.1で（全国平均：
12.4）と比較すると低いが、全国平均以下を目標値とす
る。
【平成22年大阪府人口動態統計・国勢調査】

・平成27年小児（1～14歳）死亡率は11.0で（全国平均：
11.4）より低い数値を維持している。
【平成27年大阪府人口動態統計・国勢調査】

・小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患増加（平成16
年488疾患、平成17年516疾患）により、医療費助成件数は増
加傾向である（平成１９年5,370件、平成２２年5,757件）。
【出典：H19～22年度交付件数】

① 障がい難病児支援
【小児慢性特定疾病】
・小児慢性特定疾病は、疾患群の追加と見直しにより、
希少疾患増加（H27.1改正 514疾病⇒704疾病）
・制度改正により、小児慢性特定疾病から指定難病に移
行できる疾病数が増加したが、移行できない疾患が依然
として存在する（小児慢性特定疾病760疾病のうち指定難
病に移行できる疾病数180⇒348に拡大）
・地域における小児慢性特定疾病児童等の課題（対象疾
患であっても申請しない児の発達支援など）や、支援内
容等につき、関係者が協議するための体制整備が必要。
【小児在宅医療】
・在宅高度医療児や人工呼吸器装着児の増加（人工呼
吸器装着児 H27 109人＊10年間で4.2倍に増加）
・地域において訪問診療等が可能な医療スタッフが不足
している。
 ＊地域による医師の偏在、患児の年齢などにより47例
中4例はかかりつけ医を見つけることができなかった。（大
阪小児科医会かかりつけ医紹介事業H23～26）
・成人と異なり、小児の成長に伴い発達段階に応じた療
育支援を行うため関係機関のネットワークづくりが必要。

② 児童虐待発生予防対策（周産期と重複）
・厚生労働省「子ども虐待による死亡事例等の検証結果
（第12次報告）」において、0歳児の死亡は全国で27例（府
3例）で心中以外の虐待死事例の61.4％と最も高く、その
中でも0日死亡は15例（府1例）と55.6%を占めることから、
妊娠期からの児童虐待発生予防対策が必要とされてい
る。
・医療機関から連絡があった虐待発生リスクの高いケー
スに対する保健機関の支援割合 97％（支援件数4,935
件/5,099件）であり、計画当初より増加した。

・小児慢性特定疾患児のうち、訪問看護を必要とする重度の
難病児の増加
（訪問看護件数 H17 633件⇒H22 2,799件）
【出典：小児慢性特定疾患医療費支給実績】
（在宅人工呼吸器装着児 H17 26人⇒H22 82人）
【出典：府保健所母子保健業務報告】



取り組みによる成果 現状と課題 評価

【在宅医療を担う多職種間の連携強化】
○平成24年度に養成した地域リーダー（医師、歯科医師、薬剤師、看護師等）が中
心となり、平成25年度に保健所のサポートの下、各市町村にて、医療と介護の顔の
見える関係づくりを構築するための研修を実施。
【事業名：在宅医療連携推進事業（在宅チーム医療を担う人材育成事業）、事業実
施期間：平成25年度】

H25年度：31か所
（26市区町村）

○地区医師会等に、在宅医療の連携拠点機能を形成し、市町村との連携を図りつ
つ、会議や研修等の開催を通じて、在宅医療を推進するための多職種間の連携を
図る取り組みを推進。
平成26年度からは、地域の取組状況に応じて、事業区分を２つ（整備事業（①～③
必須）、推進事業（①～⑦必須））設定し、取組を支援。
取組み内容：①研修の実施 ②会議の開催 ③地域の医療・福祉資源の把握およ
び活用 ④地域住民への普及・啓発 ⑤地域包括支援センター・ケアマネを対象にし
た支援の実施 ⑥効率的な情報共有のための取組み ⑦24時間365日の在宅医
療・介護提供体制に向けた検討
【事業名：転退院調整・在宅医療円滑化ネットワーク事業、事業実施期間：H24～25
年度】
【事業名：在宅医療連携拠点支援・人材育成事業、事業実施期間：H26～27年度】

H25年度：19か所
H26～27年度累計：
47か所

【訪問診療】
○地区医師会に在宅医療推進コーディネータを配置し、訪問診療や看取りの実績の
ある診療所を地域で増やすための取組を支援した。
【事業名：在宅医療推進事業、事業実施期間：H26～29年度(予定）】

H26年度：24/57か
所
H27年度：35/57か
所

○在宅医療推進コーディネータ機能を有する医師会が
H26年度24か所からH27年度は35か所に増加した。
 在宅医療推進コーディネータにより、診療所等における
訪問診療等の実態や、在宅医療への参入を阻む理由、
地域課題等を把握し、訪問診療を行う診療所の拡充に向
けた取組みが行われた。

○在宅医療コーディネータが22/57地区に配置されていない
（H27年度）。
 在宅医療への参入を阻む状況としては、夜間や休日などの24
時間対応や緊急時の対応、入院が必要となった場合の在宅患者
を受け入れる後方支援機能を有する病院の確保が困難。

○病院の医療従事者（主に医師や看護師）が在宅医療について理解を深める研修
をモデル的に実施した。
【事業名：病院研修プログラム作成事業（国委託事業）、事業実施期間：H26年度】

H26年度：2か所、
122名

○病院医療従事者へ、在宅医療の現状や介護保険制度
等を理解することで、退院後の生活がイメージでき、退院
カンファレンスの重要性や介護職への理解につながっ
た。

○患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養
や生活を継続できよう、在宅医療従事者のみならず、病院の在
宅移行支援を担う医療従事者（医師、看護師、退院支援担当者
等）における在宅医療や看取り等に関する普及啓発が課題。

【訪問歯科診療】（再掲）
○在宅療養する要介護者の歯科口腔保健の向上を図るため、地域における歯科と
他分野との連携体制を推進する在宅歯科ケアステーションを設置。
【事業名：在宅歯科医療連携体制推進事業、事業実施期間：平成26年度～】

H27年度：16地区歯
科医師会

○在宅歯科ケアステーションへの相談件数1,245件（平成
27年度）

○高齢化の進展により需要の増加が見込まれる在宅歯科医療
の体制整備が必要。具体的には、在宅歯科医療の推進、摂食嚥
下障害に対応できる歯科医療従事者の不足、医療・介護分野等
の他職種との連携推進の不足などが挙げられる。

【訪問服薬管理指導】（再掲）
○今後見込まれている在宅療養者の増加に対し求められる薬剤師の在り方を
大阪府薬剤師会と意見交換し、事業化に向けた調整を実施（平成27年度）

○多剤・重複投薬の防止や多職種連携による在宅医療
を推進する等かかりつけ薬局を推進するため、大阪府薬
剤師会とモデル事業を事業化。
【事業名：かかりつけ薬局機能強化推進事業、事業実施
期間：平成29年度】

薬剤師の在宅業務に対する医師等の理解不足や、多職種との
情報連携不足といった課題への対策が十分に行われていない。
【出典：地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師による薬学
的管理及び在宅服薬支援の向上及び効率化のための調査研究
事業報告書（平成26年度老人保健構造送信等事業）】

【訪問看護】
○訪問看護師の確保に向け、看護学生に対して訪問看護師への就業動機づけとな
るように、訪問看護の現場において、職場実習する取組を支援した。
【事業名：看護学生インターンシップ事業 事業実施期間：H26年～現在】

○未就業の看護師に対して、訪問看護師への就業動機づけとなるように、訪問看護
の基礎研修や職場実習する取組を支援した。
【事業名：訪問看護実地研修事業 事業実施期間：H26年～現在】

○訪問看護師の定着支援として、産休や育休等の長期休暇取得による離職予防の
ために、代替職員の雇用支援を実施した。
【事業名：産休等代替職員確保支援事業 事業実施期間：H26年～現在】

○患者情報を共有するＩＣＴシステムの導入など、複数の訪問看護ステーションが連
携体制を構築するための取組を支援した。
【事業名：訪問看護ネットワーク事業 事業実施期間：H26年～現在】
 （連携事業に取組んだステーション数：H26～27年度累計110事業所）

○精神科病院における訪問看護ステーションの整備事業を実施し、既存の訪問看
護ステーションの機能強化を行うとともに、精神科病院併設の訪問看護ステーション
の新規開設を支援。（再掲）
 

H26年度：7名
H27年度：286名

H26年度：9名
H27年度：26名

H26年度：8名
H27年度：12名

H26年：83事業所
H27年度：27事業所

H26年度：新設2か
所、機能強化4か所

○インターシップ事業ではH27年度286人が参加。翌年度
17名の新卒採用につながった。

○未就業の看護師に対する実地研修では、研修受講者
の内、16名が訪問看護ステーションに就業した。（H26,27
年度）

○産休等代替職員確保支援事業では、18名が制度を活
用し、訪問看護師の人材確保とともに、離職予防につな
がった。（H26,27年度）

○複数のステーションが患者訪問を相互に補完するよう
な連携体制が構築され、訪問看護の安定供給につな
がった。

○精神科病院における訪問看護ステーション数が24件と
2件増加した。

○府内の訪問看護師数（常勤換算数）は、H26年10月時点3,108
人。
【出典：厚生労働省 H26介護サービス施設・事業所調査】
○今後、在宅医療の需要増加が見込まれることから、さらなる訪
問看護師の人材確保が必要。

○市区町村ごとに土日の訪問看護提供体制が偏在。
(H28年9月時点、居宅サービス事業者の届出において、土日の
営業を実施するＳＴがない地域：28/72市区町村）
 個別の訪問看護ステーションにおいて、医療ニーズが高く、頻
回な訪問が必要な患者に対応できるような体制構築が必要。

概ね計画どおり

○地域の実情に応じた在宅医療と介護の連携体制の構
築に向け、会議や研修等を通じ多職種が連携する連携
拠点機能を医師会等において形成。

○在宅医療を推進するための取り組みの中から、医療と
介護の連携にかかる好事例をとりまとめた事例集を大阪
版在宅医療モデルパターンとして紹介できた。

○在宅医療と介護の連携は、平成27年度から市町村が主体的
に実施する事業として、介護保険法の地域支援事業の中に「在
宅医療・介護連携推進事業」として位置付けられ、平成30年度か
ら、完全実施することとなった。
○H27.8月国調査による市町村の「在宅医療・介護連携推進事
業」実施状況では、医療に係る専門的・技術的対応が必要な「切
れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進」や「在
宅医療・介護連携に関する相談支援」、あるいは二次医療圏等
の広域の視点が必要な「在宅医療・介護連携に関する関係市区
町村の連携」の実施率が低いことから、在宅医療・介護連携推進
事業が円滑に運用されるよう、それぞれの市町村の進捗状況を
踏まえ、取組みを進めていくことが課題。

【在宅医療の基盤整備】
○在宅医療を必要とする適切な支援を行うた
めには、患者家族の生活を支える観点から、医
療職と看護職の連携が必要であることから、地
域の実情に応じた医療と介護の多職種連携に
よる支援体制の構築が必要。

○今後の高齢化に伴い、在宅医療を必要とす
る高齢者も大幅に増加することに対応するた
め、訪問診療、訪問歯科診療、訪問服薬管理
指導、訪問看護等、在宅医療を担う医療機関
や人材の確保が必要。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

１（１０） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 在宅医療の推進    

第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み



取り組みによる成果 現状と課題 評価

１（１０） ５疾病４事業及び在宅医療の対策 在宅医療の推進    

第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み

【在宅医療を担う関係機関の情報共有】
○医療機関間（病院と診療所）のネットワークづくりの一環として、在宅医療を担う診
療所が、病院の診療情報を参照できるシステム導入に向けて支援。
【事業名：地域医療機関ICT連携整備事業、事業実施期間：平成26～29年度(予定）】

H26年度：2か所
H27年度：6か所

○H26年度補助事業者（2病院）における連携状況
 情報参照施設数：病院1カ所、診療所36か所、
 開示患者数：207人となり、連携が広がった。
○速やかに病院の診療情報を正確に共有できることで、
連携機関での円滑な治療の継続が行えた。
【出典：在宅医療推進G H27年10月1日現在調べ】

○補助事業者は、８病院（平成２６、２７年度）と少ない。実績が少
ない理由としては、「予算の確保が困難」、「個人情報漏えいリス
クへの不安」等が多い。不安要素の解消を図り、取組み拡大を目
指す。

○多職種間のネットワーク作りの一環として、在宅医療に携わる多職種が、医療・介
護情報を入力、参照できるシステムの導入に向けて支援。
（補助対象：地区医師会、市町村）【事業名：在宅医療介護ICT連携事業、事業実施
期間：平成26～29年度(予定）】

H26年度：0か所
H27年度：1市、4地
区医師会

○H27年度補助事業者（１市4地区医師会）における連携
状況
参加施設数：診療所74か所、歯科4カ所、薬局22か所、訪
問看護ステーション10カ所、介護事業所18か所、地域包
括支援センター2か所となり、連携が広がった。
【出典：在宅医療推進G H27年7月調べ】

○補助事業者は、府内５７地区中５地区しかなく、ＩＣＴを用いた多
職種連携が進んでいない。
○ICTシステムの導入に際して、個人情報の漏えいや運用管理
等についての不安があることから、不安要素の解消を図り、取組
み拡大を目指す。

【訪問診療】
○訪問診療に取組む意思のある医師（受講生医師）が在宅医療に取組んでいる医
師（アドバイザー医師）等の訪問診療に同行し、患者宅での治療や対応を学ぶ研修
をモデル的に実施した。
【事業名：訪問診療導入研修モデル事業（国委託事業）、事業実施期間：H26年度】

H26年度：2地区医
師会、8名

○訪問診療に取組む際には、急変時の対応（休日や夜
間）、病院や診療所・訪問看護師との連携方法、介護保
険や保険請求等の知識や情報が必要であり、それらを盛
り込んだプログラムによる研修が効果的。

 在宅医療の需要の増加を踏まえ、訪問診療や看取りを実施する
医師を確保するためには、地域の関係機関の連携体制の構築と
共に、個々の在宅医療への参入課題の解消が課題。

【訪問歯科診療】（再掲）
○摂食嚥下障がいに対応可能な歯科医療従事者を養成するため、摂食嚥下障がい
の診断・訓練方法についての研修実施を支援。
【事業実施期間：H27年度】

○在宅の口腔ケアに関する知識、技術を有する歯科衛生士育成のため、研修実施
を支援。
【事業実施期間：H27年度】

○在宅歯科医療に資するよう、最新の歯科技工技術を用いた歯科補てつ物等の作
成についての研修実施を支援。
【事業実施期間：H27年度】
 

H27年度：32名

H27年度：10回、257
名

H27年度：8回、201
名

○摂食嚥下障害対応可能人材育成事業研修会
 参加者数：32人 【平成27年度】

○在宅歯科衛生士人材育成研修会
 参加者数：257人 【平成27年度】
○ＣＡＤ／ＣＡＭシステムを用いた歯科技工士の人材育
成研修会 参加者数：201人 【平成27年度】

○高齢化や疾病構造の変化とともに、摂食嚥下障害等を有する
患者の増加が予想されるため高齢者特有の症状に対応する歯
科医師の確保が引き続き必要

○在宅歯科医療の需要の増加、多様化する歯科医療ニーズに
対応できるよう、歯科衛生士、歯科技工士の資質向上が課題

【訪問服薬管理指導】（再掲）
○薬局薬剤師対象に無菌製剤（注射剤）の調製に必要な手技の習得を図る研修を
実施。
【事業名：無菌調剤対応薬剤師育成事業、事業実施期間：平成26年度～】

H26年度：50名
H27年度：73名

○無菌調剤対応薬局が増加（H26：25薬局→H27末：61薬
局）
【出典：近畿厚生局「保険薬局の指定」一覧】

○在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局：3,487件（平
成27年4月1日現在）【出典：近畿厚生局「保険薬局の指
定」一覧】

在宅患者調剤加算を届出した薬局数が1,020か所に増加した。
（平成28年3月31日現在）
【出典：近畿厚生局「保険薬局の指定」一覧】

○取り組みの結果、二次医療圏ごとに無菌調剤対応薬局が設置
されるなど、平成28年10月1日現在で76薬局まで増加しており、
平成28年度中に目標の80薬局に到達する予定である。

【訪問看護】
○円滑な退院時支援を行うため、医療機関の看護師と訪問看護師の各々の役割を
理解し、治療の場から暮らしの場へ切れ目のない看護ケアを学ぶための研修を実
施。
【事業名：病院と在宅医療を担う施設等の相互研修 事業実施期間：H17年～現在】

○地域の実情に応じた研修を実施する教育ステーションを各圏域において指定し、
訪問看護実践能力の向上を図る取組を支援。
【事業名：訪問看護実践研修事業 事業実施期間：H26年～現在】

○訪問看護師のキャリア・経験に応じて、訪問看護の基礎知識や疾患毎に必要な
専門知識を習得するための取組を支援。
【事業名：訪問看護階層別研修事業 事業実施期間：H26年～現在 】

H26年度：97名
H27年度：120名

教育ステーションの
指定事業所数、H26
年度：1圏域3事業
所
H27年度：5圏域7事
業所

H26年度：41名
H27年度：83名

○府内約3,100人の訪問看護師の内、延べ1,526人が研
修を受講し、訪問看護キャリア・経験に応じた看護知識や
技術を習得することで、訪問看護師の資質向上につな
がった。（平成27年度）

○今後の在宅医療需要を見据え、多様な医療ニーズに対応でき
る訪問看護師の育成が課題。
○訪問看護師の資質向上に向け、研修参加者を増やしていくた
め、開催日程や時間等を工夫することで、参加率の向上が必
要。
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大阪版在宅医療モデルパターン数：０ 大阪版在宅医療モデルパターン数：1

【在宅医療に係る人材育成】
○患者が住み慣れた地域で、安心・納得して在
宅療養生活を送るための在宅医療の従事者に
おいて必要となる知識や技能の習得と向上が
必要。

○医療機関や医療と介護の連携において、そ
れぞれの医療情報や介護情報をタイムリーに
多職種間で共有できる仕組みが必要。



２（１）その他の対策 医療安全対策            

第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

院内感染対策、医薬品の安全管理及び医療機器の安全
管理のための体制確保等医療安全対策が法に義務付
けられており、毎年実施する立入検査時に確認している
が、不十分な医療機関も存在する。

引き続き毎年、府内病院に対し実施している立入検査
（例年7月から翌年1月）において、医療安全対策が十分
になされているかを確認し、不十分な医療機関に対し助
言・指導を行った。
【立ち入り検査実施件数：平成25年度534件、平成26年
度531件、平成27年度530件】

医療安全対策へ各医療機関が取り組んでおり、立入検
査において医療安全対策の順守率はほぼ100%である。

毎年度府内病院・有床診療所に対し、院内感染対策、医
薬品の安全管理及び医療機器の安全管理のための医
療安全対策として実施している立入検査において、文書
指導を受けた医療機関はないが、安全管理が不十分な
医療機関が存在する。

現在高度化・複雑化する医療に加え、医療機関における
医療事故の発生や患者への情報提供に不足等から医
療相談件数は、毎年７０００件程度である。医療相談の
内容も複雑かし、医療相談に従事する人材の確保が求
められている。

・大阪府庁に医療安全相談センターの設置。
・大阪府保健所での医療相談窓口の設置。
・医療相談業務に従事する職員（大阪府庁、府保健所、
保健所設置市保健所職員）の能力向上のため、厚生労
働省主催の研修に参加した。また、毎年度府においても
3回研修（基礎・前期・後期）を実施している。
【参加研修名：H27年度
  医療安全支援センター初任者研修、研修受講者：8人
  医療安全支援センター実践研修、研修受講者：10人

・医療安全相談センターの相談対応（平成２７年度1024
件）。
・大阪府保健所での医療相談窓口での相談対応（平成
27年度6603件）
・医療相談に関するマニュアルの作成（平成25年度）

相談数はほぼ横ばい状態（平成25年度6613件、平成26
年度7018件、平成27年度7627件）であるが、医療の高度
化に伴い相談内容は高度、複雑化してきている。そのた
め、相談業務に従事する職員の能力向上を図ること。

医療機関における医療安全対策の中心になる指導者の
確保が必要。

医療機関における医療安全対策推進の中心となる指導
者を育成することにより、府内の医療安全管理体制の向
上を目指すため、大阪府医師会に委託し講習会を実施
した。
【事業名：医療安全対策指導者育成・研修事業、実施機
関：平成25～27年度、実績：研修回数１５回】

規模の大きな病院はもとより徐々に規模の小さな病院も
受講している。
【研修修了者数：H25年度98人、H26年度92人、平成27年
度84人】
【病床数200床以上の受講割合：H25年度60%、H26年度
46%、H27年度26%】

研修を実施することにより確実に医療安全対策の中心と
なる指導者数は増加しているが、日々進歩を遂げている
医療のため、引き続き医療安全対策の中心となる指導
者を養成すること。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

概ね計画どおり



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

・新型インフルエンザ等新たな病原体の出現に備えて、
対策本部事務局の訓練を行うなど、危機管理体制の整
備に努めた。
・新型インフルエンザ患者入院協力医療機関に対し、施
設整備に関する補助を行った。
 【事業名：大阪府新型インフルエンザ患者入院医療機
関設備整備事業、事業実施期間：平成25～27年度、実
績：38医療機関（27年度）】
・休日夜間等の緊急時に、迅速かつ確実に情報伝達でき
るよう、関係機関に対して訓練を行った。

・府域の医療機関において人工呼吸器や個人防護服、
簡易陰圧装置の配置が進んだことにより、有事の際の患
者受入体制の整備が図ることができた。
【新型インフルエンザ患者入院協力機関：１１４医療機関
中、38医療機関を整備】

・医療圏ごとの整備状況の偏りを見直し、効果的に配備
すること。
 具体的には、二次医療圏ごとでみた場合、 特に、大阪
市、豊能、中河内、南河内の医療圏において整備状況が
手薄であることから、重点的な整備が必要。

・府民が正しい理解の下に予防接種を受けられるよう、国
の動向や予防接種の効果・副反応について十分な情報
をホームページ等を通して府民に周知するとともに、府民
および予防接種の実施主体である市町村や医療関係者
の声をふまえ、予防接種に関する意見・提言を国に対し
て行った。

・平成26年度に水痘及び高齢者肺炎球菌が、また、平成
28年度にＢ型肝炎が定期接種に追加された。

おたふくかぜとロタウイルス感染予防策としてワクチン接
種が有効であると言われているが、定期接種化されてい
ない。
・国において検討を進めている、おたふくかぜ及びロタウ
イルスの定期接種化について、早期に実現されるよう働
きかけていく。
・小児の接種スケジュールが過密となってきている中、そ
の解消に向けて、混合ワクチンの研究・開発を推進させ
るよう国へ働きかけていく。

a.結核健診が義務付けられている医療機関や施設等においての実
施率の向上に努めた。
ホームページ掲載や医療従事者研修、医師会や助産師会との連
携、保健所からの指導等により、健康診断実施報告書の提出につ
いて啓発、指導を行った。
b.e.結核患者数の減少や、結核医療の不採算性により、結核病床
は年々減少している。結核患者数の推移を考慮し、必要病床数が
確保できるように医療機関との調整を行っている。
c.結核患者数は年々減少しているが、依然として、り患率は全国を
上回っている。
d.DOTSを、結核専門病院や患者に身近な地域の支援者（訪問看
護師、福祉関係者、薬局等）と連携して実施するなど、治療支援体
制を強化した。
【事業名：結核患者治療成績評価推進事業】

f.保健所職員に対して、結核に関する研修を年8回程度行い、専門
性及び技術の向上をはかっている。
g.ホームページで結核に関する情報発信を行うとともに、結核予防
週間（毎年9/24～9/30）では、ポケットティッシュの配布や懸垂幕の
掲出等、府民に対して啓発を行っている。
h.大阪府内の政令中核市との会議や近畿地区内で連絡会議を開
催し、情報共有や意見交換を行い、連携を強化している。

a.医療機関や高齢者施設等の健診実施状況を把握するため健康
診断実施報告書の提出により確認を行っている。特に医療機関か
らの報告書の提出率は、向上している。
【実施率：平成27年度】
 学校85.7％、高齢者施設74,7％、病院97.4％

b.e.減床を希望する医療機関に必要な病床数を示し、現状の推移
を見極めながら、少しづつ減床するように調整を行っている。
c.全国と比較すると高いり患率となっているが、大阪府内の新登録
患者数、り患率ともに減少傾向にある。 【新登録患者数：22年度
2648人 27年度2074人 り患率：22年度29.9 27年度23.5】
d.平成25年からDOTS（服薬支援）の対象を全結核患者に拡大して
おり、目標の95％以上の実施を達成している。平成27年の前年登
録喀痰塗抹陽性肺結核患者の治療失敗・脱落中断率は全国が
4.39％に対し、大阪府は2.56％と低く、効果が見られている。
f.保健所感染症担当者に対し、年に8回の研修会を実施し知識の
向上が見られている。
g.本庁、保健所が一体となり結核予防週間を活用し、住民に対する
啓発活動を実施。また医療従事者を対象とする研修会を実施に普
及啓発に努めている。
h.連携強化のため、政令・中核市とは年3回定期的に実施するとと
もに、年に1～2回近畿地区での連絡会を実施している。情報共有
を行うことで大阪府全体で結核対策に取り組むことができている。

a.健康診断実施報告書の提出は、感染症法で義務付けられている
ため施設に対し、常に勧奨しつづける必要がある。
b.結核医療における診療報酬では、病院経営を続けることは、難し
く閉院、減床を希望する医療機関が多い。また国に対し、改善を求
めるものの見直しが行われていない。
c.国は、2020年に低まん延化（り患率10以下）をめざしており、大阪
府のり患率、患者数ともに減少傾向であるが、低まん延化を達成
することは難しい状況である。
d.結核患者に確実に服薬をさせることで結核のまん延防止につな
げるため、全結核患者に対し、一人ひとりに合わせたDOTS実施を
継続するとともに、結核患者の治療成績の評価・分析をすること
で、治療中断の要因を分析し、服薬支援技術を向上することが必
要。
ｆ研修は毎年行っているが、保健所職員は異動があるため知識の
積み上げが難しく、技術の一定水準の確保および専門性の向上を
いかにはかるかが課題となっている。
e.減床を希望する医療機関に必要な病床数を示し、現状の推移を
見極めながら、少しづつ減床するように調整時的な効果はあるも
のの持続性がなく、繰り返しの啓発が必要である。
h今後、中核市が増えていく中、府と政令、中核市との連携が難しく
なることが懸念される。また近畿地区の会議では、府県と政令中核
市が集まり、議題を共有しているが、時間的な制約があるため、有
意義な議論が行えていない。

【感染症対策】
・各医療機関の感染症に対する備えは十分ではなく、現状の
感染症病床においても相部屋の病室や陰圧装置が設置され
ていない病室も見受けられる。
・これら医療機関については、病室整備と維持だけでなく、専
門医を含む人員の確保、院内感染防止対策の徹底など解決
すべき課題が多く、医療機関主体では整備が進まないのが現
状

【予防接種対策】
・法定以外の予防接種について、平成２２年度から子宮頸が
ん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌について接種
費用の助成が平成22年度から国の予算事業として実施され
ているが、国の審議会において定期予防接種に加える方針と
なっており、その他の疾病・ワクチンについても定期接種化に
向けた検討がなされている。

【結核対策】
 大阪府の結核り患率は過去20年間、全国で最も高い状況に
ある。患者の発生予防、まん延防止のために、患者の治療完
遂のための患者支援や、府民への啓発、定期健康診断実施
の徹底に向けた取組が必要である。
 また、結核患者の減少や医療の不採算から、結核病床は
年々減少している。今後、高齢化や合併症に伴う医療の体制
や地域格差等が課題になると思われる。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（２）その他の対策 感染症対策            

第６次計画策定時の現状と課題

概ね計画どおり



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

２（２）その他の対策 感染症対策            

第６次計画策定時の現状と課題

ａ．学校等と連携しエイズ教育を支援するとともに、同性間の性的接触による感
染に対する予防啓発活動を行うなど個別施策層に対象を絞った効率的な啓発
活動を実施。
ｂ．保健所等においてエイズ相談を実施。外国人専門の英語、タイ語等による電
話相談窓口を大阪市と共同で特定非営利活動法人へ委託実施。保健所におけ
るHIV検査を匿名・無料で実施。4保健所においてHIV即日検査を実施。併せて、
大阪市と共同で夜間・休日の匿名・無料の検査を委託実施。
C．①歯科診療におけるHIV陽性者の協力診療所の拡充
・大阪府歯科医師会と連携して地域にHIV感染者等の歯科診療を行う歯科診療
所の確保をめざし、HIV感染者等の診療を行う各種拠点病院（ブロック拠点病
院、中核拠点病院、エイズ治療拠点病院）と歯科診療所との連携体制（紹介シス
テム）を構築した。【大阪府HIV感染者等歯科診療連携体制構築事業 期間：平
成25年～平成28年 】
・HIV陽性者の協力歯科診療所の拡充を図るため、大阪府歯科医師会との共催
にて、歯科診療所従事者を対象に研修会を開催。
【大阪府HIV感染者等歯科診療連携体制構築事業 期間：平成25年～平成28年
度 実績：年1～2回開催】

②一般診療及び、透析治療におけるHIV陽性者の協力診療所の拡充（大阪府医
師会委託事業）
・大阪府医師会、大阪透析医会の協力を得て、HIV/エイズ患者の受け入れにつ
いて実態調査を実施。
・「エイズ診療拠点病院と大阪府医師会との連絡会議」（ワーキング会議）を発
足。
・HIV陽性者の協力診療所の拡充を図るため、「HIV地域医療連携研修会」開
催。
【HIV感染者の多様な医療ニーズに対応できる在宅等地域医療体制構築事業
期間：平成26年～28年度 実績：連絡会議4回/年、研修会1回/年】
d．外部有識者等から構成された「大阪府エイズ対策審議会」を開催。国の方針
に基づき「大阪府エイズ対策基本方針」を作成。国のエイズ研究班やＮＰＯ法人
との情報の共有・連携を行い、大阪府におけるエイズ対策を講じた。

ａｂ．若者や外国人、MSM等の個別施策層を対象に効果
的な啓発活動をすると同時に、対象者に合わせた利便性
のよい検査を実施し、受検者数・陽性者数を維持。（受検
者数平成24年9,380名、平成27年9,932人／陽性者数平
成24年36人、平成27年52人）
c．①歯科診療
・平成27年度約150か所以上の協力歯科診療所を確保。
・緊急時は、大阪府歯科医師会休日・夜間緊急歯科診療
所にて対応可能になった。
・紹介システム構築による実績：平成26年度21件依頼
中、9件紹介あり。 平成27年度15件依頼中9件紹介あり。
②一般診療及び透析治療
・府医師会会員施設約7,400施設と透析医会会員施設約
210施設を対象にアンケート調査を実施。受け入れ可能と
回答した施設を把握できた（施設数は非公開）。
d．「大阪府エイズ対策審議会」年1回開催し、事業評価、
計画に繋げることができている。平成26年度より国のエイ
ズ研究班と協力し、行動変容を促す啓発活動等の指標
に活用できるよう、保健所、委託先検査場における受検
査アンケートを継続的に実施。結果を保健所に返し、検
査相談体制や啓発活動に活用している。

 新規感染者・患者は依然として増加傾向にある。 （平
成26年HIV感染者156人、エイズ患者53人／平成27年
HIV患者168人、エイズ患者53人：平成27年大阪府におけ
るエイズ発生動向調査）
 また、HIV・エイズ治療の飛躍的な進歩により、慢性疾
患と位置づけられ、患者の高齢化も進み、医療へのニー
ズも多様化してきている。
 しかし、患者・感染者に対する差別や偏見は依然として
根強く存在しており、地域で一般診療や歯科診療、透析
等の治療を受けられる医療機関が少ない現状があり、増
加する患者･感染者に対する府内における総合的な医療
体制の整備を図る必要がある。

①歯科診療所紹介依頼、紹介実績ともに減少傾向であ
る。更に協力歯科診療所を拡充し、患者が地域の診療所
で安心して治療できるよう、整備する必要がある。

②一般診療及び透析治療における地域の医療システム
の構築を具体化していく必要がある。

健
康
指
標

・近年、感染症を取り巻く状況は、医学・医療の進歩、公
衆衛生水準の向上、国際交流の活発化等により著しく変
化するとともに、エボラ出血熱や重症急性呼吸器症候
群、高病原性鳥インフルエンザ等の新興感染症、結核や
マラリア等の再興感染症が問題となっている。
【結核対策】
・結核登録者は全国で約5万5千人、大阪府で約6,500人
におよび、年間全国で約2万2千人、大阪府で約2,500人
もの患者が新たに発生するなど、未だに、わが国最大の
感染症である。
・大阪府における結核のり患率は、過去20年間、全国で
最も高く、結核は府民における健康危機管理上の重要な
問題で優先して解決すべき課題。
【ＨＩＶ感染症・エイズ対策】
 全国および大阪府においては、依然として新規エイズ
患者・HIV感染者が増加傾向にある。20歳代から30歳代
までが約7割を占め、また感染経路別では性的接触によ
るものが８割を超えている。性的接触によるもののうち約
８割が、同性間性的接触によるものである。

・グローバル化の進展が目覚ましい中で、７０年ぶりのデ
ング熱の国内感染や、エボラ出血熱、ＭＥＲＳ（中東呼吸
器症候群）をはじめとする輸入感染症の国内発生の危険
性がより一層高まっているほか、府内において、麻しんが
小児においてのみならず成人世代が集団感染するという
事案が生じている。

【ＨＩＶ感染症・エイズ対策】
 昭和56年にアメリカで最初のエイズ患者が確認されて以来、
既に30年が経ち、この間にエイズの研究が大きく進展し、今で
は病気の原因や感染の予防方法も明らかになり、治療も格段
に進歩した。しかしながら、現在でも体内のHIVを完全に排除
する治療法は確立されていない。また、現状では一生涯の治
療を要する方への支援体制が整備されつつあるが、患者・感
染者に対する差別や偏見は依然として根強く存在している。



２（３）その他の対策 臓器移植の推進  

第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

（1）大阪府臓器移植コーディネーターの設置
以下の事業を実施した。
・府民への啓発事業として府が作成したドナーカードやリーフレットを用いて街頭
キャンペーンに参加
・医療機関への普及事業として、臓器移植提供施設の医療従事者に対して訪問
を行い理解と協力を要請した。
（平成27年度：31か所 125回）
・研修会とセミナーの開催
府内の院内移植コーディネーターを集めた会議やセミナー、研修会を開催して
院内移植コーディネーターの資質の向上に努めた。
【平成27年度実績：会議1回、セミナー1回、研修3回】

（2） 院内移植コーディネーターの設置に関する届出
府内の臓器提供可能施設において、院内移植コーディネーターの設置を促すと
ともに、設置された院内移植コーディネーターに対してフォローアップ研修を行う
などへの活動支援を行った。
【平成25年度：1回 平成26年度：1回 平成27年度0回】

（3） 医療機関への普及啓発事業
医療機関の臓器提供体制を強化し、臓器提供の機会を逃さない体制を作るた
め、臓器提供可能医療機関への支援および院内移植コーディネーター設置へ
向けた支援、臓器移植に関する研修会を行った。
（対象：府内病院職員、開催実績：平成25年度：３回、平成26年度３回、平成27
年度３回開催）

（4） 臓器移植普及推進月間での普及啓発事業
・臓器移植普及推進月間（１０月）での街頭キャンペーン、グリーンライトアップ事
業などで普及・啓発活動を行った。
・臓器移植の重要性について府政だよりに掲載した
  平成25年度： 3回（堺まつり他2か所）
  平成26年度： 3回（堺まつり他2か所）
  平成27年度： 4回（堺まつり他2か所）

（５） （公財）大阪腎臓バンクに対する助成
腎移植希望者に対する組織適合検査費（ＨＬＡ検査、クロスマッチ検査）に対す
る補助を行った。
平成25年度： ６８件
平成26年度： ７０件
平成27年度： ７１件
【事業名：臓器移植推進事業費（クロスマッチ検査費補助）】

○府では府臓器移植コーディネーターの設置や活動支援をはじめ各市
町村、（社）日本臓器移植ネットワーク、（公財）大阪腎臓バンク、患者
団体などとの協力・連携して普及啓発活動などの対策に取り組んでい
る。
○臓器移植については普及啓発活動により法改正の趣旨・内容や移
植に関する知識は周知されつつあるものの、実際の提供件数の増加
に繋がっていないのが現状であり、提供件数をいかに増やしていくか
が課題となっている。

○腎臓移植希望者数と移植例数の推移
 
        移植希望登録者数   提供者数    移植例数（件）

H25年度     667人       1人        8件

H26年度     681人       8人        12件

H27年度     687人       6人        11件

出典：日本臓器移植ネットワークホームページ

⇒府内の腎臓移植例数は、H25年度とH27年度を比較すると順調に増加した

○臓器提供意思表示カードに関する意識調査（全国）
 出典：日本臓器移植ネットワーク調査データ
 
 ①意思表示しいる人の割合
  H25年度： 11.1％
  H26年度： 11.1%
  H27年度： 11.6%
 ②運転免許証の裏面に提供の意思を記入している人の割合
  H25年度： 7.3％
  H26年度： 9.1%
  H27年度： 9.2%
 ③臓器提供の意思表示をしたいと考えている人の割合
  H25年度： 26.6％
  H26年度： 26.6%
  H27年度： 30.7%
 ④脳死後でも心停止後でも臓器提供しても良いと考えている
 人の割合
   H25年度： 65.0％
   H26年度： 60.5%
   H27年度： 64.4%
⇒各データから国民の臓器移植への理解が年々深まってきていると考えられる。

【現 状】

◆「改正臓器移植法」が平成22年7月に全面改正され、本人が
生前に意思表示していなくても家族の同意により、脳死下での
臓器提供が可能となった。

◆平成27年度の臓器提供件数は、脳死下で58件、心臓停止
後で33件の合計91件

◆平成27年度の臓器移植件数は、315件
出典：日本臓器移植ネットワークホームページ

◆移植希望登録者数（H28年9月30日現在）
 心臓：493人 肺：311人 肝臓： 356人
 腎臓：12,661人 膵臓：201人  小腸：5人  合計13,859人
 出典：日本臓器移植ネットワーク「日本の移植事情」

【課 題】

◆移植を希望する方のうち、実際に臓器移植を受けることが
できるのはわずか２％であり、臓器提供件数の増加させていく
必要がある。
◆諸外国と比べて臓器移植件数は突出して低い
 100万人あたりの臓器提供者数
 日本：0.7人
 韓国：8.4人
 アメリカ：26.0人
 フランス：25.5人
◆日本人の臓器提供に関する意識は高い
・脳死及び心停止後でも臓器提供して良い  63.4%
・心停止後のみ臓器提供して良い        27.2%
・提供したくない                                            9.4％
◆しかしながら、臓器提供の意思表示をしていない人の割合
は、44.2%と高く臓器提供に前向きな意見が多い割に意思表示
割合が低いことのギャップが生じている。
◆臓器提供数を増加させるためには、臓器提供の意思表示に
結びつく、普及啓発活動が重要となる。

 出典：日本臓器移植ネットワーク「日本の移植事情」

概ね計画どおり

第６次大阪府保健医療計画中間評価



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

国において、H25年12月「難病対策の改革に向けた取組について」
が取りまとめられる。H26年5月「難病の患者に対する医療等に関
する法律」（以下、「難病法」という。）が成立、H27年1月同法施行。
これに伴い、対象疾病（指定難病）が56から110疾病となり、H27年
7月には306疾病となった。
H29年4月には24疾病が加わり、330疾病となる予定。

大阪府における指定難病受給者数は約7万人（平成28年3月末時
点）。
指定難病の申請者数は、増加傾向にあり、H26年からH27年にか
けての受給者数の減少は、難病法の医療費助成に係る制度変更
等による影響が考えられる。

・府保健所では、ガイドライン・マニュアルに基づき、患者訪問等の
個別支援と、難病に関わる専門家による講演会等の集団支援を実
施。
 【府保健所における訪問実績】
 Ｈ25年度：5,538回 Ｈ26年度：4,852回 Ｈ27年度：4,330回
 【府保健所における面接実績】
 Ｈ25年度：16,756回 Ｈ26年度：13,491回 Ｈ27年度：15,431回
 【府保健所における講演会実績】
 Ｈ25年度：36回 Ｈ26年度：17回 Ｈ27年度：17回
 ※H25年度は13保健所、H26 年度以降は12保健所の合計
・H28年度には、患者会との協同で、これまで講演会のテーマにあ
がらなかった疾患のうち、府内の受給者数が120名未満の疾患に
ついて講演会を実施。
・医療費助成の対象疾患の増加に対応するため、H27年度にガイド
ラインの改訂を行い、H28年度から運用。

・患者訪問等の個別支援を実施することにより、患者家族のQOLを
高め、難病患者を支援する関係機関との連携を進めることができ
た。
・H28年度には、患者会との協同で、これまでテーマとならなかった
希少疾患に関する講演会を実施し、疾病理解の促進及び府民へ
の啓発を行うことができた。

・難病の多様な特性に対応した患者訪問と患者面接を継続して実
施し、重度なケアを要する患者への支援については、大阪難病医
療情報センターを活用しながら進めていくことが必要。
・患者自身が生活の質を維持・向上させる知識を持つことができる
よう講演会を継続していくことが必要。
・H28年度から運用しているガイドライン・マニュアルは、医療費助
成の対象疾患の増加に対応するために改訂したものである。H29
年度は、難病法の基本理念に沿って、新たなガイドラインの策定に
向けて検討する予定。

・地域における課題の解決を目指し、保健所単位や二次医療圏毎
に、難病患者の生活を支える医療・介護・福祉関係機関等を対象と
した研修会や、それぞれの機関が連携できるよう会議を実施。
 【府保健所における研修会の実績】
 Ｈ25年度：36回 Ｈ26年度：26回 Ｈ27年度：27回
 【府保健所における会議の実績】
 Ｈ25年度：38回 Ｈ26年度：30回 Ｈ27年度：23回
 ※H25年度は13保健所、H26 年度以降は12保健所の合計
・災害時における支援体制の整備として、人工呼吸器等の医療的
ケアが必要な在宅難病患者のリストを作成し、保健所において定
期的な状況把握を行うとともに、非常災害時に備え、療養状況に
関する情報を市町村等の関係機関と共有し、連携を図った。

・研修会や会議を通じ、保健所単位や二次医療圏毎など、地域の
状況に応じた療養支援体制整備が進みつつある。
・個別支援や会議を通して、市町村等関係課と災害時における支
援体制の整備について、連携の重要性を共有することができた。

・難病法で「地域のおける難病患者への支援体制に関する課題に
ついて情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図り、地域の
実情に応じた体制の整備を行う」ことを目的に「難病対策地域協議
会」を設置することが明記された。府においても、「難病対策地域会
議（仮称）」をH29 年度に設置し、体制の整備を図ることが必要。
・災害時における支援については、市町村が作成している災害対
応マニュアルを参考にしながら、難病の多様な特性に対応できるよ
うに支援体制を整備していくことが必要。

・要支援事例検討会を継続して実施。
 【府保健所における個別事例検討会議の実績】
 Ｈ25年度：1,736回 Ｈ26年度：1,666回 Ｈ27年度：1,557回
 ※H25年度は13保健所、H26 年度以降は12保健所の合計
・難病法施行に伴う疾病の増加とともに、より希少な難病や遺伝性
の難病が対象となったことから、患者ニーズが多様化しており、医
療を含めた専門的なケアが必要な患者への保健所保健師の支援
において、大阪難病医療情報センターを活用して実施。
・毎年、保健師対象の研修会の実施及び国立保健科学院の研修
へ保健師を派遣。派遣後は、保健師対象の研修で報告を実施。

・要支援事例検討会を通して、保健所として支援方針を決定し、支
援方針に基づく、難病患者支援を実施することができた。
・大阪難病医療情報センターを活用することで、専門的なケアが必
要な患者に対する保健師支援を行うことができた。
・研修会を通じ、難病患者支援の質を向上することができた。

・難病法の施行により、医療費助成の対象疾患が増加し、より希少
な難病や遺伝性の難病が対象となった。要支援事例検討会等を通
して、患者ニーズの多様化に合わせた支援を検討し、実施していく
ことが必要。
・重度なケアを要する患者への支援については、大阪難病医療情
報センターを活用しながら、進めていくことが必要。
・保健師対象の研修会及び国立保健科学院の研修への派遣を継
続し、国における難病対策の方向性に合わせて、難病患者支援の
質を高めていくことが必要。

・H24年6月に成立した障害者総合支援法では、障害者の定義に
「難病等」が追加され、難病患者が法に基づく障害福祉サービス等
の対象となり、H27年4月の介護保険法改正が行われた。
・難病患者が適切な福祉サービスを受けられるよう、府保健所は
各市町村と連携した個別支援及び、障がい福祉サービス提供事業
所等を対象に会議や研修会、要支援事例検討会を実施。

・個別支援はもとより、障がい福祉サービス提供事業所等を対象と
した会議や研修会、要支援事例検討会を通して、行政及び障害福
祉サービス提供事業所等との連携が深まった。

・難病法の基本方針の一つとして「福祉サービスの提供者は、人工
呼吸器を装着する等の医療的ケアが必要な難病の患者の特性を
踏まえ、訪問診療、訪問看護等の医療系サービスと連携しつつ、
難病の患者のニーズに合ったサービスの提供に積極的に努めるこ
と」が示されている。
・難病法の基本方針に基づき、行政及び障害福祉サービス提供事
業所等との連携をより推進することが必要。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（４）その他の対策 難病対策  

第６次計画策定時の現状と課題

概ね計画どおり

大阪府保健所においては、「大阪府保健所における難病対策事業ガイド
ライン・難病患者支援マニュアル」（以下、「ガイドライン・マニュアル」とい
う。）に沿って難病対策事業を進めている。

（ア） 訪問指導・交流会等集団支援事業の充実
・訪問等個別支援はガイドライン・マニュアルに沿って実施。
・ガイドラインに沿った保健所の難病対策の向上、指導と支援内容の充
実が課題。
・集団支援事業については、保健所ごと、近隣保健所や2次医療圏の保
健所が協働して、患者対象講演会を実施（1保健所あたり年2回）
・難病の中でも特に患者数の少ない患者の集団支援の実施について、
検討が必要。

（イ） 地域における療養支援体制の整備
・各保健所や2次医療圏単位で、地域医師会、医療・介護関係機関、市
町村等の関係者からなる協議会や研修会を開催。
・地域の課題共有と地域ケアネットワークの構築の推進が必要。
・災害時における対応は、日ごろから市町村等関係機関と連携し、特に
在宅重症難病患者の支援について情報の共有を図っていく。

（ウ） 保健師等の専門性の向上
・保健師が難病患者の療養生活におけるコーディネーターの役割を果た
すため、保健所の要支援事例検討会で課題解決に向けた検討を実施。
・保健師の資質向上のため、難病に関する医学的知識や、医療・看護・
介護・福祉に関する知識、地域関係者との連携するための技術の習得
が継続して必要。
・難病に関するより専門的な情報と患者支援に関する技術を持つ大阪
難病医療情報センターが保健所保健師活動の支援を実施。
・大阪難病医療情報センターの機能充実が必要。

（エ） 難病患者に対する福祉サービスの充実
・H24年度末まで、難病患者の日常生活用具（吸入器、吸引器等）の給
付は国の実施要綱に基づいて実施。
・保健師は、個別支援の中で、必要時制度の紹介と給付のための調整
を実施。
・平成25年度にスタートする障害者総合支援法に基づく適切なサービス
提供が必要。



２（５）その他の対策 骨髄移植推進対策

第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

第６次大阪府保健医療計画中間評価

（ア）普及啓発の推進

○平成24年3月時点において、ドナー登録者累計数は1
万5千を越えているが、対象人口千人あたりにおける登
録者数は、全国的にみても低値であるため、骨髄移植に
対する正しい理解と普及啓発を図る必要がある。

○計画策定時の骨髄ドナー登録者数
                １５，４７３人
○移植希望者数
                    １００人
               累計２，１２０人
 
（イ）医療提供体制の整備
○骨髄移植は、医療機関において適切な時期に行わね
ば患者を救うことができないため、骨髄移植施設の拡大
に努める必要がある。

○骨髄移植施設数
 １２施設１８診療科
○骨髄件数
 １０５５件
○骨髄採取数
  ９７７件
【出典：日本骨髄バンクＨＰ： 提供希望者都道府県別登
録者
数データ】

（普及啓発の推進）
○骨髄バンク事業の普及啓発にかかる協力体制を確保
するため、関係機関（NPO法人関西骨髄バンク推進協
会）と情報交換や意見交換を行った。
【情報交換回数】
 平成２５年度：３回
 平成２６年度：３回
 平成２７年度：３回

○毎年10月の「推進月間」には、普及推進キャンペーン
パンフレット、リーフレットの配布による普及・啓発を行っ
た。
【開催実績】
 平成２５年度：３回（堺まつり他２回）
 平成２６年度：３回（    〃    )
 平成２７年度：３回(        〃     ）

○主要ターミナル駅等での集団登録会や４保健所 (池
田・寝屋川・四條畷・富田林）において、骨髄ドナー登録
の受付を行い、骨髄ドナー確保の推進を図った。

【骨髄ドナー登録の受付回数】
 平成２５年度：４４５回
 平成２６年度：３８５回
 平成２７年度：２０５回

（医療提供体制の整備）
○骨髄移植施設に係る施設整備補助金（国庫補助事
業）に際し、補助事業事業者からの申請を厚生労働省に
進達することにより施設整備を促した。
【進達実績】
 平成２５年度：１回（松下記念病院）
 平成２６年度：１回（府中病院)
 平成２７年度：０

普及啓発に取り組んだ結果、下記の各指標で順調に数値が増加し
ている。

（普及啓発の推進）
 ○骨髄ドナー登録者数
                ２１，２８３人
 ○移植希望者数
                     ８５人
               累計２，８１３人
 
（医療提供体制の整備）
○骨髄移植施設数
 １２施設１８診療科
○骨髄件数
 １，３８９件（３３４件増加）
○骨髄採取数
  １，２８３件（３０６件増加）
【出典：日本骨髄バンクＨＰ： 提供希望者都道府県別登録者数デー
タ】

○施設・整備の新設・更新
 平成２５年度：松下記念病院、大阪赤十字病院
 平成２６年度：府中病院
 平成２７年度：なし
 平成２８年度：近畿大学

【現 状】
○骨髄移植は、白血病や重症の再生不良性貧血などの難
治性血液疾患に対する有効な治療法である。
○日本では毎年新たに約１万人以上の方が白血病などの血
液疾患を発症していると言われており、そのうち骨髄バンク
を介する移植を必要とする患者は、毎年2千人程度いる。

○平成28年11月末時点での骨髄バンクのドナー登録者累計
数は、大阪府内で2万1千人（全国で約46万5千人）と年々増
加傾向にあり、新規登録者数も純増傾向にあるものの対象
人口千人あたりにおける登録者数は5.12人（全国平均8.27
人）となっている。

○しかしながら、ドナー候補者の健康状態などによっては骨
髄液などの提供ができない場合もあるため、HLA型が適合
するドナー候補者が見つかったとしても移植を受けられない
場合があるのが現状である。
○大阪府では、池田保健所他3保健所及び主要ターミナル
駅でのドナー登録の受付を行っている。

【課 題】
○大阪府の骨髄移植希望者数は、平成28年11月末時点で、
85人（全国2位）存在する一方で、ドナー登録者数を対象人
口千人あたりでみると5.12人（全国44位 全国平均 8.12人）
となっていることから、骨髄移植に対する理解と啓発を行いド
ナー登録者数を増加させる必要がある。

【出典：日本骨髄バンクＨＰ： 提供希望者都道府県別登録
者数データ】

概ね計画どおり



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（６）その他の対策 アレルギー対策 

第６次計画策定時の現状と課題

（ア）花粉症
○大阪府ホームページに、「大阪府の花粉症総合ページ」を開設し、
花粉の飛散状況、予防対策等について啓発を実施しました。

（イ）食物アレルギー・アトピー性皮膚炎
○アレルギーに関する普及啓発事業として「食物アレルギー」及び「ア
トピー性皮膚炎」をテーマに講演会を実施した。
◆日  時： 平成成２９年３月１１日（土曜日）１３時から１６時まで
◆場  所： 大阪東京海上日動ビルディング ２階 大会議室
◆講演内容： 専門医による最新の治療方法や対処法などの講演
◆講  師： 大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター小児科 主任
部長 亀田 誠氏
            〃             皮膚科 主任部長 片岡
葉子氏
◆参加人数： ２４０名
○食品衛生監視指導計画に基づき、食品製造施設に対して原材料の
使用状況確認、アレルギー物質のコンタミネーション（意図せず混入）
防止対策について監視指導を実施しました。
○流通する食品に対し検査を実施し、アレルギー表示が適正である
かの点検を実施しました。

 （ウ）その他アレルギー疾患全般
○アレルギー疾患に関する適切な相談を行うため、担当職員が「リウ
マチ・アレルギー相談員養成研修会」（日本予防医学協会主催：厚生
労働省補助事業）を受講するなど、府民のアレルギー相談に対応でき
る人材の養成を図りました。
○市町村にアレルギーに関する取組状況について調査し国に報告し
ました。
○国やアレルギー関係団体から最新の情報を収集し市町村に提供し
ました。

（ア）花粉症
  ・花粉症に関する知識や予防対策や、花粉の飛散状況など情報発
信することにより府民の花粉症予防に寄与した。

 【参考】府ＨＰに「大阪府の花粉症総合ページ」へのアクセス数
 H25年度   12,469件
 H26年度   10,674件
 H27年度    7,585件
 H28年度    3,009件
 ※H28年度は11月末時点で集計
 ・日本アレルギー協会とも連携し啓発媒体（パンフレットなど）を講演
会の機会に府民に配布するなど普及啓発が図れた。
【配布媒体】
・適格な花粉症の治療のために  250部

（イ）食物アレルギー・アトピー性皮膚炎
 ・講演会を通じて、府民への普及啓発が図れた。
 参加者 ２４０名
 ・日本アレルギー協会とも連携し啓発媒体（パンフレットなど）を講演
会の機会に府民に配布するなど普及啓発が図れた。
【配布媒体】
・よくわかるアトピー性皮膚炎
・よくわかる食物アレルギー
各250部

（ウ）その他のアレルギー疾患全般
 ・担当職員2名がアレルギー疾患について府民への正しい知識の普
及のため必要な知識を習得し、府民からの相談体制を整備した。
・日本アレルギー協会とも連携し啓発媒体（パンフレットなど）を講演
会の機会に府民に配布するなど普及啓発が図れた。
【配布媒体】
・子どものぜん息ハンドブック 250部

【現 状】
○現在、我が国では、全人口の約２人に１人が何らかのアレル
ギー疾患に罹患していると推定されており（気管支喘息が国民全
体では約８００万人、花粉症を含むアレルギー性鼻炎は国民の４
０％以上、アトピー性皮膚炎が国民の約１割）、アレルギー疾患対
策に対する国民の関心は非常に高まっている。
出典：厚生労働省「アレルギー疾患対策の方向性」

○府内の児童・生徒のうちアレルギー性鼻炎をはじめとする鼻・副
鼻腔疾患の症状を示す者の割合は、幼稚園で5.9％、小学校
13.7%、中学校10.1％、高等学校4.7％となっており、幼稚園では平
成18年度以降、最高となっている。

○府内の児童・生徒のうちアトピー性皮膚炎の症状を示す者の割
合は、幼稚園で3.0％、小学校1.7%、中学校1.9％、高等学校2.3％
となっており、全国と比較すると、3歳及び17歳を除くすべての年齢
で全国平均値を下回っている。

○府内の児童・生徒のうち喘息の症状を示す者の割合は、幼稚園
で1.5％、小学校2.0%、中学校2.2％、高等学校2.1％となっており、
全国と比較すると、15歳から17歳を除くすべての年齢で全国平均
値を下回っている。

出典：平成28年度大阪の学校保健統計調査速報

⇒現在、大阪府内のアレルギー疾患罹患者数は、不明だが、上
記のデータからも府民の多数が何らかのアレルギー疾患に罹患し
ているものと推測できる。

【課 題】
○アレルギー疾患は、効果的な対処療法はあるものの、根治的療
法が確立されていないことから、患者のQOLの維持・向上が図ら
れていない。

○アレルギー疾患については、症状が多様なうえ、治療方法もさ
まざまなことから民間療法も含めて膨大な情報が氾濫している。

⇒以上のことからも府民への相談体制の確保や情報提供体制の
整備、正しい知識の普及・啓発が重要となる。

概ね計画どおり

（ア）花粉症
○花粉症は、花粉が原因で起こるアレルギー性鼻炎などのア
レルギー疾患の総称で、６人にひとりは花粉症であると言わ
れるほど患者は多い。
○花粉症は、適切な予防策や治療を行うことで、症状を軽減
することが可能であるため、正しい知識を持つことが重要

（イ）食物アレルギー
○食物アレルギーは、食物によって生じる異常な反応のうち
アレルギー反応を介するもので、体のいろいろな部分で反応
が現れ、軽い場合もあるが、呼吸困難や血圧低下など命に係
わる場合もある。
○食物アレルギーの治療･予防のためには、原因食物の特定
とその除去が重要で、卵、乳、小麦、落花生、ソバ、えび、か
にの７品目が特定原材料として食品への表示が食品衛生法
で義務付けられている。

（ウ）アトピー性皮膚炎
○アトピー性皮膚炎は増悪・寛解を繰り返す痒みを伴う特徴
的な皮疹と分布を示す慢性疾患で、原因や根本的な治療方
法が不明な上、不確実な情報の氾濫や保護者の不安の増大
等、社会的影響が深刻化している。
アトピー性皮膚炎は４ヶ月から６歳では12%前後認め、成人の
アトピー性皮膚炎も20～30歳代で９％前後の頻度で認められ
ることが明らかとなっている（アトピー性皮膚炎治療ガイドライ
ン2008）。

（エ）その他のアレルギー疾患
気管支喘息、薬物アレルギー、ハチアレルギー、蕁麻疹、接
触皮膚炎、職業に関連するアレルギーなどがあるが、それぞ
れアレルゲンの予防と対策が重要となる。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

①全大阪よい歯のコンクールを実施し、歯と口の健康づくりの普及啓発を
行った。
【事業実施期間：平成25年度～、実績：4回】
②間食内容を工夫し時間を決めて飲食する適切な食習慣を身につけさせ
るよう、啓発冊子を作成・配布し、普及啓発を行った。
【事業名：生涯歯科保健推進事業、事業実施期間：平成25年度～、実績：歯
と口の健康づくり小読本、歯科口腔保健計画ダイジェスト版の作成】
③乳幼児歯科保健に係る歯科保健関係者を対象にした資質向上のための
歯科口腔保健推進研修会等の研修を実施した。
【事業名：大阪府歯科口腔保健計画推進事業、実施期間：平成26年度～、
実績：大阪府歯科口腔保健推進研修会参加者数71人（平成27年度）】

1歳6か月児のむし歯のない者は0.3%増加（H24：98%からH26：98.3%）、3歳児
のむし歯のない者は1.8%増加（H24：79.5%からH26:81.3%）しており、いずれも
の年齢においてもむし歯のない者の割合は増加した。
【出典：平成26年度大阪府市町村歯科口腔保健実態調査】

大阪府の3歳児のむし歯のない者は81.3%と全国平均値
（82.3％：平成26年度乳幼児歯科保健事業実施状況調査）よ
りも1.0%低い。
むし歯のない者の割合の地域間の差は、1歳6か月児では
97.8％～98.9％と約1％、3歳児では77.7％～84.0％と約6％と
なっている。
【出典：平成26年度大阪府市町村歯科口腔保健実態調査】

①歯と口の健康づくりについての理解を深めるため保護者・児童・生徒に
対し、また、市町村教育委員会や関係機関に対し、健全な発達支援を含め
た情報提供を府ホームページにより行った。
【事業実施期間：平成25年度～ 実績：HP随時更新】
②歯科疾患の予防の重要性について児童・生徒に意識づけを図るため、
図画ポスターコンクールにおいて、歯と口の健康づくりの普及啓発を行っ
た。
【事業実施期間：平成25年度～ 実績：3回 関連団体：市町村教委、大阪
府歯科医師会、大阪府学校歯科医会等】
③むし歯抑制効果の報告があるフッ化物応用の重要性について啓発冊子
を作成・配布し、普及啓発を行った。
【事業名：生涯歯科保健推進事業、事業実施期間：平成26年度～、実績：歯
と口の健康づくり小読本、歯科口腔保健計画ダイジェスト版の作成】
④地域における学校歯科保健の課題に対応できるよう歯科保健関係者を
対象に大阪府歯科口腔保健推進研修会を実施した。
【事業名：大阪府歯科口腔保健計画推進事業、実施期間：平成26年度～、
実績：参加者数71人（平成27年度）】

中学生（12歳）のむし歯のある者は0.3%減少（H22：44.0%からH26：43.7%）、
高校生（16歳）のむし歯のある者は9.8%減少（H22：59.3%からH27:49.5%）して
おり、いずれもの年齢においてもむし歯のある者の割合は減少した。
【出典：平成26年度学校保健統計調査】

高校生（16歳）のむし歯のある者は9.8%減少（H22：59.3%から
H27:49.5%）しており、いずれもの年齢においてもむし歯のある
者の割合は減少傾向にあるものの、引き続きむし歯のある者
の減少が課題
【出典：平成26年度学校保健統計調査】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（７）その他の対策 口腔保健・歯科医療対策 

第６次計画策定時の現状と課題

（ア）口腔保健
ａ．妊産婦・乳幼児
1歳6か月児健康診査のう蝕有病児率は全国平均を下回ってい
るが、３歳児健康診査のう蝕有病児率については、全国平均よ
り0.2％悪い状況である。
【参考】
○1歳6か月児健康診査のう蝕有病児率
 ・全国2.5％、大阪府2.3％（Ｈ21年度：厚生労働省調べ）
○3歳児健康診査のう蝕有病児率
 ・全国23.0％、大阪府23.2％（Ｈ21年度：厚生労働省調べ）

計画どおり

①口腔衛生管理の重要性について普及啓発に努めるとともに、口の機能
の向上のために必要な知識について啓発冊子を作成・配布し、普及啓発を
実施した。
②歯ブラシ、歯間部清掃用器具（デンタルフロス、歯間ブラシ等）の使用に
ついて啓発冊子を作成・配布し、普及啓発を実施した。
③喫煙、糖尿病等と歯周病に関する知識について、市町村や大阪府歯科
医師会等、関係機関と協働し、普及啓発媒体等を活用し、情報提供を実施
した。
【①～③事業名：大阪府歯科口腔保健計画推進事業、事業実施期間：平成
26年度～、実績：歯と口の健康づくり小読本、歯科口腔保健計画ダイジェス
ト版の作成】
④学生に対し生涯にわたる歯科口腔保健の重要性について意識づけを行
うため大学・短大・専修学校における保健担当者に研修会を実施した。
【事業名：8020運動推進特別事業、事業実施期間：平成25年度～、実績：研
修会参加23校】
⑤むし歯や歯周病を早期に発見し、早期に治療を受けるようにするため、
市町村で実施している成人歯科健診受診の必要性について、府ホーム
ページ等を利用した情報提供を行った。
【事業実施期間：平成25年度～、実績：HP随時更新】
⑥地域の成人期・高齢期における歯科保健の課題解決方法等、成人期・高
齢期の歯科保健に係る歯科保健関係者を対象にした資質向上のために講
習会等を実施した。
【事業名：在宅寝たきり老人等訪問歯科事業、事業実施期間：平成25年度
～27年度、実績：開催132回（平成27年度）】

健康増進事業として40歳以上を対象に歯周病の集団健康教育を実施して
いる市町村は、平成2１年度は２８市町村、平成26年度は２６市町村となっ
た。また、歯周病を重点健康相談として実施している市町村は、平成2１年
度は２６市町村で、平成26年度も２６市町村となった。さらに、歯周病検診の
未実施の市町村が平成2１年度は１市町村で、平成26年度は２市町村と
なった。
【出典：Ｈ26年度：地域保健・健康増進事業報告、大阪府市町村歯科口腔
保健実態調査】

ｃ．成人・高齢者
成人期の歯の喪失予防と口腔機能の維持のため、府内市町村
において健康増進事業として40歳以上対象に集団健康教育
（歯周疾患）、重点健康相談（歯周疾患）、歯周疾患検診を実施
しているが、実施していない市町村がある。
【参考】
40歳以上の府民を対象とした健康増進事業の実施状況
○「集団健康教育（歯周疾患）」未実施の市町村
  35％（Ｈ21年度：地域保健・健康増進事業報告）
○「重点健康相談（歯周疾患）」未実施の市町村
  40％（Ｈ21年度：地域保健・健康増進事業報告）
○「歯周疾患検診」未実施の市町村
  ２%（Ｈ21年度：大阪府生涯歯科保健推進事業調べ）

（ア）口腔保健
ｂ．児童、生徒
中学校及び高等学校のう蝕有病児率は全国平均を下回ってい
るが、小学校のう蝕有病児率は全国より0.6％悪い状況である。
【参考】
○小学校のう蝕有病者率
 ・全国59.6％、大阪府60.2％（Ｈ22年度：学校保健統計調査）
○中学校のう蝕有病者率
 ・全国50.6％、大阪府48.9％（Ｈ22年度：学校保健統計調査）
○高等学校のう蝕有病者率
 ・全国60.0％、大阪府58.8％（Ｈ22年度：学校保健統計調査）

・40歳以上を対象とした歯周疾患に関する集団健康教育や重
点健康相談を実施しているが、40歳歯周病の罹患状況が改
善していない。

【参考】
○40歳における歯周病治療が必要な者の割合
平成24年度：43.5% 平成26年度：45.0%

・過去１年間に歯科健診を受診した者の割合が少ない。

1歳6カ月むし歯のない者 H26年度
豊能 98.7
三島 98.9
北河内 98.4
中河内 98.8
南河内 97.8
泉州 98.0
大阪市 98.0
堺市 98.6

3歳むし歯のない者 H26年度
豊能 84.0
三島 83.5
北河内 81.5
中河内 81.9
南河内 80.5
泉州 77.7
大阪市 81.1
堺市 80.3

H26年度

49.3

29.0

59.0

39.7

33.8

40.7

48.3

44.7

豊能

歯周病治療が必要な者

三島

北河内

中河内

南河内

泉州

大阪市

堺市
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２（７）その他の対策 口腔保健・歯科医療対策 

第６次計画策定時の現状と課題

同上 80歳で自分の歯を20本以上有する者の割合は、国民健康・栄養調査で調
査予定

同上

① 要介護者、障がい者の介護にあたる施設職員に対し、研修会を実施し
口腔ケア及び定期的な歯科健診とその後の管理の重要性についての情報
提供を行った。
【事業名：認知症対応施設歯科口腔保健推進事業、実施期間：平成26年度
～、実績：実施地区数16地区（平成27年度）】
②介護にあたる施設職員に対し、歯科健診の重要性について普及啓発を
図るとともに、口腔ケアに関する研修会を実施した。
【事業名：在宅寝たきり老人等訪問歯科事業、事業実施期間：平成25年度
～、実績：開催132回（平成27年度）】
③歯科保健に関する最新の情報や国の動向等の情報収集に努め、市町
村、関係機関への情報提供を研修会等により行った。
【事業名：大阪府歯科口腔保健計画推進事業、実施期間：平成26年度～、
実績：大阪府歯科口腔保健推進研修会参加者数71人（平成27年度）】

平成28年度介護老人保健施設における定期的な歯科健診の実施率29.5％
【出典：平成28年度府内の介護老親保健施設における歯科保健の取り組
みについての調査】

介護老人保健施設における定期的な歯科健診の実施率につ
いて平成24年度17.3%から平成28年度は29.5％と向上した
が、引き続き、低い状況である。
【出典：平成24・28年度府内の介護老人保健施設における歯
科保健の取り組みについての調査】

【参考】
○歯科衛生士による訪問指導の実施報告があった市町村
  10%（平成27年度：健康増進事業報告）

ｃ．成人・高齢者
80歳で自分の歯を20本以上有する者の割合は、29.6％であり、
多くの府民が達成できていない。
【参考】
○80歳で自分の歯を20本以上有する者の割合
  29.6％（Ｈ22年度：「大阪府健康増進計画」中間評価）

d．障がい者
障がい者歯科診療施設が設置されているが、これらの施設の
地域的偏在の解消が課題である。
障がい者が身近な診療所で歯科診療を受けられるよう、障がい
者歯科診療に従事する歯科医師、歯科衛生士の確保に課題が
ある。

◆障がい者の口腔保健
①発達障がい者施設、高次脳機能障がい者施設で口腔ケアに携わる看護
師、保健師、施設職員等に事前研修並びに実地研修を実施した。
【事業名：発達障がい・高次脳機能障がい者等8020運動推進特別事業、実
施期間：H23～H25、実績：研修会11地区（平成25年度）】

◆障がい者歯科診療体制の確保
①大阪府における障がい者の拠点施設として障がい者歯科診療センター
を運営（委託）した。
【事業名：障がい者歯科診療センター運営委託、実施期間：S49～、実績：
診療日数141日（平成27年度）】

②府内の障がい者歯科診療機関に対して、人件費の一部を補助した。
【障がい者歯科診療施設補助事業、実施期間：S49～、実績：5か所（平成
27年度）】

③堺市重度障害者歯科診療所の設備更新、患者紹介・逆紹介を図るため
のネットワークづくりを推進した。
【事業名：障がい者歯科診療ネットワーク構築事業、実施期間：平成25年
度、実績：講演会および研修会83回（平成25年度）】

◆障がい者の口腔保健
①発達障がい者施設、高次脳機能障がい者施設で口腔ケアに携わる看護
師、保健師、施設職員等に事前研修並びに実地研修を実施した。
【事業名：発達障がい・高次脳機能障がい者等8020運動推進特別事業、実
施期間：H23～H25、実績：研修会受講者延べ296人（平成25年度）】

②平成28年度障がい児者入所施設における定期的な歯科健診の実施率
63.9％
【出典：平成28年度府内の障がい児者入所施設における歯科保健の取り
組みについての調査】

◆障がい者歯科診療体制の確保
①障がい者歯科診療センターの運営
 【実績：延べ診療人数3,231人（平成27年度）】

②障がい者歯科診療施設への補助
 【実績：延べ診療人数4,567人（平成27年度）】

③堺市重度障害者歯科診療所の設備更新、患者紹介・逆紹介を図るため
のネットワークづくりを推進した。
【事業名：大阪府歯科口腔保健計画推進事業、実施期間：平成25年度、実
績：講演会および研修会受講者延べ788人（平成25年度）】

◆障がい者の口腔保健
障がい児者入所施設における定期的な歯科健診の実施率は
63.9%となっており、約半数の施設しか実施できていない状況
である。
【出典：平成24年度府内の障がい者（児）入所施設における歯
科保健の取り組みについての調査】

◆障がい者歯科診療体制の確保
 （イ）歯科医療に整理

ｅ．在宅療養者・要介護者・難病患者
在宅で口腔保健指導が必要である者及びその家族等に対し歯
科衛生士による訪問指導を健康増進事業として実施している市
町村が、全体の21％に過ぎない。
【参考】
○歯科衛生士による訪問指導の実施報告があった市町村
  21%（平成21年度：健康増進事業報告）



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

２（７）その他の対策 口腔保健・歯科医療対策 

第６次計画策定時の現状と課題

（イ）歯科医療
①循環器疾患、糖尿病等の基礎疾患を持ち、医学的全身管理
下における歯科診療が必要な患者、摂食嚥下障がい等を有す
る患者の増加に対応するため、医療・介護分野等の他職種との
連携
②地域連携の中で、口腔ケア、顎口腔機能リハビリテーションと
共に歯科医療の位置づけ
③在宅療養者に対する歯科医療の充実
④休日および年末・年始歯科診療体制の確保
⑤夜間緊急歯科診療体制の確保

◆医科・歯科・介護連携強化研修会受講者数：延べ1,747人（平成24～25年
度）

◆摂食嚥下障害対応可能人材育成事業研修会
 参加者数：32人 （平成27年度）

◆在宅歯科ケアステーションへの相談件数1,245件（平成27年度）

◆夜間緊急歯科診療
  受診者数：5,249人（平成27年度）

（イ）歯科医療
（１）在宅歯科医療体制の確保
 １．在宅歯科医療を担う人材が不足
 ２．摂食嚥下障害に対応できる歯科医療従事者が不足
 ３．医療・介護分野等の他職種との連携推進が不足
（２）医科・歯科連携の推進が不十分
（３）歯科医療従事者の資質向上
（４）緊急歯科診療体制の確保
（５）障がい者歯科診療体制の確保
（６）安全な歯科医療提供体制の確保

◆医療、看護、介護機関に対して、在宅等療養者の口腔ケアについての周
知および広報、啓発研修等を継続して実施した。（①③）
【事業名：医科・歯科・介護連携強化事業、実施期間：平成24～25年度、実
績：延べ22地区（平成24～25年度）】
≪再掲：歯科医師の人材育成≫

◆在宅での摂食嚥下障害対応可能な歯科医師の人材育成を図るため、歯
科医師の資質向上を図る研修会を開催した（一社）大阪府歯科医師会に対
して、その費用の一部を助成した。（①③）
開催回数：32回【平成27年度】
≪再掲：歯科医師の人材育成≫

◆在宅要介護者における歯科口腔保健の向上を図るため、地域における
歯科と他分野との連携体制を推進するため、在宅歯科ケアステーションを
設置した。（①③）
【事業名：在宅歯科医療連携体制推進事業、事業実施期間：平成26年度
～、実績：在宅歯科ケアステーション設置16地区（平成27年度）】
≪再掲：在宅医療の推進≫

◆休日および年末・年始歯科診療体制の確保については、大阪府歯科医
師会及び市町村保健センターが実施しており、毎年度大阪府ホームページ
に情報を公開した（④）

◆夜間緊急歯科診療体制の確保に係る事業を実施する（一社）大阪府歯
科医師会に対して、その費用の一部を補助した。
【事業名：夜間緊急歯科診療体制確保事業、事業実施期間：平成26年度
～、実績：診療日数366日（平成27年度）】



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○医薬品等の情報を共有するためのツールの一つであ
るお薬手帳を電子化する事業を実施。
【事業名：大阪府医療連携に係る服薬情報管理活用事
業、ＩＣＴを活用した薬薬連携ネットワーク事業（通称「大
阪ｅ－お薬手帳事業」）、事業実施期間：平成24年度～
26年度】

○かかりつけ薬局の機能強化を図るため、薬局が府民
への健康サポートを行えるようモデル事業を実施【事業
名：薬局薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業、事
業実施期間：平成26年度～平成27年度】

○お薬手帳の交付率が増加（H25：86%）
 お薬手帳の持参率が増加（H25：47%）
○重複投与等を未然に防げた割合の増加（H25：12.6%）
【出典：平成25年度大阪府調査結果】

○健康情報拠点推進事業
 薬局から健康情報（血圧、喫煙、特定健診受診）を発
信
 → 受診につながったとの報告あり（事業報告より）
（実施内容【平成27年度】）
 ・協議会の開催（年２回、協議会参加機関：大阪府薬剤
師会、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府栄養
士会、患者代表、学識経験者、医薬品メーカー代表
等）
 ・研修会の開催（年１回：637名）
 ・啓発用資材の作成（４種類、20枚×637薬局）
 ・薬局向け説明用マニュアル・フローの作成

○多剤・重複投薬の防止や多職種連携による在宅医療
を推進する等かかりつけ薬局を推進するため、大阪府薬
剤師会とモデル事業を事業化。【事業名：かかりつけ薬
局機能強化推進事業、事業実施期間：平成28年度】

○平成28年度の調剤報酬改定において、電子版お薬手
帳についても、紙のお薬手帳と同様に調剤報酬として算
定が可能となったため、今後電子化されたお薬手帳の
更なる普及が期待できる。【出典：平成28年度調剤報酬
改定】

○地域包括ケアシステムの実現させるため、平成27年
度に「患者のための薬局ビジョン」が策定され、「健康サ
ポート薬局」の制度が開設されたことから、府における今
後の展開が期待される。

○今後見込まれている在宅療養者の増加に対し求めら
れる薬剤師の在り方を大阪府薬剤師会と意見交換し、
事業化に向けた調整を実施。（平成27年度）

○多剤・重複投薬の防止や多職種連携による在宅医療
を推進する等かかりつけ薬局を推進するため、大阪府薬
剤師会とモデル事業を事業化。《再掲》
【事業名：かかりつけ薬局機能強化推進事業、事業実施
期間：平成28年度】

○在宅業務の実施薬局であっても、他職種との情報連
携不足といった課題への対策が十分に行われていな
い。【出典：地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師
による薬学的管理及び在宅服薬支援の向上及び効率
化のための調査研究事業報告書（平成26年度老人保健
構造送信等事業）】

医薬品の正しい知識等を普及することを目的として、保
健所設置市及び（一社）大阪府薬剤師会等薬事関係団
体で構成する「大阪府『薬と健康の週間』実行委員会」に
参画し、医薬品等の適正使用などの啓発事業を実施。
【事業名：｢薬と健康の週間｣事業、事業実施期間：毎年
度】

・イベント開催回数：1回（1か所）
・イベント動員数：約400名
・ポスター配布枚数：5,000枚（配布先：薬局、小学校、行
政機関等）

有効性の高い医薬品は今も継続的に開発され続けてお
り、予期されない副作用を引き起こす恐れも依然残って
いるため、啓発活動を継続する。

大阪府医薬品卸協同組合とともに備蓄委員会を開催。
【開催状況：平成26年度2回、平成27年度2回】

平成27年度は備蓄委員会を2回開催し、災害時の連絡
方法や備蓄品目について調整することができた。

大規模災害時等に医薬品等の迅速な供給をめざし、関
係機関と定期的な意見交換を継続する。

○愛の血液助け合い運動（7月）、大阪府献血推進月間
（12月）、はたちの献血（1月、2月）にて市町村献血推進
協議会と連携し街頭広報を実施。
○市町村にある献血推進協議会補助金
○今後、献血の主体となる16歳～29歳の若年者層を対
象とした献血啓発作品ポスター原画を募集し、受賞作品
を近鉄大阪難波駅構内と府庁内に展示して啓発。
○受賞作品のカレンダー・しおりを作成し、高校に配布し
て献血意識の向上を図る。
○高校生による街頭献血キャンペーンの実施。

○大阪市、大阪狭山市、忠岡町を除く40市町村に補助
金交付
○原画応募数：303作品

○しおり：120,400枚作成し、93,156枚配布
 カレンダー：1,600枚作成し、407枚配布
○高校生による該当献血キャンペーンを12月に実施。

平成25年度の献血者数は約516万人であるが、20代、
30代の献血率の減少が続いている。日本赤十字社の血
液需給将来推計シミュレーションでは、平成25年の献血
率（献血可能人口の6.0％）のまま、少子高齢化が進んで
いった場合、血液需要がピークとなる2027（平成39）年
に、献血者約85万人分の血液が不足すると推計された。
本府においても、10代から30代の献血者が163,077人
（H25）から153,601人（H26）と減少しているものの全献血
量は40代以降の献血により大阪府献血推進計画の目標
量をほぼ達成している。
【出典：厚生労働省「献血推進2020」】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（８）その他の対策 薬事対策      

第６次計画策定時の現状と課題

概ね計画どおり

平成21 年度の献血者数は約530 万人であるが、10 代の献
血率は依然低下傾向が続いており、高齢化により血液の需
要の増加が見込まれる将来の安定供給が危ぶまれる状況に
ある。
日本赤十字社の血液需給将来推計シミュレーションでは、現
在の献血率（献血可能人口の献血率5.9％）のまま少子高齢
社会が進展すると、需要がピークを迎える平成39 年（2027
年）には、献血者約101 万人分の血液が不足することが示さ
れた。本府においても、10代から30代の献血者が197,533人
（H21）から193,952人（H22）と減少している。
【出典：厚生労働省「献血推進2014」】

大規模災害時に必要な医薬品等の迅速な供給をめざし、関
係機関と定期的な意見交換会を実施し、連携を図っている。

お薬手帳の普及率が低く（H22の交付率54.2%、持参率
39.4%）、患者の治療に関する情報や服用しているOTC医薬
品（一般用医薬品）も含めた医薬品に関する情報等の共有
が不十分。このため、多剤・重複投薬を発見する率も低い（平
成22年：4.1%）。
【出典：平成22年度大阪府調査結果】

国民の意識調査（平成20年「終末期医療に関する調査」厚生
労働省）では60%以上が終末期における自宅療養を望んでお
り、在宅医療への積極的な取り組みに向けた体制整備が求
められている。

最近の科学技術の急速な進歩により、分子標的薬等のより
有効性の高い医薬品が開発されるようになったが、有効性の
高い薬は、反面、副作用も強く使用方法を誤ると重大な健康
被害を引き起こす恐れがあり、それに対する普及啓発活動を
実施している。（例：ゲフィチニブ（商品名：イレッサ））



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○健康危機事例にとどまらず、災害時にも対応するため
の指針として「保健所災害時対策マニュアル（標準版）」
を平成２６年度に策定
○「保健所災害時対策マニュアル（標準版）」をもとに各
保健所において地域の実情に応じたマニュアルを作成
 （１２保健所において策定（平成２６年度））
○非常時を想定した訓練や地域の関係団体との連絡調
整会議を開催し、健康危機発生時の体制整備に努めて
いる。
  災害対策訓練：５８回開催（平成２７年度）
  その他健康危機管理訓練： ７回開催（平成２７年度）
  連絡調整会議：５回開催（平成２７年度）

左記のように保健所における健康危機管理機能の強化
の取り組みの結果、平時から危機管理意識を高め、市
町村、医師会、消防等の関係機関と連携を図りながら、
地域において、想定される健康危機事象についての情
報・知見の収集、専門的知識の集積を図ることができ
た。

新たな感染症や健康危機への迅速かつ的確な対応をす
るため、全庁及び部の災害対応体制の整備作業に合わ
せ、「保健所災害時対策マニュアル（標準版）」を適宜改
訂することが必要。

計画どおり

健康危機事象が発生した場合には、地域の状況に応じた適
切な対応が求められるため、保健所体制を強化するととも
に、地域の関係団体との協力・連携のもと、地域一体となっ
た取り組みが必要。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（９）その他対策 保健所における健康危機管理体制             

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

施設に対し営業許可を行うとともに、食品衛生監視指導
計画に基づく監視を実施した。

大阪府食品関係営業施設数及び監視数（平成27年度）
〇許可を要する営業施設数 58,539施設
  監視件数 64,758件
〇許可を要しない営業施設数 32,341施設
  監視件数 48,988件

食品表示法施行に伴う表示の適正化、義務化を見据え
た事業者へのHACCP（安全で衛生的な食品を製造する
ための管理手法）の導入推進が課題となっている。

食品衛生講習会（対象：食品等事業者・消費者）や街頭
キャンペーン等を実施した。また、ホームページやメール
マガジン等による情報提供を実施した。
【事業名：大阪府食品衛生消費者対策事業：平成25年度
～平成27年度、実績：講習会実施回数 826回、街頭
キャンペーン実施回数 55回】

食品衛生講習会や街頭キャンペーン等を実施するととも
に、ホームページやメールマガジン等を活用し、食品衛
生知識の普及啓発を行った。
【事業名：大阪府食品衛生消費者対策事業：平成25年度
～平成27年度、実績：講習会参加者数 55,717人、街頭
キャンペーン参加人数 35,320人、メールマガジン登録
者数 6,045名（平成27年度末）】

食の安全に関する情報を迅速に提供する手段である
メールマガジン等の一層の普及が課題となっている。

府域関係自治体食品衛生主管課長連絡会（府・政令市・
中核市）を年1回以上開催し、啓発事業の共同実施や営
業許可等について協議した。また、食中毒等緊急時の対
応、監視指導、府民・事業者向け情報の発信及び食中
毒予防啓発事業等を連携して実施した。

府域関係自治体と情報の共有を図り、緊急時の対応を
迅速に行うとともに、食中毒予防啓発ポスターの作成、
イベントでの啓発活動等食品衛生知識の普及啓発を連
携して行った。
【連携事業：食中毒予防啓発ポスター 年約9,000枚作
成・配布、イベントでの啓発 年1回開催】

今後も、保健所設置市が増加することが想定されてお
り、HACCPの普及促進に向けた監視指導の方向性の確
認や職員の資質向上等に向け、より一層連携を強化さ
せることが課題となっている。

健
康
指
標

食中毒発生状況（平成20年～平成24年/年平均）
総計
 件数：73件、患者数：1443人
内カンピロバクター食中毒
 件数：25件（34％）、患者数：199人（14％）
内ノロウイルス食中毒
 件数：18件（24％）、患者数：428人（30％）
【出典：府ホームページ：食中毒発生状況】

大阪府全域の食中毒発生状況（平成25年～28年/年平
均）
総計
 件数：83件、患者数：1,098人
内カンピロバクター食中毒
 件数：41件（50％）、患者数：290人（26％）
内ノロウイルス食中毒
 件数：21件（25％）、患者数：434人（40％）
・6次計画の食中毒発生状況（年平均）は、第5次計画と
比較すると、件数で14％増、患者数で24％減となった。
・カンピロバクターは、件数で64％増、患者数で45％増、
ノロウイルスは、件数で18％増、患者数で1％増となって
おり、いずれも増加。【出典：府ホームページ：食中毒発
生状況】
・カンピロバクターやノロウイルス食中毒の対策を重点的
に行ってきたが、依然多発しており、食中毒の特徴や傾
向を踏まえたより効果的な監視指導や予防啓発の実施
が課題となっている。

計画どおり

食品衛生法に基づき飲食店等に営業許可を行うとともに、毎
年度、食品衛生監視指導計画を策定し、計画に基づく監視指
導を実施している。計画の策定に当たっては、意見募集を行
い、府民の意見を反映させている。

食品等事業者や消費者を対象に、リーフレット等啓発媒体を
活用した食品衛生講習会を実施している。また、街頭キャン
ペーンの実施やイベントへの参画、ホームページやメールマ
ガジン等による啓発や情報提供を実施している。

大阪府域全体の食品の安全性を確保するため、府域関係自
治体と情報を共有するとともに、食中毒調査や違反処理時の
迅速な対応、監視指導、府民や事業者向け情報の発信につ
いて、連携を図っている。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（１０）その他対策 食品の安全衛生            

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

大阪府飲料水健康危機管理実施要領に基づき
危機事象等に関する情報収集等を行った。また、
平成25年度には「飲料水健康危機管理の手引
き」を作成し、市水道行政担当課に配付すること
で、府市間での情報伝達の円滑化に努めた。

飲料水が原因となった健康被害は報告されてい
ない。

引き続き現在の対応を継続していく必要がある。

大阪府水道水質管理計画に基づき水道水源の
監視、微量有機物質調査による未規制物質に係
る知見の収集に努めた。
また、水道法第39条に基づく報告の徴収及び立
入検査を計画的に実施し、水道水質に関しても必
要な指導、助言を行った。

飲料水が原因となった健康被害は報告されてい
ない。 引き続き現在の対応を継続していく必要がある。

立入検査等により遊泳場開設者に対し排水口等
の安全確認の徹底及び改善指導を実施。

構造上、二重構造とし難い施設（吸い込み事故の
恐れはない）を除いて対策は完了している。
新規開設施設は、すべて構造設備の基準を満た
している。

引き続き、開設者に対し監視強化や点検頻度を
増やす等、安全対策を図るよう指導する。

立入検査及び講習会の際に、監視体制や事故発
生時の対応等を再確認し、開設者の安全対策に
関する意識向上を図った。

当該事故以降、プールに起因する死亡事故は起
こっていない。

引き続き、立入検査の際に、監視体制や事故発
生時の対応等を再確認し、開設者の安全対策に
関する意識向上を図る。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

２（１１）その他対策 生活衛生対策            

第６次計画策定時の現状と課題

概ね計画どおり

飲料水を原因とする健康危機事象については、情報
収集と関係者への連絡を行うとともに、給水の停止、
施設の改善指導等を実施することにより、健康被害
の発生予防および拡大防止対策を講じる必要があ
る。

水道水質の安全確保については、水道水源の監視、
未規制物質に係る知見の収集とともに、クリプトスポ
リジウム等に対応できる適切な施設整備と運転管理
について水道事業者等に指導・助言を実施する必要
がある。また、供給される水道水が蛇口から清浄に供
給されるよう、貯水槽式水道について適正管理に係
る指導啓発を実施する必要がある。

平成18年の埼玉県ふじみ野市市営プールにおける吸
い込み事故を受け、排水口等の網等のビス止めおよ
び二重構造の状況確認、改善指導等の緊急時対応
を実施した。さらに、平成19年に国から安全と衛生に
係る通知がなされた。
遊泳場のより安全かつ衛生的な管理運営をめざし、
条例および同施行規則を平成20年に改正し、排水口
等の二重構造等を構造設備の基準とした。

平成23年の泉南市内のプールにおける水死事故を
受け、各施設においても、適正な監視員の配置など、
より一層の事故防止対策の徹底が必要となった。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

２（１１）その他対策 生活衛生対策            

第６次計画策定時の現状と課題

「喫煙場所以外では喫煙してはいけない」という
新たなルールの普及啓発を推進するため、府内
４か所の海水浴場において、利用者の意識に働
きかけを行う普及啓発活動事業を実施した。

条例改正時に実施した普及啓発活動の成果も
あって、遊泳場において喫煙に関する目立ったト
ラブルは生じていない。

引き続き、遊泳場における安全確保の観点から、
開設者及び利用者に対し遊泳場の禁煙化(分煙)
等危険防止のための意識向上を図る。

府域の公衆浴場及び旅館の共同浴場において立
入調査を行い、施設の維持管理状況を把握する
とともに必要な改善指導を行った。
公衆浴場及び共同浴場を有する旅館営業者に対
し、入浴施設におけるレジオネラ症発生防止対策
について講習会を行った。

府域の公衆浴場及び旅館の共同浴場において、
平成25～27年度に行政検査を実施したところ、レ
ジオネラ属菌の検出率は10％前後で推移。
府域において入浴施設が原因と断定されるレジ
オネラ症患者は確認されていない。

行政検査によるレジオネラ属菌の検出率は各年
度とも10％前後で推移しており、入浴施設を原因
とするレジオネラ症患者が発生するリスクがあ
る。
入浴施設の構造設備及び維持管理が適正であっ
てもレジオネラ属菌が検出される事例がある。

入浴設備を有する社会福祉施設の管理者等を対
象に、入浴設備におけるレジオネラ症発生防止
対策について啓発し、直近では平成28年６月に講
習会を実施した。

入浴設備を有する社会福祉施設の管理者等に対
して、入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対
策の周知を図った。

構造設備が適切でなかった場合、設備改修に多
額の費用がかかるため、零細な個人営業者は対
応が困難。その代替として、衛生措置について確
実に実施するよう指導する必要がある。

立入検査を行い、空気環境、給排水、清掃やね
ずみ昆虫等の防除について「建築物環境衛生管
理基準」遵守の徹底、人の健康が害されることが
ないよう、適宜施設管理者に対し管理形態の高
度・複雑化や省エネルギー対策に対応した適正
な維持管理を行うよう監視指導を行った。

立入検査を行い、施設管理者に対し最新の設備
に伴う管理形態の高度・複雑化や省エネルギー
対策に対応した指導を行い周知を図った。

引き続き建築物環境衛生管理技術者等と情報・
意見交換を行い、連携を図る

府内の遊泳場は、これまで喫煙に関するルールがな
かったことから、海水浴場で火のついたたばこを素足
で踏んで危険な目にあうなど、遊泳場における安全
が害される事態が生じていた。
遊泳場における安全の確保をはかるため、危険防止
の観点から、平成２３年に条例を改正し、喫煙専用区
域を除く遊泳場内において喫煙してはならないことな
ど、遊泳場内において行ってはならない行為を新たに
規定した。

府域の公衆浴場及び旅館の共同浴場において、平成
24年度に採水検査をしたところ、レジオネラ属菌の検
出率は９％（17/186検体）であった。

建築物環境衛生管理基準の遵守において、不適事
項の改善を図るため、毎年立入検査を実施し、必要
に応じて立入検査時に空気環境測定を実施するな
ど、実情に応じた監視指導を行う。また、管理形態の
高度・複雑化や省エネルギー対策に対応した指導に
も取り組んでいく。

公衆浴場法及び旅館業法の適用外となる社会福祉
施設等については、平成20年３月に「社会福祉施設
等の入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対策要
領」を策定した。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

２（１１）その他対策 生活衛生対策            

第６次計画策定時の現状と課題
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平成24年中のレジオネラ症の発生数は、全国で
892人、大阪府内で56人となっている。
【出典：平成24年感染症発生動向調査】

平成27年中のレジオネラ症の発生数は、全国で
1587人、大阪府内で83人となり、年々増加傾向に
ある（感染源が公衆浴場等の入浴施設であると
特定された例はない）。
【出典：平成27年感染症発生動向調査】



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○女性医師等就労環境改善事業の実施による成果
    事業を実施した医療機関から、離職を検討していた女
性医師が継続して勤務することになり、地域医療の責任
を果たすことができたなど、事業成果の報告があった。
                H25年度：39医療機関を支援
        H26年度：36医療機関を支援
       H27年度：34医療機関を支援

○病院内保育所運営費補助事業
  医療従事者の離職防止や再就職支援に貢献した。
        H25年度：88病院内保育所を支援
        H26年度：98病院内保育所を支援
       H27年度：96病院内保育所を支援

○府全体の医師数は23,114人(出典：平成22年12月 厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師調査」）で、全国の状況と比較すると一
定確保されているが、診療科別の偏在があり、一般病院における
小児科、産婦人（産）科の標榜数は減少傾向にある。
 また、地域別の偏在があり、中河内、泉州、北河内、堺市医療
圏では全国平均を下回っている。

【一般病院における標榜診療科数（医療施設調査）】
（H10=100とした場合のH22：産婦人科＋産科66.1（82病院）、
                  小児科68.3（149病院）

【人口10万対医師数（H22 医師・歯科医師・薬剤師調査）】
豊能：336.8人、三島：243.5人、北河内：210.7人、
中河内：172.7人、南河内：251.6人、堺市：212.5人、
泉州：196.9人、大阪市：326.7人
[大阪府：260.7人、全国：230.4人]

○府内医療施設に従事する女性医師数は年々増加しており、出
産・育児にともなう離職の増加が危惧されている。
【医療施設従事女性医師比率（平成22年厚生労働省「医師・歯科
医師・薬剤師調査」）】
H22年 大阪府：19.5%(女性/全体：4,290人/21,994人）、
           全   国：18.9%(女性/全体：53,002人/280,431人）

第６次大阪府保健医療計画中間評価

第６次計画策定時の現状と課題

○女性医師の増加
【医療施設従事女性医師比率（平成26年厚生労働省「医
師・歯科医師・薬剤師調査」）】
H26年 大阪府：21.1%(女性/全体：4,891人/23,137人）、
           全   国：20.4%(女性/全体：60,495人/296,845人）
継続した事業の実施が求められる。

○府全体の医師数は24,260人(出典：平成26年12月厚生
労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」）で、全国の状況と
比較すると一定確保されているが、診療科別の偏在があ
り、一般病院における小児科、産婦人（産）科の標榜数は
減少傾向にある。
 また、地域別の偏在があり、中河内、泉州、北河内、堺
市医療圏では全国平均を下回っている。

○診療科別の偏在
【一般病院における標榜診療科数（医療施設調査）】
（H10=100とした場合のH26：産婦人科＋産科60.5（75病
院）小児科63.8（139病院）

○地域別の偏在
【人口10万対医師数（H26 医師・歯科医師・薬剤師調
査）】
豊能：359.1人、三島：255.7人、北河内：217.9人、
中河内：163.6人、南河内：272.6人、堺市：227.3人、
泉州：212.4人、大阪市：341.8人
[大阪府：274.6人、全国：244.9人]
継続した事業の実施が求められる。

概ね計画どおり

３（１） 保健医療従事者の確保と資質向上  医師          

○修学資金等貸与による新規人材の確保
・地域医療確保修学資金等貸与事業(医学部入学定員増
を伴うもの。H25～5名、H27～15名）
 事業実施期間：H25～現在
 貸与実績：40人（H28.4現在）

○自治医科大学への出資及び、運営費の負担
 事業実施期間：H25～現在
 入学者累計数：9人（H28.4現在)

○地域医療支援センターの運営
 地域医療支援センターを運営し、医師が適切な時期に適
切な研修・指導を受け、効率的にキャリアアップが図れる
ように情報提供と調整を行った。
  セミナー・講演会の開催回数（主なものを記載）
  「救急」「周産期」「小児（新生児）科」各種セミナー
    H25年度：５回
    H26年度：８回
    H27年度：９回
 

○産科医分娩手当導入促進事業
 地域でお産を支える産科医等の処遇改善を通じて周産
期医療の現場への医師のつなぎとめを図る。

○修学資金等貸与による人材確保の成果
・当該制度を開始して以来、平成28年度に初めて臨床研
修を全員府内で開始：３名
・医師養成には時間を要するが、平成27年度から定員を
拡大したことにより、将来、地域医療に従事する医師増に
期待（平成27年度の入学生の臨床研修開始は平成32年
度から）。

○自治医科大学への出資・運営を負担することにより、
毎年、約２名～３名の府入学枠を確保した。
平成25年度以降、臨床研修を開始した医師：9名（H28.4
現在）

○地域医療支援センター研修の参加状況
  セミナー・講演会参加者（主なものを記載）
    H25年度：154名
    H26年度：210名
    H27年度：255名

○産科医分娩手当導入促進事業の成果
・処遇改善の取組み等により、医師の確保・周産期医療
を実施する医療機関数の確保を図った。
         H25年度：82医療機関を支援
        H26年度：84医療機関を支援
       H27年度：82医療機関を支援

○女性医師等就労環境改善事業
 病院が実施する「医師の勤務環境改善への取組」や
「復職支援への取組」に支援することで、女性医師等の離
職を防止し、安定的な医師確保を図る。

○病院内保育所運営費補助事業
 看護職員や女性医師をはじめとする医療従事者の働き
やすい環境を整え、離職防止や再就職を図る。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

在宅での摂食嚥下障害対応可能な歯科医師の人材育
成を図るため、歯科医師の資質向上を図る研修会を開
催した（一社）大阪府歯科医師会に対して、その費用の
一部を助成した。
開催回数：32回【平成27年度】
≪再掲：口腔保健・歯科医療対策≫

・摂食嚥下障害対応可能人材育成事業研修会
 参加者数：32人 【平成27年度】

大阪府内の歯科医師数（医療施設の従事者）は7,784
人、人口10万対88.1人で、全国の人口10万対81.8人を
6.3人上回っている（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤
師調査」平成26年末）。

【人口10万対歯科医師数（H26 医師・歯科医師・薬剤師
調査）】
豊能：166.1人、三島：43.8人、北河内：74.4人、
中河内：71.5人、南河内：65人、堺市：72.4人、
泉州：33.1人、大阪市：109.2人

高齢化や疾病構造の変化とともに、摂食嚥下障害等を
有する患者の増加が予想されるため高齢者特有の症状
に対応する歯科医師の確保が引き続き必要

地域生涯歯科保健推進員（地域の開業歯科医師）と連
携し、効果的な口腔保健活動について市町村等へ技術
的支援を行った。
【事業名：生涯歯科保健推進事業、実施期間：平成20年
度～、実績：地域生涯歯科保健推進員42名（平成27年
度）】
≪再掲：口腔保健・歯科医療対策≫

・歯科口腔保健の基本的事項を策定している市町村数
 34市町村（政令市・中核市除く）

府内の市町村等において生涯を通じた口腔保健対策を
より一層充実させるためには、市町村への技術的支援
等を行う歯科医師が必要

医療、看護、介護機関（者）に対して、在宅等療養者の
口腔ケアについての周知および広報、啓発研修等を継
続して実施した。
【事業名：医科・歯科・介護連携強化事業、実施期間：平
成24～25年度、実績：延べ22地区（平成24～25年度）】
≪再掲：口腔保健・歯科医療対策≫

・医科・歯科・介護連携強化研修会受講者数：延べ1,747
人（平成24～25年度）

○医科・歯科連携の推進が不十分
○医療・介護分野等の他職種との連携が不十分
≪再掲：口腔保健≫

計画どおり

大阪府内の歯科医師数（医療施設の従事者）は7,644人、人
口10万対86.2人で、全国の人口10万対77.1人を9.1人上回っ
ている（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」平成22年
末）。
高齢化や疾病構造の変化とともに、摂食嚥下障害等を有す
る患者の増加が予想される。

府内の市町村等において生涯を通じた口腔保健対策をより
一層充実させるためには、地域におけるコーディネーター的
役割を果たす歯科医師が必要

医療や介護分野とも連携した歯科医療を提供していく体制
（地域連携クリティカルパス）の整備・確立が必要。 医療介
護分野等の他職種との連携推進が必要。また、地域の病院
とかかりつけ歯科医師との連携促進も必要。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（２） 保健医療従事者の確保と資質の向上   歯科医師         

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

○今後見込まれている在宅療養者の増加に対し求めら
れる薬剤師の在り方を大阪府薬剤師会と意見交換し、
事業化に向けた調整を実施。（平成27年度）

○多剤・重複投薬の防止や多職種連携による在宅医療
を推進する等かかりつけ薬局を推進するため、大阪府薬
剤師会とモデル事業を事業化。
【事業名：かかりつけ薬局機能強化推進事業、事業実施
期間：平成28年度】

○平成26年度の府内薬剤師数は23,844人で、人口10万
対269.9人で、全国の10万対226.7人の1.2倍である。
【出典：平成26年度医師・歯科医師・薬剤師調査】

○大阪府の65 歳以上人口は、平成26年では2,267千人
まで増加しており、在宅医療へのニーズは今後ますます
高まると予想される。
【出典：平成27年版高齢社会白書（内閣府）】

○地域別の現状
【人口10万対医師数（H26 医師・歯科医師・薬剤師調
査）】
豊能：304.1人、三島：320.9人、北河内：196.9人、
中河内：144.8人、南河内：201.6人、堺市：191.2人、
泉州：167.6人、大阪市：384.8人
[大阪府：269.9人、全国：226.7人]

○多職種での連携を進める上で必要となる能力を向上
させる方法を大阪府薬剤師会と意見交換し、事業化に
向けた調整を実施。（平成27年度）

○多剤・重複投薬の防止や多職種連携による在宅医療
を推進する等かかりつけ薬局を推進するため、大阪府薬
剤師会とモデル事業を事業化。
【事業名：かかりつけ薬局機能強化推進事業、事業実施
期間：平成29年度】

薬剤師の在宅業務に対する医師等の理解不足や、多職
種との情報連携不足といった課題への対策が十分に行
われていない。【出典：地域包括ケアシステムにおける薬
局・薬剤師による薬学的管理及び在宅服薬支援の向上
及び効率化のための調査研究事業報告書（平成26年度
老人保健構造送信等事業）】

○薬局・薬剤師への無菌調剤に係る研修を実施。
【事業名：無菌調剤対応薬剤師育成事業、事業実施期
間：平成26年度～】
 ・研修対象者：200名
 ・研修会の開催：平成26年度3回、平成27年度4回
 ・研修受講者：平成26年度50人、平成27年度79人

○無菌調剤対応薬局が増加（H26：25薬局→H27末：61
薬局）
【出典：近畿厚生局「保険薬局の指定」一覧】

○在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局：3,487件（平
成27年4月1日現在）【出典：近畿厚生局「保険薬局の指
定」一覧】

在宅患者調剤加算を届出した薬局数が1,069か所に増
加した。（平成28年3月31日現在）
【出典：近畿厚生局「保険薬局の指定」一覧】

○取り組みの結果、二次医療圏ごとに無菌調剤対応薬
局が設置されるなど、平成28年10月1日現在で76薬局ま
で増加しており、平成28年度中に目標の80薬局に到達
する予定である。

概ね計画どおり

○平成22年度の府内薬剤師数は23,824人、人口10万対
268.7人で、全国の10万対215.9人の約1.2倍である。
【出典：平成22年度医師・歯科医師・薬剤師調査】

○大阪府の65 歳以上人口は、平成22 年では196 万人だっ
たが、平成37 年には246 万人に増加すると試算されており、
将来的に在宅療養患者数の増加が見込まれる。
【出典：大阪府高齢者計画2015】

○地域別の現状
【人口10万対医師数（H22 医師・歯科医師・薬剤師調査）】
豊能：287.0人、三島：201.6人、北河内：188.1人、
中河内：151.3人、南河内：188.7人、堺市：179.1人、
泉州：156.4人、大阪市：409.6人
[大阪府：268.7人、全国：215.9人]

薬剤師が主体的に薬物療法に参加することは、医療安全の
確保の観点から非常に有益である。一方、地域医療におい
て薬剤師が十分に活用されないことが指摘されている。ま
た、薬局と医療機関が連携してチーム医療を推進するために
は、相互の情報共有が不十分である。
【出典：平成 22 年 3月厚生労働省「チーム医療の推進に関
する検討会」報告書】

・今後、薬局が在宅における薬学的管理指導を推進していく
上での課題として「無菌設備がないため、注射剤の混合（混
注）に対応できない」と回答した薬局が55.7％あり、多くの薬
局において無菌調剤を実施できないことが在宅医療参画の
課題となっている。【出典：平成23年度厚生労働省保険局医
療課による委託事業「薬局のかかりつけ機能に係る実態調
査」】

・平成24年3月より無菌調剤設備の共同利用による無菌製剤
処理加算の算定が可能となったが、無菌調剤できる薬局・薬
剤師が少なく（平成24年時点府内の薬局数3,740施設→無菌
調剤加算届出薬局数25施設）、在宅受け入れ態勢が不十分
である。
【出典：平成24年度衛生行政報告例、及び平成26年10月大
阪府薬剤師会調べ】

・在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局：3,221件（平成25
年4月１日現在）【出典：近畿厚生局「保険薬局の指定」一覧】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（３） 保健医療従事者の確保と資質向上  薬剤師          

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定時の現状と課題 第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

【再就業支援】
大阪府看護協会にナースセンター事業を委託し、資格を持ちながら家庭等に潜在している未就業の
看護師等を対象に無料職業紹介を実施するとともに、再就業に不安を持つ看護師等には、現場の
実態に即した内容の再就業支援講習会を実施し、現場復帰を支援した。
 事業名：ナースセンター事業
      実績 就業協力員の配置（看護師よる無料職業相談業務）
          再就業支援講習会の実施年１０回
          Ｈ２６年度より府内4箇所ハローワークとの連携事業の実施

【再就業支援】
１）ナースセンターを利用して就職した人数
   H25年度 1,369人 H26年度 1.576人 H27年度 1,175人
２）再就業支援講習会参加人数と就業者数（ ）内
   H25年度165人（124人）75.2% H26年度121人（94人）77.7% H27年120人（93人）
   77.5%が復職した。
     【平成２５～２７年度ナースセンター実績報告】

概ね計画どおり

【定着対策】
１）出産・育児を理由とした離職を防止するために病院内保育所の設置、運営に関する費用を助成
した。
 ①事業名：病院内保育所施設整備費補助事業
      実績：８病院（H２５年度３病院 H２６年度３病院  H２７年度２病院）
 ②事業名：病院内保育所運営費補助事業
      実績：助成件数のべ２８２病院（H２５年度８８病院 H２６年度９８病院
          H２７年度９６病院）
２）府内の新人看護職員の離職防止及び育成・定着を図るための研修の実施及び新人看護職員へ
の研修費用を助成した。
 ①事業名：新人看護職員研修補助事業（厚生労働省が示している新人看護職員研修ガイ
        ドラインに沿った研修を実施した施設への補助）
        実 績：H25 年度169施設、H26年度97施設、H27年度159施設
             ※H26 年度のみ補助対象：病院300床未満
 ②事業名：多施設合同研修（単独で新人看護職員研修を実施できない中小規模病院等
        を対象に府内7か所で合同研修を実施する。当研修に要する経費を補助）
        実 績：H25年度280人、H26年度243人、H27年度429人
３）大阪府看護協会に委託し、新卒就業後3年程度の看護職員（３00床未満の病院に勤務する看護
職員）に対し定着を目的にリフレッシュ研修を実施した。
 事業名：ナースセンター事業
      研修定員・研修期間：２クール各80名・１日間
      実績：リフレッシュ研修 年2回
          H25年度144人、H26年度105人、H27年度136人

【定着対策】
１）大阪府下のH２６年度看護師の離職率１３．７％に対して院内保育所のある病院の離職率は８．
０％となった。
    【出典：H２７年度院内保育所離職者調査】

２）新人看護職員の看護の質の向上及び早期離職を図るための研修を実施したため、新人看護職
員の離職率は、H２６年度新人看護職員離職率１１．５％に対してH27年度は９．６％となった。
    【出典：H26年度、H27年度新人看護職員研修事業計画書集計結果】

第６次大阪府保健医療計画中間評価

  ３（４） 保健医療従事者の確保と資質向上  看護職員  

『大阪高齢者計画2012』を基に第7次看護職員の需給見通しを再
計した結果、依然として需給数が供給数を上回る見込みとなってい
る。地域における、より一層の保健サービスの提供や今後の高齢
化や医療提供体制の在宅医療へのシフト等により、看護職員に求
められる役割は多様化し、その必要性はますます高まることが考
えられる。
そのため、看護職員数の確保を図るために、養成と定着、再就業
支援に加え、質の高い看護職員の安定的・継続的養成が必要
●Ｈ２２年末の府内就業保健師数は、1,866人（業務従事者届）で、
人口10万対21.0であり、全国平均（35.2人）を下回っている
 ・就業場所：保健所16.7％、市町村63.2％、その他20.1％
 ・Ｈ23年養成数（入学定員）:160名（保健資格取得可能大学 除
く）
●Ｈ22年末の府内就業助産師数は、2,189人（業務従事者届）で、
人口10万対24.7人であり、全国平均（23.2人）を上回っている。
 ・就業場所：病院・診療所89.2％、助産所4.7％
 ・Ｈ23年養成数（入学定員）：95名（助産師資格取得可能大学除
く）
●Ｈ22年末の府内就業看護師（准看護師含む）の数は、84,184人
（業務従事者届）で、人口10万対9,496人になっており、全国平均
（10312人）を下回っている。
 ・就業場所：病院72.4％、診療所17.6％、
 ・Ｈ23養成数（入学定員）：4,335人（看護師3年課程50校、
  看護師2年課程（14校：通信除く）、准看護師課程11校）

 

【養成・資質向上】
１）1日看護師体験：高校生を対象に「一日看護体験事業」を実施し、看護に対する理解を深め、看
護系大学・養成所等への進路選択につなげた。
事業名：一日看護師体験、事業実施期間：H25年～27年度
実 績：4,201名（H25年度1,190名、H26 年度1,396名、H27年度1,615名）

２）府内の看護職員の養成数の確保と、看護職員の定着及び偏在化の解消を図るため、府内の看
護師等養成所に在学する学生に対して修学資金を貸与。卒業後1年以内に免許を取得し、免除対
象施設（病床200床未満、精神病床数80％以下等）に『5年間』勤務した場合、貸付金の返還を免除
した。
事業名：大阪府看護師等修学資金貸与事業
     （貸与月額：助産師・看護師31,000円、准看護師21,000円）
     のべ1,243人に貸与（H25 年度458人、H26年度390人、H27年度395人）

３）府内の看護職員の養成数を確保するため、養成施設の開設または課程の増設を行う場合等に、
施設設備整備費の一部を補助するとともに、看護師等養成所の安定的な学校運営、教育内容の向
上のために養成所の運営費補助を行った。
 ①事業名：看護師等養成所施設設備整備費補助事業
       実績：10施設（H25年度１施設、H26年度５施設、H27年度4施設）
 ②事業名：看護師等養成所運営費補助事業
       実績：163施設（H25年度54施設、H26年度54施設、H27年度55施設）

４）看護職員の基礎教育の充実のため、専任教員や実習指導者養成講習会を実施した。
 ①事業名：専任教員養成講習会
  研修定員・研修期間：H25年60名・10か月、H26年～50名・９か月（H26年度から一部
  カリキュラムにe・ラーニング導入） 実績：のべ154人
                       （H25 年度57人、H26 年度49人、H27年度48人）
 ②事業名：保健師・助産師・看護師実習指導者講習会
   研修定員・研修期間：３クール各80人・41日間
   実績：のべ715人（H25年度239人、H26年度237人、H27年度239人）
 ③事業名：保健師・助産師・看護師実習指導者講習会（特定分野） ＊H27年度から実施
   研修定員・研修期間：１クール40人・9日間
   実 績：44人（H27年度44人）

【養成・資質向上】
 1)看護系大学・養成所への進学
  H25年度 79.7% H26年度 59.7% H27年度 83%
      【出典：一日看護師体験進路状況調査】
 2)平成２５年から３年間に看護師修学資金を受給し大阪府下の免除対象施設に就労
   した人数559人（79％の免除施設への誘導がはかれた）
      【出典：平成２５～２７年の貸付金免除件数】
 3)大阪府下の看護師等養成所を卒業した人数
   ・H25年：4627人（うち養成所：3399人）
   ・H26年：4717人（うち養成所：3336人）
   ・H27年：4814人（うち養成所：3371人）
       【出典：入学卒業調査（厚労省）】
 ４）①府内養成所では、養成所指定規則における専任教員要件をほぼ満たしている。
   （H27 年2施設が各1名不足）
   ②③新たに看護学生の受入れを行う施設に対して、講習会についての情報
    提供を行い、実習施設の教育準備を支援。

〇看護職の充足
 【保健師】
 ・Ｈ26年府内就業保健師数：2,149人（H26年業務従事者届
 ・人口10万対24.3人であり、全国平均：38.1人を下回っている
 
 【助産師】
 ・Ｈ２６年府内就業助産師数：2,564人（H26年業務従事者届）
 ・人口10万対29.0人であり、全国平均：26.7人を上回っている。
 
【看護師・准看護師】
Ｈ２６年府内就業看護師（准看護師含む）数：91,681人（H26 業務従
事者届）
 ・看護師：人口10万対821.8人で全国平均：855.2人を下回ってい
る）
 ・准看護師：人口10万対215.人：全国平均：267.7人を下回ってい
る

【看護職総数】
・H26年看護職数：96,395人（H26 業務従事者届）、H22年から8156
人（9.2%）の増加。第7次需給見通しでは、需給数96,810人であり、
業務従事者届による実数を比較すると-415人であり、ほぼ需給見
通しの数値どおりに推移している。
・H27年は需要数99,669人、供給数99,477人、差し引き-192人、
H27年度看護師等養成所（大学含む）卒業者数4814人であり、H26
年からの推移から需給見通しの数値上では、充足できていると予
測できる。
・今年度、第8次需給見通し推計予定であり、地域医療構想に整合
性を持たせた（各病床機能の医療需要数）、看護職員配置数等が
明らかにする予定。医療提供体制の在宅へのシフトにより、看護
職へのニーズも多様化し、看護職員の確保が必要（国では2025年
に20万人（現在15万人））
・大阪府看護職員離職率は13.7 ％（新人看護職員11.2％）であり、
今後の18歳人口の減少により、看護職員養成数には限界がある。
そのためにも、職場環境整備等の定着支援、復職支援を継続して
いく。

【地域の看護職の現状】 （ ）内は10万対看護職員数
 大阪市：31795人(1183.7人） 堺市：9960人（1185.7人） 豊能：
10757人（1044.4人）
 三島：7925人（1058.8人） 北河内：11171人(955.1人） 中河内：
7047人(832.9）
 南河内：7278人(1174.8人)  泉州：10462人（1148.8人）
  【出典：H26年衛生行政報告例及び大阪府調査】
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第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（５） 保健医療従事者の確保と資質の向上 診療放射線技師

第６次計画策定時の現状と課題

● 現状においても、ニーズへの人的対応は概ね行わ
れているが、医療・福祉を取り巻く環境や制度の変化に
伴い新たな需要が生じた場合には、必要な支援を早急
に講じられるよう、引続き最新の状況を把握する。

● 府内の診療放射線技師養成所は、平成23年4月と
同施設数が引き続き確保されている。（厚生労働省・文
部科学省「指定養成所一覧」H28.04.01）

● 全国・大阪府・圏域別、病院における診療放射線技
師数（厚生労働省「病院報告」、H27.10）
全国：43,249、大阪府3,260豊能：332、三島：243、北河
内：378、中河内：226、南河内262、堺市：287、泉州：
317、大阪市1,215

● 全国・大阪府・圏域別、人口10万対病院における診
療放射線技師数（厚生労働省「病院報告」、H27.10）
全国：34.0、大阪府：36.9、豊能：32.0、三島：32.5、北河
内：32.5、中河内：26.8、南河内：42.7、堺市：34.2、泉州：
35.0、大阪市：45.1

概ね計画どおり

● 府内の診療放射線技師養成所は、平成23年4月現在、
大学２校 学、専門学校2施設あり、人口10万人あたり従事者
数も全国平均以上であることから、現状でほぼ充足されてい
ると考える。（厚生労働省・文部科学省「指定養成所一覧」
H23.04.01）

● 医療機関における放射線検査・治療・核診断および超音
波検査機器等の高度医療機器の設置に伴う医療提供体制
の変化に対応していくためには、診療放射線技師の確保並
びに資質の向上が今後とも必要である。

● 全国・大阪府・圏域別、病院における診療放射線技師数
（厚生労働省「病院報告」、H22.10）
全国：38,907、大阪府：2,974,豊能：299、三島：230、北河内：
334、中河内：219、南河内240、堺市：256、泉州：285、大阪市
1,111

● 全国・大阪府・圏域別、人口10万対病院における診療放
射線技師数（厚生労働省「病院報告」、H22.10）
全国：30.4、大阪府：33.5、豊能：29.5、三島：30.9、北河内：
28.2、中河内：25.6、南河内：37.7、堺市：30.4、泉州：30.9、大
阪市：41.7

● 第四次地方分権一括法の施行により、平成27年4月
1日から、医療従事者養成施設等の指定・監督等の事
務・権限が国から都道府県に委譲された。（前日付けで
国から「ガイドライン」が「技術的助言」通知として発出さ
れており、施設設備及び課程等に関する細部に至るま
で基準が示されている。）
参考リンク：http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/doc/04ikkatsu-gaiyo.pdf
 本府では指導調査実施要綱を策定し、過去の指導調
査の実施状況、定期報告の状況、養成施設等の規模等
を勘案した「指導調査計画」に基づき計画的な実地指
導・助言を行うことにより、養成施設等のより適正な運営
に資することとした。

● 患者等の利用者に対する放射線検査等への正しい
理解を推進するため、府民を対象とした公開講座やウェ
ブにおいて、府立成人病センター放射線治療科職員が、
放射線治療に関する講演や情報提供などによる啓発活
動に取組んだ。

● 平成25年度に1課程の指導調査を行い、養成施設等
のより適正な運営に資することが出来た。

http://www.cao.go.jp/bunken
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（公社）大阪府栄養士会と連携し、病院等給食施設にお
ける栄養指導、給食管理業務の質の向上を図るための
講演会を開催した。

・特定給食講演会Ⅰ
    （主催：府6市、（公社）大阪府栄養士会）
 実施回数：病院及び介護保険施設の管理栄養士、
        栄養士等 3回 【平成25～27年度】

・特定給食講演会Ⅱ
   （主催：府6市、（公社）大阪府栄養士会）
 実施回数：事業所・児童福祉施設・社会福祉施設・
              大学等の管理栄養士・栄養士等 3回
                【平成25～27年度】

・特定給食講演会Ⅰ
    （主催：府6市、（公社）大阪府栄養士会）
 参加者数：病院及び介護保険施設の管理栄養士、
        栄養士等 延べ2,419人
                【平成25～27年度】

・特定給食講演会Ⅱ
   （主催：府6市、（公社）大阪府栄養士会）
 参加者数：事業所・児童福祉施設・社会福祉施設・
              大学等の管理栄養士・栄養士等
                      延べ1,909人
                【平成25～27年度】

特定給食施設における栄養業務従事者数（平成26年度
末）は、府内5,450人（内訳：管理栄養士数3,135人、栄養
士数262人）

管理栄養士・栄養士による健康づくり及び栄養・食生活
改善の一層の推進を図るため、市町村の常勤配置促進
に努めるとともに、（公社）大阪府栄養士会と連携し、管
理栄養士・栄養士の資質向上を図るための研修会を開
催した。

・保健所栄養士等及び市町村栄養士等合同研修会
    （主催：大阪府・（公社）大阪府栄養士会）
 研修内容：糖尿病の食事療法について、食物アレル
ギーについて、管理栄養士・栄養士に求められるアセス
メント能力について
 参加者数：6回  【平成25～27年度】

・保健所栄養士等及び市町村栄養士等合同研修会
    （主催：大阪府・（公社）大阪府栄養士会）
 参加者数：延べ383人 【平成25～27年度】

・府内37市町村（保健所設置市を除く） のうち、管理栄
養士・栄養士の常勤配置は24市町、常勤配置以外は13
市町村である。
【出典：平成28年度市町村別管理栄養士・栄養士配置状
況】

・管理栄養士・栄養士の資質向上を図るため、今後も継
続して研修会を開催する必要がある。

概ね計画どおり

病院における栄養業務従事者数（平成２３年度末現在）は、
府内2,267人（内訳：管理栄養士数1,512人・栄養士数755
人）、 全国36,661人（内訳：管理栄養士数21,737人・栄養士
数14,924人）である。
【出典：平成23年度衛生行政報告例】

府内38市町村（保健所設置市を除く） のうち、管理栄養士・
栄養士の常勤配置は26市町、常勤配置以外は12市町村で
ある。
【出典：平成23年度市町村別管理栄養士・栄養士配置状況】

府民の健康づくりためには、地域の栄養改善活動等を円滑
かつ適切に行うことが重要であるため、管理栄養士・栄養士
の資質の向上を図る必要がある。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（６） 保健医療従事者の確保と資質の向上   管理栄養士・栄養士

第６次計画策定時の現状と課題
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第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（７） 保健医療従事者の確保と資質の向上 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

第６次計画策定時の現状と課題

● 養成施設数・定員数は増加傾向にあり、医療分野で
の就業のみならず、介護分野での就業に対応できるだ
けの人的供給の条件は一定整った。

● 平成26年度にPT2課程、OT1課程、ST1課程、平成
27年度にPT3課程、OT2課程の指導調査を行い、養成施
設等のより適正な運営に資することが出来た。

● 大阪府立大学総合リハビリテーション学部は、平成
24年度からは「総合リハビリテーション学類」に再編さ
れ、同学類のもとに医療専門職の教育課程である「理学
療法学専攻」「作業療法学専攻」が置かれることとなっ
た。従来の理学療法学、作業療法学、栄養療法学が、単
独では十分に対応できなかった生活習慣による疾患や
内部障害、合併症の予防など、予防から治療・回復・社
会参加に至る総合的なリハビリテーションを目指して、専
門領域のみならず、保健・医療・福祉を総合的にとらえて
適切なサービスが提供でき、チーム医療の推進に貢献
できる人材の養成に寄与している。また同学類下に、教
育・研究課程として「大学院総合リハビリテーション研究
科」が設置され、予防から治療、回復、社会参加に至る
総合的なリハビリテーションに関する教育・研究を実践
し、保健・医療・福祉の発展・向上に貢献できる人材を育
成している。

● 平成27年12月に発足した「医療従事者の需給に関
する検討会」及び28年4月に発足した「理学療法士・作業
療法士分科会」において、PT、OTの需給推計手法等を
取纏めるとのこと。取纏め結果については、実情に即し
た、より詳細な需要分析に資することとする。
参考リンク：http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-
isei.html?tid=348780

● 府内の養成所数及び定員数（厚生労働省・文部科
学省「指定養成所一覧」H28.04.01）
・理学療法士／大学：13・705、専門学校：8・620
・作業療法士／大学8・325、専門学校：4・280
・言語聴覚士／大学：5・200、専門学校3・190

● 全国・大阪府・圏域別、病院における従事者数（厚生
労働省「病院報告」、H27.10）
・理学療法士／全国：70,492、大阪府5,336、豊能：604、
三島：444、北河内：603、中河内：380、南河内：349、堺
市：590、泉州：589、大阪市：1,777
作業療法士／全国：41,376、大阪府2,293、豊能：279、三
島：270、北河内：269、中河内：180、南河内：115、堺市：
244、泉州：301、大阪市：635
・言語聴覚士／全国：14,256、大阪府：980、豊能：125、
三島：90、北河内：122、中河内：65、南河内：50、堺市：
108、泉州：87、大阪市：333

● 全国・大阪府・圏域別、人口10万対病院における従
事者数（厚生労働省「病院報告」、H27.10）
・理学療法士／全国：55.5、大阪府：60.4、豊能：58.3、三
島：59.4、北河内：51.8、中河内：45.1、南河内：56.9、堺
市：70.3、泉州：65.0、大阪市：66.0
・作業療法士／全国：32.6、大阪府：25.9、豊能：26.9、三
島：36.2、北河内：23.1、中河内：21.4、南河内：18.8、堺
市：29.1、泉州：33.2、大阪市：23.6
・言語聴覚士／全国：11.2、大阪府：11.1、豊能：12.1、三
島：12.1、北河内：10.5、中河内：7.7、南河内：8.2、堺市：
12.9、泉州：9.6、大阪市：12.4

概ね計画どおり

● 人口構造の高齢化や疾病構造の変化などにより、医学
的リハビリテーションに対する需要が増大しており、厚生労働
省は、医学的リハビリテーションの重要な担い手である理学
療法士・作業療法士の計画的な養成をはかるため、医療関
係者審議会理学療法士・作業療法士部会から理学療法士・
作業療法士の需給見通しと養成目標についての意見を受け
て養成に努めてきた。

● 近年の養成校の増加により、需要と供給のバランスが満
たされている状況にあることから、今後は理学療法士・作業
療法士・言語聴覚士の資質の向上をはかっていく必要があ
る。

● 府内の養成所数及び定員数（厚生労働省・文部科学省
「指定養成所一覧」H23.04.01）
・理学療法士／大学：10・700、専門学校：9・415
・作業療法士／大学5・225、専門学校：4・240
・言語聴覚士／大学：2・80、専門学校3・150

● 全国・大阪府・圏域別、病院における従事者数（厚生労
働省「病院報告」、H22.10）
・理学療法士／全国：47,541、大阪府3,675、豊能：391、三
島：323、北河内：472、中河内：293、南河内：236、堺市：383、
泉州：428、大阪市：1,149
作業療法士／全国：30,795、大阪府1,794、豊能：226、三島：
194、北河内：239、中河内：162、南河内：90、堺市：168、泉
州：271、大阪市：444
・言語聴覚士／全国：9,663、大阪府：682、豊能：99、三島：
60、北河内：101、中河内：54、南河内：30、堺市：65、泉州：
63、大阪市：210

● 全国・大阪府・圏域別、人口10万対病院における従事者
数（厚生労働省「病院報告」、H22.10）
・理学療法士／全国：37.1、大阪府：41.5、豊能：38.6、三島：
43.4、北河内：39.8、中河内：34.2、南河内：37.1、堺市：45.5、
泉州：46.4、大阪市：43.1
・作業療法士／全国：24.1、大阪府：20.2、豊能：22.3、三島：
26.0、北河内：20.2、中河内：18.9、南河内：14.2、堺市：20.0、
泉州：29.4、大阪市：16.7
・言語聴覚士／全国：7.6、大阪府：7.7、豊能：9.8、三島：8.1、
北河内：8.5、中河内：6.3、南河内：4.7、堺市：7.7、泉州：6.8、
大阪市：7.9

● 第四次地方分権一括法の施行により、平成27年4月
1日から、医療従事者養成施設等の指定・監督等の事
務・権限が国から都道府県に委譲された。（前日付けで
国から「ガイドライン」が「技術的助言」通知として発出さ
れており、施設設備及び課程等に関する細部に至るま
で基準が示されている。）
参考リンク：http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/doc/04ikkatsu-gaiyo.pdf
 本府では指導調査実施要綱を策定し、過去の指導調
査の実施状況、定期報告の状況、養成施設等の規模等
を勘案した「指導調査計画」に基づき計画的な実地指
導・助言を行うことにより、養成施設等のより適正な運営
に資することとした。

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other
http://www.cao.go.jp/bunken


第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

・在宅での口腔ケアに関する技術を習得した歯科衛生士
の人材育成を図るため、歯科衛生士の資質向上を図る
研修会を開催した（公社）大阪府歯科衛生士会に対し
て、その費用の一部を助成した。
・在宅歯科衛生士人材育成研修会
 開催回数：10回【平成27年度】

・歯科衛生士の教育内容の充実、質の高い在宅歯科医
療を提供できる人材を育成するため、歯科衛生士養成
校に対して、必要な施設・設備の整備を行った。
 ・施設・設備整備箇所数
 補助施設数：10か所【平成26～27年度】

・在宅歯科衛生士人材育成研修会
 参加者数：257人 【平成27年度】

・府内歯科衛生士養成所卒業者数
 卒業者数：543人【平成27年度】

・大阪府内の就業歯科衛生士数は8,066人、人口10万対
91.3人であり、全国の10万対91.5人とほぼ同水準である
（厚生労働省「衛生行政報告例」平成26年度）。
・在宅歯科医療の需要の増加、多様化する歯科医療
ニーズに対応できるよう、歯科衛生士の資質向上が課
題

CAD/CAMシステムなどの最新歯科技工技術を習得した
歯科技工士の人材育成を図るため、歯科技工士の資質
向上を図る研修会を開催した（一社）大阪府歯科技工士
会に対して、その費用の一部を助成した。
・ＣＡＤ／ＣＡＭシステムを用いた歯科技工士の人材育成
研修会
 開催回数：8回【平成27年度】

・ＣＡＤ／ＣＡＭシステムを用いた歯科技工士の人材育成
研修会
 参加者数：201人 【平成27年度】

・大阪府内の就業歯科技工士数は2,138人、人口10万対
24.2人であり、全国の人口10万対27.1人とほぼ同水準で
ある（厚生労働省「衛生行政報告例」平成26年度）。
・在宅歯科医療の需要の増加、多様化する歯科医療
ニーズに対応できるよう、歯科技工士の資質向上が課
題

・平成25年に国が定めた「歯科技工所における歯科補て
つ物等の作成等及び品質管理指針」（平成25年4月1日
施行）「歯科技工所の開設等届の確認の徹底について」
（随時）を関係者に周知した。
・無資格者による歯科技工業務や無届による営業を防
止し、府民が安全かつ安心できる歯科医療環境を整備
するため、法令に基づく開設届等を行っている歯科技工
所の情報を掲載した。

・歯科技工所一覧（政令市・中核市を除く）の公表
  歯科技工所数：1,062か所（厚生労働省「衛生行政報告
例」平成26年度）

歯科補てつ物等の品質の確保が引き続き、課題となっ
ている。

計画どおり

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（８） 保健医療従事者の確保と資質の向上   歯科衛生士・歯科技工士

第６次計画策定時の現状と課題

大阪府内の就業歯科衛生士数は7,474人、人口10万対84.3
人であり、全国の10万対80.6人を3.7人上回っている（厚生労
働省「衛生行政報告例」平成22年度）。
歯科衛生士の資質の向上が課題である。

大阪府内の就業歯科技工士数は2,529人、人口10万対28.5
人であり、全国の人口10万対27.7人を0.8人上回っている（厚
生労働省「衛生行政報告例」平成22年度）。
歯科技工士の資質の向上が課題である。

歯科補てつ物等の品質の確保に努める。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（９） 保健医療従事者の確保と資質の向上  社会福祉士・精神保健福祉士            

第６次計画策定時の現状と課題

●養成施設指定数（平成２７年度末現在）
 〇社会福祉士養成施設指定数、精神保健福祉士養成
施設指定数については、平成２５年度末現在と同数
●社会福祉士・精神保健福祉士の社会福祉振興・試験
センターへの登録者数（平成２７年度末現在）
 〇社会福祉士
  ・全国  ：１９５，３３６人
  ・大阪府： １３，０５８人
 〇精神保健福祉士
  ・全国  ： ７１，３７１人
  ・大阪府：  ５，１０１人

●社会福祉士・精神保健福祉士の社会福祉振興・試験
センターへの登録者数が（平成２５年度末現在）⇒（平成
２７年度末現在）
 〇社会福祉士
  ・全国  ： ２３，２７９人、大阪府：１，５９１人増加し
た。
 〇精神保健福祉士
  ・全国  ： ８，４８８人、大阪府：６６１人増加した。

●社会福祉士・精神保健福祉士の社会福祉振興・試験
センターへの登録者数（平成２８年１０月度末現在）
 〇社会福祉士
  ・全国  ：２０１，４８６人
  ・大阪府： １３，５０８人
 〇精神保健福祉士
  ・全国  ： ７３，７２３人
  ・大阪府：  ５，２４４人
●「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律(第4次分
権一括法)」に基づき、社会福祉士等の養成施設に係る
指定事務・権限が平成27年4月より国から都道府県に移
譲されたことに伴い、養成施設の指定を行った。
●今後も質の高い社会福祉士等の養成に向けた適正な
教育の確保のため、指定養成施設に対して必要な指
導・監督を行う。

概ね計画どおり

●養成施設指定数（平成２５年度末現在）
 〇社会福祉士養成施設指定数：６校９課程
 〇精神保健福祉士養成施設指定数：４校８課程
●社会福祉士・精神保健福祉士の社会福祉振興・試験セン
ターへの登録者数（平成２５年度末現在）
 〇社会福祉士
  ・全国  ：１７２，０５７人
  ・大阪府： １１，４６７人
 〇精神保健福祉士
  ・全国  ： ６２，８８３人
  ・大阪府：  ４，４４０人



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

【介護支援専門員実務研修】
 H25年度修了者数：1,620名
 H26年度修了者数：2,479名
 H27年度修了者数：1,563名

【専門研修＜専門研修課程Ⅰ・専門研修課程Ⅱ・実務従
事者基礎＞】
 H25年度修了者数：1,242名
 H26年度修了者数：  583名
 H27年度修了者数：  548名

【更新研修＜実務未経験者向け・実務経験者向け＞】
 H25年度修了者数：4,856名
 H26年度修了者数：3,856名
 H27年度修了者数：3,598名

【主任介護支援専門員研修】
 H25年度修了者数：  516名
 H26年度修了者数：  439名
 H27年度修了者数：  451名

○介護支援専門員資格登録簿登載者数が、7,430人
 増加した。
  （Ｈ24.11.30現在：40,386人⇒H29.1.1現在：47,816人）

○介護支援専門員証の交付者数が、2,116人増加した。
  （Ｈ24.11.30現在：26,101人⇒H29.1.1現在：28,217人）

○ 養成講師数：46名

○ 実習受入登録事業者数：431事業者（H28.3.31現在）

 H28年度から、介護支援専門員研修の体系や研修カリ
キュラム等が大幅に改正されたため、新カリキュラムに
よる研修の適正実施に向けての取り組み等を行った。
○研修実施団体とのカリキュラム検討会
 H27.6月～H28.3月  10回実施
○介護支援専門員研修講師養成事業
 演習科目及び研修時間数の増加に伴い、研修講師を
養成した。
○介護支援専門員実習環境整備事業
 介護支援専門員実務研修において、居宅介護支援事
業所等でケアマネジメントプロセスの見学実習が新たに
課せられたため、見学実習の受入体制を整備した。

○介護支援専門員資格登録簿記載者数
 47,816人（H29.1.1現在）
○介護支援専門員数
  （介護支援専門員証の交付を受けている者）
 28,217人（H29.1.1現在）
○介護支援専門員実務研修受講試験合格者総数
  （第1回～第18回）
 49,156名（大阪府）   650,503名（全国）

○府内の介護支援専門員数は28,682人で、一定確保さ
れているが、介護支援専門員の資質に差があり、介護
保険の理念である「自立支援」の考え方が共有されてい
ない等の課題がある。

○介護支援専門員の資質向上を図り、ケアマネジメント
の質を向上させるためには、研修自体の質を高める必
要があるため、資質向上委員会（府、研修実施団体、講
師で構成）において、課題等の情報を共有を行うととも
に、自己評価を実施し、研修内容の充実を図る必要があ
る。

○主任介護支援専門員の果たす役割（地域や事業所内
における人材育成及び地域包括ケアシステムの構築に
向けた地域づくりの実践）が大きいことから、平成28年度
より主任介護支援専門員に更新制（５年ごと）が導入さ
れたことに伴い、主任介護支援専門員更新研修が創設
されることとなり、主任介護支援専門員についても資質
向上を図る必要がある。

○介護支援専門員が利用者の自立支援に資するケアマ
ネジメントを実践できるよう、専門職としての資質向上に
自ら取り組むことが必要である。

概ね計画どおり

○大阪府介護支援専門員資格登録簿記載者数
 40,386（H24.11.30現在）
○大阪府介護支援専門員数
   （介護支援専門員証の交付を受けている者）
 26,101人（H24.11.30現在）
○介護支援専門員実務研修受講試験合格者総数
  （第1回～第14回）
 41,372名（大阪府）   545,804名（全国）

ア．介護支援専門員（ケアマネジャー）の養成
 利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメントの実現
に資するため、介護支援専門員の養成及び資質の向上が必
要。
【介護支援専門員実務研修】
 介護支援専門員実務試験受講試験の合格者に対し、介護
支援専門員として必要な知識、技能を修得を図る。
【専門研修＜専門研修課程Ⅰ・専門研修課程Ⅱ・実務従事
者基礎＞】
 現任の介護支援専門員に対して、一定の実務経験をもと
に、その専門性を高め介護支援専門員の資質向上を図る。
【更新研修＜実務未経験者向け・実務経験者向け＞】
 介護支援専門員証を更新（５年ごと）するために定期的な研
修機会を確保し、専門職としての能力の保持・向上を図る。
【主任介護支援専門員研修】
 地域や事業所内におけるケアマネジャーの人材育成、地域
包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりを実践できる主
任介護支援専門員を養成する。

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（１０） 保健医療従事者の確保と資質向上  介護サービス従事者          

第６次計画策定時の現状と課題



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

【介護サービス従事者（府内）】（平成２７年度末現在）
  １６２，０３８人（介護福祉士５９，９７１人を含む）
  出典：厚生労働省「平成２７年介護サービス施設・事
業所調査」
【介護員の養成状況】（平成２７年度末現在）
  ●介護員養成研修修了者数：  ３７８，３２１人
  （内訳）
   ・基礎研修課程修了者数：    １１，０６７人
   ・１級課程修了者数：         ８，８９６人
   ・２級課程修了者数：       ３０２，２４４人
   ・３級課程修了者数：        ２６，７０３人
   ・初任者研修課程修了者数：  ２９，４１１人

●介護サービス従事者（府内）が（平成２２年度末現在）
⇒（平成２７年度末現在）
  ６２，２５５人（介護福祉士を含む）増加した。
  〇介護サービス従事者（府内）のうち介護福祉士が
   ２９，３９０人増加した。
●介護員の養成研修の修了者が（平成２４年度末現在）
⇒（平成２７年度末現在）
 ・介護員養成研修修了者数が４１，４３７人増加した。
  （内訳）
   ・基礎研修課程修了者数が１，７６７人増加した。
   ・１級課程修了者数と３級課程修了者数は同数
   ・２級課程修了者数は１０，２５９人増加した。
    ※基礎研修課程、１級課程、２級課程及び３級課
程に
     ついては平成２４年度末をもって終了。
    ※初任者研修課程については平成２５年度から実
施。

●介護サービス従事者（府内）については増加傾向にあ
るが、 景気の上昇とともに、有効求人倍率が上昇して
おり、福祉・介護分野においては人手不足がさらに深刻
化する可能性があることから、引き続き重点的に取り組
む必要がある。
●平成25年度より、「在宅・施設を問わず、介護職として
働く上で基本となる知識・技術を修得する研修」として位
置付けられた「介護職員初任者研修」事業の質を確保す
るため、介護員養成研修事業者の指定を行った。
  引続き、質の高い介護職員の養成に向けた適正な研
修事業の確保のため、指定養成事業者に対して必要な
指導・監督を行う。

 

 【人材養成の現状】（平成２７年度末現在）
  ●社会福祉士養成施設指定数は同数
   ●介護福祉士養成施設指定数：１５校１７課程

【人材養成の現状】（平成２５年度末現在）⇒（平成２７年
度末現在）
  ●社会福祉士養成施設指定数は同数
   ●介護福祉士養成施設指定数が１０校１２課程減少
した。

●「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律(第4次分
権一括法)」に基づき、社会福祉士等の養成施設に係る
指定事務・権限が平成27年4月より国から都道府県に移
譲されたことに伴い、養成施設の指定を行った。
●介護福祉士養成施設の指定数が減少傾向にあるが、
今後も質の高い介護福祉士等の養成に向けた適正な教
育の確保のため、指定養成施設に対して必要な指導・
監督を行う。

福祉・介護サービスに対する府民の理解や関心を高め
るとともに、福祉・介護の現場における安定した人材の
確保・定着を図るため、各種セミナーや就職フェアなどを
実施した。
・無料職業紹介
・就職フェア
・各種福祉の仕事にかかるセミナー

福祉・介護サービスに対する府民の理解や関心を高め
るとともに、福祉・介護の現場における安定した人材の
確保・定着を図るため、各種セミナーや就職フェアなどを
実施した。
・無料職業紹介
・就職フェア
・各種福祉の仕事にかかるセミナー

●景気の上昇とともに、有効求人倍率が上昇しており、
福祉・介護分野においては人手不足がさらに深刻化す
る可能性があることから、引き続き重点的に取り組む必
要がある。
●人材を介護職場に呼び込むため、大阪府福祉人材支
援センター、ハローワークや福祉・介護施設等との連携
による就職説明会の開催等を通じて、新卒者等の若い
世代から中高年齢者の就職や、出産・子育てにより退職
した女性等（潜在的有資格者）の再就職が進むよう取り
組む必要がある。

●介護・福祉等の専門職員や市町村職員を対象に福祉
用具等を活用した研修や介護技術に関する専門相談等
を実施した。
 ・市町村職員研修
 ・介護・福祉等専門職員研修
 ・専門相談
 ・福祉機器展示

●介護・福祉等の専門職員や市町村職員を対象に福祉
用具等を活用した研修や介護技術に関する専門相談等
を実施した。
 ・市町村職員研修
 ・介護・福祉等専門職員研修
 ・専門相談
 ・福祉機器展示

●介護技術の向上を図り、良質な介護サービスを提供
することができるよう、引き続き効果的、効率的に事業を
実施し、介護・福祉分野における質の高い人材の確保、
育成に努める。

概ね計画どおり

３（１０） 介護サービス従事者 

第６次大阪府保健医療計画中間評価

第６次計画策定時の現状と課題

（１）人材の養成
 イ．介護職員の養成
 【介護サービス従事者数（府内）】（平成２２年度末現在）
  ９９，７８３人（介護福祉士３０，５８１人を含む）
  出典：厚生労働省「平成２２年介護サービス施設・事業所
調査」
 【介護員の養成状況】（平成２４年度末現在）
  ●介護員養成研修修了者数：３３６，８８４人
  （内訳）
   ・基礎研修課程修了者数：９，３００人
   ・１級課程修了者数：    ８，８９６人
   ・２級課程修了者数：  ２９１，９８５人
   ・３級課程修了者数：   ２６，７０３人

ウ．福祉人材の養成
 【人材養成の現状】（平成２５年度末現在）
  ●社会福祉士養成施設指定数：６校９課程
   ●介護福祉士養成施設指定数：２５校２９課程

（２）就業の促進
 福祉の現場に従事する人材の確保をはかるため、福祉人
材支援センターにおいて無料職業紹介や合同求人説明会を
行うほか、福祉の仕事や資格・就職について、助言、啓発事
業を行った。

（３）介護情報・研修センター事業の実施
 利用者に対する処遇の向上及び福祉・介護現場における
従業職員の介護技術等の向上を図るため、適切な研修実施
に努めた。



第６次計画策定後の取り組み 取り組みによる成果 現在の現状と課題 評価

第６次大阪府保健医療計画中間評価

３（１１） 保健医療従事者の確保と資質の向上 その他の保健医療従事者

第６次計画策定時の現状と課題

● あはき師及び柔整師の従事者数は、増加した。その
他医療従事者を含め、関係団体との連携を密にすること
で、量的充足だけでなく、質的水準の確保・向上にも留
意していく。

● 平成27年12月に発足した「柔道整復師学校養成施
設カリキュラム等改善検討会」及び28年1月に発足した
「あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師学校養成施
設カリキュラム等改善検討会」において、平成30年4月か
ら履修単位数の引上げ等の提言があり、これを受けて
規則改正等所要の措置が講じられる予定。
参考リンク：（柔整）
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-
isei.html?tid=314768（あはき）
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-
isei.html?tid=322982

● 全国・大阪府における従事者数（厚生労働省「衛生
行政報告例」、H26.12.31）
・あん摩マッサージ指圧師／全国：113,215、大阪府
9,928
・はり師／全国：108,537、大阪府13,539
・きゆう師／全国：106,642、大阪府13,285
・柔道整復師／全国：63,873、大阪府8,782

● 全国・大阪府における人口10万対従事者数（厚生労
働省「衛生行政報告例」、H26.12.31）
・あん摩マッサージ指圧師／全国：89.1、大阪府112.4
・はり師／全国：85.4、大阪府：153.2
・きゆう師／全国：83.9、大阪府：150.4
・柔道整復師／全国：50.3、大阪府：99.4

概ね計画どおり

● 第四次地方分権一括法の施行により、平成27年4月
1日から、医療従事者養成施設等の指定・監督等の事
務・権限が国から都道府県に委譲された。（前日付けで
国から「ガイドライン」が「技術的助言」通知として発出さ
れており、施設設備及び課程等に関する細部に至るま
で基準が示されている。）
参考リンク：http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/doc/04ikkatsu-gaiyo.pdf
 本府では指導調査実施要綱を策定し、過去の指導調
査の実施状況、定期報告の状況、養成施設等の規模等
を勘案した「指導調査計画」に基づき計画的な実地指
導・助言を行うことにより、養成施設等のより適正な運営
に資することとした。

● 医療安全対策の中心となる府内の医療機関の医
師、看護師その他の医療従事者に対する医療安全に関
する研修を、大阪府医師会等医療関係団体と連携して
開催するなど、研修を通じての資質向上に取り組んだ。

● 平成26年度に「あはき」1課程、「はき」2課程、平成
27年度に「はき」3課程、「柔整」3課程の指導調査を行
い、養成施設等のより適正な運営に資することが出来
た。

● 近年の高齢化社会の進展に伴う疾病構造の変化や住民
のニーズの多様化により、保健医療の範囲は拡大し、医療技
術は高度化、専門化しており、より安全・安心で質の高い医
療の提供が求められている。このような社会情勢の中で、医
学・医療技術の進歩、リハビリ医学の普及等により、多数の
医療関係職種が生まれ、免許取得者数は年々増加の一途を
たどっている。

● 全国・大阪府における従事者数（厚生労働省「衛生行政
報告例」、H22.12.31）
・あん摩マッサージ指圧師／全国：104,633、大阪府9,529
・はり師／全国：92,421、大阪府11,817
・きゆう師／全国：90,664、大阪府11,565
・柔道整復師／全国：50,428、大阪府7,206

● 全国・大阪府における人口10万対従事者数（厚生労働省
「衛生行政報告例」、H22.12.31）
・あん摩マッサージ指圧師／全国：81.8、大阪府107.5
・はり師／全国：72.2、大阪府：133.3
・きゆう師／全国：70.8、大阪府：130.5
・柔道整復師／全国：39.4、大阪府：81.3

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other
http://www.cao.go.jp/bunken

